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市場環境対応型会計モ デル の 形成

吉 田 寛

〈論文要旨〉

　本稿 は、冷戦終結後 、 徐 々に、そ して 1990 年代 にな っ て 急速に進行 した証券資本主義の グ ロ
ーバ

ル化が会計と情報開示 に もた ら した影響を検証するなかで 、 会計および情報開示制度の改革にっ い て 、

その 意味を考察す るこ とを 目的 とする 。

　こ の 目的設定は 、 会計制度の 今後 の 発展 動向を見極めるための 布石で ある 。 現在の 世界的な会計制

度改革の根底 にあ る思想は伺か 。 そ れを知れば今後の 動向も明 らかになる とい う仮設 を立て て 、 こ の

間題 に接近 した結果得 られた知見を開陳 して い る 。
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　本稿は、冷戦終結後 、徐 々 に 、 そ して 1990 年代にな っ て 急速に進行 した証券資本主義の グロ

ーバ ル化が会計 と情報開示 に もたらした影響 を検証するな かで 、 会 計お よび情報 開示制度の 改革 に

つ い て 、 そ の 意 味を考察す る こ とを 目的 とす る 。

　こ の 目的設定 は、会計制 度の 今後 の 発展 動 向を見極 め るための 布石 で ある 。 現在の 世界的な会計

制度改革の 根底 にあ る思想 は何か 。 そ れを知れ ば今後の 動向も明 らか に なる とい う仮設を立 てて 、

こ の 問題 に接近 した結果得 られ た知見 を開陳 して い る 。

1 ． 市場 環境会計モ デ ル の 基 本理 念

　株式資本主義の 根 底に ある の は 「株価 」 で あ る 。 そ れ を公 正 に形成する ため の 前提 と して 公正な

企業 情報の 開示が 要請 され る 。 何 をも っ て 公正 とい うか、それが 問題 で あ る 。 こ の 問題 を解 く鍵は 、

イギ リス に伝統的な 「True　and 　Fair　View 」 に発見された 。 こ れが公式 に表 明 されたの は、 194

8年の イ ギ リス 会社法で ある 。

　こ の 伝統的概念は 、 1945 年の コ ーエ ン ・レポー トに よっ て
一旦は 、

「True　and 　Correct　View」

と表明 され、会 計情報の 真実性 の 保 証は帳簿記録 の 正確性 に置かれ、取 得原 価主義の 正 当性の 根拠

とされたが 、
48 年の 会社法以後 、 会計情報の正 当性は 、 帳簿記録の 正確性 よ りも、 公正 な市場価

値を反映 して い る か否かの観点 か ら判断され る こ とが 、 法的解釈の基礎 に置かれ る形 で復 活 した 。

イギ リス の EU 加盟 に伴 い 、
　 EU 会社法第四指令に も取 り入れ られた 。

　しか し、こ の 「True 　and 　Fair　View 」 に ｝ま公式の 定義はない 。 その 内実は慣習 的価値判断に委ね

られ て い る 。 そ の 曖昧さ を認め なが らも、 制定 され た 「GAAP 」 の解釈 に疑義 が生 じた り、
「G

AAP 」 の規定に な い 新 しい 取引 や事象が発 生 した場合 に 、 会計処理 の正 当性を判断する に あた っ

て 、 この 概念に依拠する こ とが認 め られて い る 。

　こ の こ とか ら、 こ の 概念は不文 の 「GAAP 」 を内包 す る と言われ る 。 成 文化 され た 「GAAP 」

の基礎に置かれ るべ き概念で あると同時に 、 それを超える会計の 哲理である とい っ て よい 。
「GA

AP 」 に準拠 した会計処理で あ っ て も、利害 関係 者に不 当な不利益 を もた ら したと法曹が判 断 した

場合 には 、 損害賠償責任 を問われ たケー
ス がア メ リカにおいて 過去 に数件発生 して い る 。 これ らの

ケース で は、取得原価主義が 該当する決算期間お よび 時点の 公正 市場価値 を反映 しない ため に投資

家に与 えた損害が批判され たもの で あ る 。 こ れは 1970 年代初頭 の 頃で あ る 。 その 判決 か ら、 公

正価 値会計 へ の 関心が高 ま っ た と見 られ る 。 実 は其処 に、ア メ リカ に おけ る陪審 裁判の もつ 決定 的

な役割が見 出され る 。

　ア ン グ ロ ・サ クソ ン に共通 する 、「常識の 勝利」 あ る い は 「民衆の 判断 」が、会 計に 於ける 「True

and 　Fair　View 」 を支持す る思想を形成 して い る ように思われ る 。そ の 前提 と して 、 自由競争、公

正 市場取 引 、 公 正価値 とい う市場 関係 が 予定 されて い る と見 られ る 。 そ れ が 、 専門家集団の作成 し

た 「GAAP 」 に準拠 して い る か否かだけで は な くて 、 実害があ っ たか否か を目安に して 陪審員が

判断す るあた りに 、
「［［Erue　and 　Fair　View 」 の 真の 意味が隠れ て い る ようで あ る。〔注 1 〕

2 ．伝統的会計モ デル の 特徴 を踏 まえて

　さて 、 こ の ような公 正 市場価値 へ の 傾斜は、しば しば 、 イ ン フ レ
ー

シ ョ ン との 関係で 顕在化 した 。

貨幣価値低落や個別物価上 昇に伴ない 、歴史的取得原価が価値表明能力 を喪失 した こ とがその 原因

で あ る 。

　こ の こ とは 、 原価は価値を代表 す る限 りで 有用で あ る こ とを物語る 。 これ まで 、 取得原画主義が
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採用 され て きた の は 暗黙の うちに貨幣価値
一

定の 仮定 （公準）を置 い て い たか らで ある 。 したが っ

て イ ン フ レーシ ョ ン の ような特 別な事態 が発 生 した場合に の み 資本修正 の ため に資産再 評価 を実

施 した 。 こ の措置は非 資金取引で ある減価償却 費の 名 目化 を排除 するため で あ っ た 。

　 ま た 、 常時採用 され て きた もの に 金融資産や棚卸資産に対する低価法の 採用が る 。 こ の 措置は 当

該資産 に対 する評価損 を 帳簿価 格 か ら引 き去 る もの で あ る 。 それ に よ っ て 当該 資産の 帳簿価 格を評

価時点 の市場価格あ る い はそ の 近似値に修正 して い る 。 こ の措置は保守 的会計処 理で原価主義の例

外 を成 す もの で ある 。

　 ど うして この ような措置を取得原価主義に加 えたの だろ うか 。 其処に は 二 つ の 理 由が 見 られる 。

そ の 一つ は資本の 直接的修正 に よ っ て 資本 の 実質的維持を 図る こ とで ある 。 そ の 実態は 取替原価主

義の 採用で ある 。 昭和 25 年の 資産再評価法に よ る再評価積立 金 と時価 （再評価後原価）減価償却

の セ ッ トがそれで あ っ た 。 その 二 つ は資産の 減損額 をあ らか じめ損 失計上す るこ とに よ っ て 利益を

圧 縮する こ とで ある 。 この圧縮は取得原価主 義か ら出て くるもの で は な く、 正 味実現可能額を目安

に 資産評価額 を決定す る時価 主義の 採用 で あ る 。 こ れは評価益 の 計上を認め ない 点にお い て 非対称

的時価主義で あ る 。

　 こ う した措置は取得原価主義に よる情報の 陳腐化 に対応する もの で あ る 。 取得原価主義の 経済的

前提 は 、 経済構造 の 長期 的安定 、 緩慢 な技術革新、市場 の 安定 、 為 替相場 の 安定 、 貨幣価値 の 安定

な ど 、 平坦な経済環境で ある 。

　 日本は これ まで 石油シ ョ ッ ク 、
ニ ク ソ ン ・シ ョ ッ ク 、 変動相場制へ の 移行などの環境条件の 変動

を乗 り越 えて 成 長 を続 け て きた 。 こ れ に 寄与 して きた会計処 理 に は 、計画 的 ・規則 的減価償却が あ

る 。 生 産経 済 に特化 して きた 日本経済 に とっ て は製 品生 産原価 の 安定 が 不可欠で あ っ た 。
「正 規の

減価 償却 」はこ の 要請 に答 えた もの で ある 。 そ れは期間損益の 平準化 に寄与 し経営の 安定 に貢献 し

た 。 企業の 業績評価に は 、 昭和 24 年か ら昭和 38 年 まで の 期間 、 当期業績主義が採用 され 、 前期

損益修正 、 臨時損益 、 固定資産売却損益な どの 損益項 目は期間外損益 として 期間損益計算か ら排除

された 。 それ には、期間損益計算 を正 常収益力の 測定手段 とす る意図が あ っ た 。

　 こ れが変更 され期間外損益項 目をも収 容す る包括主義損 益計算 書が採用 され る に及 んで、損益計

算書 は株主持分変動計算の 機能を も負担す るこ ととな り、 損益計算書最終末尾 の 金額は当期未処分

利益 剰余金 で あ る 。 こ れ は 損益 計算 に業績測定の 役 割を も っ ぱ ら求め る の で は な く、 当期処分 可 能

財源の 表明機能を持たせ たこ とにな る 。

　 こ の 変更は 、 昭和 38 年の 商法計算書類規則 に端を発 して い る 。 そ れ まで の 「企業会計原則」 は

戦後の 産業復興 を 目標 と し経営再 建に奉仕する役割を持 っ て い た 。そ こで 、 経営者の視点 が そ の全

体を貫い てい た 。 その 具体的表象は 資本剰余金概念に見 られ た 。 資本蓄積の ため に 内部留保を厚 く

した 。
「そ の他の 資本剰余金 」 が端的に そ れを表わ して い た 。 しか し 、 そ の後 、 昭和 49 年の 商法

と企 業会計原則 との 調整に伴な っ て 、 資本剰余金は 、 資本準備金に 該当する もの を除い て 、 利益処

分 の 対象 とされ 、 内部留保 を適切 とす る もの は 「そ の 他 の 資本剰余 金」 として 積み立 て られ る こ と

に な っ た 。

　 こ の改 正 は、「そ の 他の 資本剰余金 」 は収 益 の留保で ある と認め たこ とに なる 。 戦後 の 資本蓄積

の 論 理の
一

角が こ こ か らほこ ろ び 始め た 。 こ れ は経 営者の 視 点か らの 内部留保 の 正 当性に対する 疑

義があ っ たこ とを示唆 して い る 。

　建設助成金 の 国庫補助を財 源 とす る 固定資産 の 取得 に っ い て 、 そ の 額を取得原価か ら圧 縮する圧

縮記帳が税法上認め られ たの は、こ の額を益金 と認識 しそ の 課税を当該資産 の償却期 間 にわた っ て

延期 す る措置で あ っ て 、 こ れ らの 受 け入れ金 の資本剰余金 性 を否定 するもの で ある 。

　 こ の 頃には 、 利益留保性引 当金 が 、 商法の 引当金規定の 曖昧さを突 くよ うに設定 さ れた 。 こ れは
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明 らかに恣意 的な利 益留保で あ っ た 。 その 篌 、 引当金規定の改正 に よ っ て 、
こ の道 は閉ざされたが

、

日本の企業全体で 巨額の こ の 特定 引当金残 高が あ っ た 。 それを損益計算書 に戻 しい れる と巨額の特

別利益 が発生 す る こ とになるの で 、

負債の部か ら 、 直接 、 資本の 部 に振 り返 る こ とが 、 経過 的措置 として 、 認 め られた 。

つ ま り、 利益の 圧 縮が 行なわれ た の で ある 。

　こ の ように、
「その 他 の 資 本剰 余金 」 に よる利益否認 と直接的な資本 蓄積や 「特定引当金」 に よ

る利 益圧 縮 と間接的な資本蓄積 （擬似 負債 の 計上 ）は 、 経営者の 論理 に 立 っ た 内部留保政策の あ ら

われ で あ り 、 株主 の立場 に た つ もの で はな か っ た。

それ を可能に したのは 、 閲接金 融へ の依存 と銀 行による株式保有お よび事業会社を含めて の 株 式持

合い で あ っ た 。 そ して 、 こ れ を推進 して きた の が 「護送船団方式」 に 代表され る金融系列化 と産業

保護 政策 であ っ た 。

　伝 統的会計政策 と会計基準は 、 こ の ように して 、 官僚統制に よる閉鎖的産業政策 と経営者支配に

よる企業経営の 癒着を合理化する
一

つ の 手段 とされて きたので ある 。 其処には証券市場に よる直接

金融を育成する 姿勢はな く、企業経営 を証券市場 に全 面的に 曝す姿勢も無か っ た 。 戦後 、 占領政策

の
一

環 と して 意図 され た 証券民主 主義 の 育成 とは ま さ に逆の 方向 に 走 っ た の で ある 。 会計政策 や会

計基準 は 、投 資家の ため の 会計 を 目指 さ ない で 、経営 者の ための 会 計 を制度化 して きたの で あ る 。

それが避け られない 道で あ り、 戦緩の 経済復興 と高度成長に寄与 して きたこ とは否定 し得ない が 、

こ れが今 日に於 け る経 済危機 を もた らす に到 る原 因 とな っ た こ とも否定 し得 ない 。 ［注 2 ］

3 ．市場環境の 変化 に対応す る会計パ ラ ダ イム へ の 始動

　戦後 の 経営者会計モ デ ル か らの 転換 が始 ま っ たの はい つ か 。 1980 年代 の

日本の成功に立 ち向か っ たア メ リカ の 反撃は 、 冷戦終結で 軍用技術 の 民 間転用 を背景に 、 すさま じ

い もの で あ っ た 。 こ の 頃、 日本の 東京で は、「ア メ リカ を元気 に す る会 」 な どとい う思い 上 が っ た

会 が識者の 間で 作 られて い た 。 他 方 、 ア メ リカで は 、
エ ズ ラ ・ボ ーゲル が 「Japan　as 　number 　One」〕

を出版 し、ア メ リカ人 に警告 して い た。こ の 時期にア メ リカは徹底 した市場主義 に乗 り出 した 。 ア

メ リカ資本主義 の 復権 を賭 けて 国際市場競争に挑戦 したので ある 。

　 日本 に とっ て 、それは、経営者支配に よる企業の 安泰を覆す遠因だ っ たの で あ る。

市場主義は株式会 社へ の 直接投資を基礎 に成立する 。 こ の場合 、 経営者は株主 に よ っ て 選任 ・解任

され る リス ク を背負 っ て い る 。 所 有 と経営 の 分 離 とい う仮説は 、 両者の機 能分化 を企業 モ デル の 基

礎に 置 くもの で あるが 、 こ れが 十分 に機能 す るため には市場 に よる企業 の 評価 が不 可欠で あ る 。 つ

ま り、 所 有か らの 経営 の分離は統治の 委任 で あ っ て 譲渡で はない 。 統治の主権者は株主で ある 。 だ

か ら株式市場で の企業の 評価が 、 株主 に よる経営者の 評価に決定的な影響を与える 。

　 この 株式市場 の役割を積極的に取 り入 れ る の が 市場 主義で ある 。 ア メ リカ は 80 年代の経済停滞

あるい は国際競争 力の 低下 を市場主義 によ っ て 回復 した 。 他 方 、 日本 は戦後 の 経済再建 を急速に実

現す るため に 、 官民癒着 の 経 済体制 を構築 し、金 融資本 へ の依 存 を高 め、証券 市場 を無機能化 して

きた 。 護送船 団方式 、 株式持合い
、 金融系列の構築によ っ て 、証券市場の 発達 を妨 げて きた 。 それ

らが放漫なバ ブル経済を産んだの で ある 。

　 90 年代 に復活 したア メ リカの 証券市場経済とは対照的で ある。1985 年 にプ ラザ合意 を突 き

つ け られて も 、 日本はなお 目覚め な か っ た 。 90 年代 は こ う して 「失わ れた 10 年」 とな っ た 。 こ

の 間に 、
工 業社会 か ら情報社会へ の 急速な転換が世界経済の 構造的変化 を引 き起こ して い る 。 それ

を支 えて い る の が 国際証券市場で ある 。
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　 日本 の 会計 制度 改革は こ の国際証券 市場の グ ロ
ーバ ル 化 に背を突かれ る格好で 始 ま っ た。会計基

準 の 改正 は 1998 年 に集 中 して い る 。 日本の 株式市場 が国際資本に よるM ＆ A の 「イ ン ・プ レイ」

の 対象 とな っ た こ とが 、 こ の 改革 を促 進 させ たの で ある 。 こ の 時期には 、 ア ジア 通貨危機 、 韓国の

経済危機 が発 生 し て い る 。 日本 は金融危機 が 最高潮に 達 して い た 。

　 1998 年は 、 経営者会計モ デル か ら株主会計モ デル へ の 転換 を決定付 けた年で あるが 、 こ の 転

換の前兆 は 1991 年の 監査基準等の 改正 で あ る 。 こ の 改正 にあ た っ て 、 日本の 会計基準 は日本特

有の もの で あ る とい う警句 に対応 す るか の よ うに 、 準拠する会計基準 は 「企 業会計原則 」 か ら 「一

般 に認 め られた会計基準 、 GAAP 」 に準拠 す る 「世界 に通用 す るもの 」 に変更 され たこ とが 明記

されて い る 。 同時に、会計基準の 設定 主体 を民間の基準設定機関に移行 させ る こ とも示唆された 。

〔注 3〕

4 ．市場 環境対応型 会計モ デ ル の核 心 は株主価値の 評価

　 時価 主 義会 計 の 導入 と特徴 付 け られ て い る 1998 年 以 降の 日本 の会 計基 準改正作業 は今なお

進行形で ある 。 そ の改正 の核心は証券投資情報 と して信頼で きる企業決算情報 の 開示 に ある 。

　信 頼で きる決算情報 は 、 伝統 的に は 、 客観的で 検証可 能な証拠 に基づ い たもの とい う条件 を満 た

すモ デル として 、取得原価／実現利益 モ デル が採用 されて きた 。 しか しそれで は情報 の 陳腐化 が生

まれ る経済環境の 変動に 対応 で きない と言う理 由で イン フ レ修正 な どが行なわれて きたこ とは既

述の とお りで あ るが 、 現在進行 して い る改正 は 、 その理念 が企業価値の 表 明に置かれて い るの で 、

情報 の 構築方法が根本 的に従来 と異 なる 。

　従来の情報構築方法は 、 取引記録 を取引 発生 時点 か ら追跡す る記録集積型 で ある。

こ れ は 資本の 循環過程 を入 り口 か らフ ォ P 一す る もの で あ る 。 こ れ に対 して 、 企 業価値モ デル と し

て 構築されるもの は、資本 の 回収成果か ら逆に資産の投資価値を評価 し負債の 発生額 を見積 もっ た

上で 損益を算定するもの で ある 。 こ の 方法は 、 株式投資の ための 企業価値評価 を目標 に設計された

もの で 、 回収価値管理型 で あ る 。

　記録集積型 では、貸借対照表 は支 出原価お よび 収入額の 繰越残高を収容 した もの で ある か ら価値

表明機能は意図さ れて い な い 。 それ は損益計算の 残 滓に過 ぎない 。

他方 、 回収価値管理型 で は 、 貸借対照表は価値表明機能を具備する こ とを 目的と して作成 され る 。

その 結果 、 損益計算に は資産お よび負債の 評価 の影 響額 が計上 され る 。

　 こ う した 二 つ の 会計方法の 違い は 、 原価主義 と時価主義の 違 い とい う評価方法の 違い の み に 注目

して 是非 を論 じる こ とで終 わる もの ではな い。原価主義に於いて も必要に応 じて 時価 を採 用 して い

る こ とは既に 見た とお りで あ る 。 時価主義に於 い て も原価に価値表明能力が認め られ る場合に は原

価が 採用 され る 。

　両者の 本質的な 違い は 、 投下資本 の名 目的回収計算で あ っ て も価値 回収 に支障をきたさない 環境

に あ る か 、 そ の 実質的回収計算を意図的に行なわねば な らない 環境にあるかの 違い で あ る 。 こ の よ

うな市場環境 へ の 対応 が根 本間題で ある こ とを示唆 して い るもの に 、 投 資不動産の 収益還 元価値に

よる評価 、 事業用 固定 資産 の減損会計 、 金融 資産の 全面的時価評価 な どがある 。 こ れ らの 会計処理

は、キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー経営 の 理念 に従 っ た もの で あ る 。 しか もそれ は企業価値 を株 式市場 におい て

判断する 目安 とな る 。

　 日本 は こ れ らの 会計処理 には慎重 な姿勢 を崩 して い ない が 、 既 に 日本企業の 多 くが国際資本の 傘

下 に ある現状で は 、 こ れ ら の 措置が 国際基 準に採用 され る と頑固 に拒否する こ とは 出来 ない 。 世界

的に急 激な産業構 造の 変化 に見舞 われ 、 企業 の 存続可能性 が 危ぶまれ る現状の 中で 、 株式投資を実
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行す るため に は 、
「い ま 、 現在に おけ る 」 企業価値の評価が 、 市場に とっ て の最大 の 関心事で ある 。

それ が現在の 時価主義会計の根底に ある市場か らの要請で あ る 。 〔注 4 〕

5 ，市場環境対応 型 会計モ デ ル の 構 築 を要請 す る現実

　こ の ような会計改革は 、 時々の株価変動に経営者が敏感に対応 し ようとする 「株価経営」 を誘発

し、長期 的視 野 に 立 っ た経 営の 妨 げに なる とい う危機 意識があ る 。

「株価時価総額」 で 企業ラ ン キ ングが決まる現実に経営者は 不安で ある 。 今回の 会計改革はそれ を

助長するようなもの だ とい う。

　しか し 、 日本 の現実で は 、 資産 ・負債ア プ ロ ー
チ を採用す る国際会計基準 をペ ース に した改革 の

必 要性が 日に 日に 高ま っ て い る 。
「構造改革」 とい う政治課題 がそ れ を示 す ように、 日本全体 が構

造改革 を市場 か ら迫 られて い る 。 国 際資本 市場 に投 げ出 され た 日本は 、 生保 、 証券、 銀行 、 流通 、

メーカー
、 情報 通信 な ど主要 な産業分 野に おい て外 資の 傘下 に ある 。 外国投資家 、 わけて も、 ア メ

リカ 、 イギ リス な どの ア ン グ ロ ・サ ク ソ ン 系の 投資家が 支配 して い る 。 こ の 現状か ら出て くる もの

は 、

ア ン グ ロ ・サ クソ ン流の 会計改革の 受容で ある 。

　こ れ を後押 し して い る の が不 良債権 とリス トラ 失業で あ る。不良債権 は金融 不安 の 再燃 と公的資

金 の再 注入 とい う悪循環を懸念 させ る 。 リス トラ失業は雇用不安 を解消 し生活保障する ための 政策

が 必 要で ある 。 ともに マ ク ロ 経済運営の 悩みの 種で あ る が 、 同時に ミク ロ 経済で あ る企業経営の 深

刻 な課 題で あ る 。

　経営健全化 の ため に企業が リス トラ し 、 銀行が不良債権の 減少を図 る 。 失業が増大す る と消 費経

済 を冷え込 ませ る。そ れが景気後退の 引 き金 に なる。景気後退 で 不良債権が増 え続 ける 。 こ の 悪循

環 を断 ち切 る ため に は減税が 必 要で ある 。 ア メ リカ政府は 景気後退局 面に臨ん で減税を 公約 し、 民

間パ ワ
ーに よる景 気浮揚 を狙 っ て い る が 、 日本で は公 的資金 による現状 の 打開 が意 図されて い る 。

市場が これに好ま しい 反応 を示 すだ ろうか。世に 「焼け石 に水」 の 譬えがある よ うに、その効果が

お ぼつ かない と 、 政府 の テ コ 入 れを要求する外 国勢力 に公 的資金 を食われ る結果に なる 。

市場の 自立的回復 を促 がす ため に は 日本企 業へ の信頼を取戻す民間活力の 再生 が不可欠 で ある 。

　 こ の ため に は、民間経済の 再生 を阻害す る公 的部門 の構造改革が必要で あ る 。 国民 が小泉改革 を

支持 して い る の は その 期待か らで あ る 。 その 意 味で 、 市場環 境対応型会計モ デ ル の構築は 公的部門

に 対する緊急の 課題で もある 。 会計制度改革に よっ て 官公庁等の行財政に 資源管理 会計を導入 する

必要 があ る 。 こ れはイギ リス に於い て 1998 年以来、採用 されて い る もの で、行 財政 の効率 的、

効果的 、 経済的な 執行 を投入資源 の 管 理の 視点 か ら実施 す る発生主義会 計で あ り、 時価主 義を採用

して い る 。 ［注 5 ］

　公会計部 門におけ る改革が 、 私経済部門 の改 革を支援 する とい う構図が生 まれ るこ とで 、 経済再

生が実現 する た め には 、 公 的部門 へ の 市場原理 の 導入 が不可欠で あ る 。 こ の 場合 の 抵抗は 、 公 的部

門の 存在理 由 と して市民社会の 公益性が経済 に優先する とい う主張か ら生 まれ る 。 この 目的を否定

す る もの で は ない が 、 公益性の 拡大解釈 か ら官業 お よび その 類似事業が政府資金 を使 っ て 際限な く

拡張 され 、 独 占の 弊害 と放漫経営を生み出 して きた 。 公社、公 団、特殊 法人等の 存廃を含めての 小

泉改革は その 点で は国民の 支持 を得 て い る 。 財 政危機 、経済危機、産業 の 衰退 とい う現実が改革を

迫 っ て い る 。 最大 の課題 は、日本経済 の 国際競争力維 持の ために、公 的部 門の 経済合理性 を回復 す

るこ とで ある 。 日本 の公共料金 は国際的に割高で ある 。こ れが 日本企業 の国際競争力 を阻害 して い

る 。 こ れは規制経済の 弊害で ある 。 公 的部 門の 事業に国際入 札を積極 的に採用 し 、 国際価格競争に
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耐える体質を培 うべ きで あ る 。

　公 的部 門へ の 市場原 理の 導入 を躊躇 うな らば構造改革は成功 しない 。 現在の政府機関は 、 地方 自

治体を含め て 、
「ServiCe　Delivery　State」 の 役割を果た して い る 。 こ の ため に 、 民間企業 と競合す

る事業を も数 多 く取 り込 んで い る 。 しかもそ の 規模 は 、 公 益性 を根 拠 に財政 資金 を採算性無視で 投

入 するため に 、 民間企業の 採算性重視の 投資 とはかけ離れ た大 きな もの で ある 。 公社 、 公 団 、 第三

セ ク タ
ー

へ の 投資も

行政需要 と して 捉え られ 、 採算性が無視 されて い る 。 その結果 、 数多 くの 事業が赤字経営 に転落 し

て い るし、 債務超過で ある 。 資産に つ い て もそ の市場価値は投資原価 を下回 っ て い る 。 金利負担 が

膨大 であ り、 減 価償却 費 も収益で 賄 えない 。 こ れ らは結局 、 親機関で あ る政府 または 地方 自治体の

財政負担 に転嫁 され る 。 こ の よ うな実情をチ ェ ヅ クす る外部監査法人の 財務諸表監査制度はない 。

会計制度その もの が 民間 の よ うに 整備 されて い な い し、 情報開示制度もない 。 要する に 、 内輪の論

理に 終始 して い る ので ある 。 ［注 6］

6 ．結び

　市場環境対応型会計 モ デル の形 成 とい う本稿の テ
ー

マ は、国際証券資本主義の 浸透 に よ っ て 、 日

本の 企業が直面 して い る会計制度上 の 問題を 、 市場の要請 にい か に して 対応 す るか 、 その歴史的背

景 を踏 まえな が ら 、 未来 に向 か っ て論 じた もの で あ る 。 そ の なかで 、 市 場環 境の 変化に 対応する会

計パ ラダイムへ の始動は何時で あ っ たかを確認 し、こ の パ ラダイムの もとで の 会 計モ デル に期待さ

れ る の は 株主価値の 表明 にあ る こ とを認識 した 上 で 、 こ の 会計モ デル の 構築を要請す る現実を検証

した。

その 検証 の なか で 、公的部 門へ の 市場原 理の 導入 の 必要性 を 、 公共料金 の 形成に 対する役割と日本

経済 の国際競争 力の 維持 に対す る責任 の面 か ら取 り上げ た 。

　公会計分野には 「株主価値」 とい う指標はない が 、 出資持分 に対 す る責任 があ る 。 なた、「利 益

を生む」機 関で はな い が 、 発生 した剰余金 を親機 関で あ る地 方 自治 体の 一般 会計 に上納 する土地開

発公社の ように 、 財政支援に役立 つ 団体があ っ た 。 逆に 、 債務超過になる と 、

一
般会計か ら財政支

援が子機 関で ある第三 セ クターに行 なわれた 。 こ れ らの 事実は、公会計分野 でも持分管理 の ため に 、

市場環境対応型会計モ デル の 導入 が必要で ある こ とを示 して い る 。

一
般会計に於いて は 、 持分管理

は、出資概念 の 不在に 対応 して 、正味財 産管 理 と理解され る 。

注 1 ． 吉田寛　公 正 価値会計の 底流 、
『経営学論集』 九州産業大学経営学会

　　　　　　 2001 年 8 月

注 2 ． 吉 田寛　会計制度 改革 の 変遷 ：三 つ の モ デル 　 『企業会計』 申央経済社

　　　　　　 VOL ，52
，
　 N 　O ．3 ．2000 年 3 月

注 3 ． 吉 田寛　 日本 の公 認会 計士監査制度の生 成と発展、『税経通信 』 税務経理協
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論 文

　　　　　　　AStudy　on 　Customer−Oriented　Strategic　Pricing
　　　　　　　　By 　Utilizing　Compound 　Effect　df　Functions

　　　　　　　　　　　Masaaki 　Harada串 Masayasu　Tanaka†

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Abstract
Manufacturers　often 　make 　distinctive　products 　as 　their　strategy 　to　establi8h 　competitive

advantage ．　They 　improve 　the 　performance 　of 　the 　basic　functions　or　add 　new 　functions．　These
new 　functions　are 　 called 　

1「
added 　functions．匸「This 　study 　has　been 　made 　 to　propose 　a　new

皿 ethod 　for　setting 　up 　representative 　prices 　fbr　these　added 　functions．　The　procedure 　i8　as

fbllows：First，　people　to　be　researched 　are 　selected 　a8 　representative 　of 　potential　customers ．
They 　are 　asked 　to　answer 　questionnaires 　to　deter 皿 ine　the 　price　zones 　for　the　addeafunctions

according 　to　their　subjective 　evaluation ．　 Secondly」 七hese　price 　zones 　are 　integrated　by　a

linear　integration　model 　to　obtain 　the　representa 七ive　price　for　the　potential　custo 皿 ers 　as

evaluators ．　It　is　rare　that　a　single 　added 　function　is　adopted 　in　developing　new 　products　but　usually
multiple 　added 　functions　are 　adop に d　simultaneously ．　From　the 　simultaneous 　adoption 　of 　such 　multiple

added 　functions，
　some 　beneficial　new 　functions　for　custorners 　are 　sometimes 　produced 　as 　the　resuh 　of

their 　interactions．　This　wi11 ．be　called
ロ’the　compound 　effect 　of 　functions，l　in　this　study ．

　This　s恤 dy　also 　touches 　upon 　this　compound 　effoct 　of　functions　and 　proposes　two 　new 　indices，
”the

recognition 　rate 　of 　the 　functions
，
　 compound 　effect

”

　and 　
”the　evaluated 　value 　ratio 　of ！he　functions

，

compound 　effect ．”The　analysis 　and 　evaluation 　of 　
l「the　compound 　effect 　of　functionsit　w 藍11　be　made 　by

using 　these　indices．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Key 　Words

strategic 　sales 　price，　customer −oriented 　pricing ，　liner　integration　method ，　added 　function，
compound 　effect 　of 　functions

〈 論 文 要 旨 〉

顧客主導の 戦略的売価設 定に関する研究

　　　　
一
機 能 の 複合効果を活用 して

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原 田 雅顕
＊

田中雅康
†

　製造業に おい て は競争優位性を確保するために製品差別化戦略が採用され ることが多い ．そ

の ために基本機 能の 改善や機 能の 付加 が はか られ る．本研 究で は新たに 追加 され る製品機 能 を

「付加機 能」と呼 ぶ ことにす る．初め に これ らの 付加機能 に対する売価 の 代 表値 を設定する方法

を提案 する，その ため に ，まず潜在顧 客の なかか ら選 定され た評価者に 対して ，主 観的評 価 に基

づ い て評価者ごとに 購入 価格の 金額 帯を調査する．次に これ らの 金額帯を線形情報統 合法を適

用 して 統合する こ とによっ て評 価者 として選 定された潜 在的 顧 客全体 の 評 価額 の 代表値を算 出

する．ところで ， 新製 品開発 に際して ， 付 加機能 が単独 で製 品に 組み こまれることは少 なく， 複数

の 付加 機 能が 同時 に採用され る場合が多い ．この とき複数の 付加機能の 相互 作用 によっ て顧 客

に有用な新たな機能が 生み 出されることが しばしばある．本研 究で はこれを 「機能の 複合効果」と

呼ぶことにする．

　本研 究で は付加機能の 複合効果に 着 目して，厂複合効果認識率1と「複合効果額比 率」とい う2

つ の 評価指標を提案 し， 機 能の 複合 効果 の 分析 ・評価 を行 う．
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1. Introduction

 There are  many  cases  in which  added  functions age  supplemented  as a  policy to make  the product distinctive
in growing markets  with  many  competitive  products. [I?iere are  two  specific  features in customers'  pricing of

added  functions. The first point is that pricing includes vagueness  shown  with  some  range,  The second  is there
are some  variations  ln these price zones  among  potentia! customers  as  evaluators.  Therefore, it is necessary  for

manufacturers  to integrate these vague  price zones  with  variations  and  obtain a  representative price for all

people as  evaluators  to set up  the price based on  customers"  evaluations.  A  single  added  function is sometimes
adopted,  but in most  cases  multiple  added  functions are  adopted  simultaneously.  When  multiple  added

functions are  adopted  simultaneously,  some  beneficial new  functions fOr custorners  are  sometimes  produced as

the result  of  their intetactions. This will be called  
"the

 cornpound  effect of  fOnctions" in this study. When  a

compound  effect  is recognlzed,  the customers'  evaluated  value  of  the added  functions as a  whole  will  become

larger than the sum  of the cu'stomers' individilally evaluated values  for the added  functions.

 The existence  of  the compound  effect  of  functions will  be clarified  through  case  examples,  and  two new

indices will  be proposed for evaluating  this compound  eliEect, One  is the recognition  rate  of  the compound

effect  and  the other  is the evaluated  value  ratio of  the compound  effect. Next, the compound  effect  of  functions
wil1  be tried to be grasped quantitatively by using  these two  indices and  then  the results  will  be utilized  to make

them  usefu1  to come  up  with  a  higher-valued procluct cencept  CTianaka(199S)) and  deciding a strategic sales
  .pnce.

2. The Outline of  Conventional Studies and  This Study
2.1 Conventionat studies

 Most conventional  methods  for pricing added  functions have been' evaluated  by comparing  them  to

similaiVCompetitive  functions from the producers' viewpoint.  Tlie hedonic pricing approach  has been also

developed based on  the regressions  of  property values  with  market  analysis  to estimate  the wiilingiiess-to-pay

for each  property (Rosen(1974) , Kanemoto(1986) , Kanemoto(1988)). [[lhis approach  is particu]arly attractive

because it can  be applied  to nenmarket  interactiens such  as  externalities  and  public goods. In this studM

however, the direct pricing survey  for potential customers  will  be adopted  as the desirable method  for pricing
the added  functions based on  their chaTacteristics.

 The studies  which  have achieved  the leading rolc of  evaluating ad'ded  functions by potential custorners  are

based on  the application  of  the Delphi  method  or  its further developed new  Delphi method  (KDshiba<1996)).
Howeveg  these methods  have the･unsolved  problem of  the representative price of  the evaluated values (price
zones>  which  eften  do not  converge  within  an  ,allowable range.  Although there also  exists  a  study

CHarada(1998)) by the ainthors  which  has improved these methods  to set up  the strategic sales  price for the
added  functions, the above  mentioned  studies  have so  far been for evaluating  the added  functions individually
and  have not  rnentioned  

"the
 compounding  functions."

 [lhis study  focuses on  this point and  shows  a  new  concept  of  
"the

 cornpound  effect  of  functions" as  well  as to

propose its evaiuation  method  for the first time, the purpose of  which  is to be utiiized  to create  a  higherT valued

product concept.  Furthermore, it･shows a  new  viewpoint  in studying  the evaluation  ef  added  functions.

2. 2 The outline  of  this study

 [lhe prooedure in this study  is shown  in Fig. 1. In general, when  a customer  decides to purchase something,
he will  have already  decided in his mind  the highest purchasable prioe a and  the lowest non-purehasable  price
b. 

'IIherefore,

 it has been considered  in this study  that there exists  a  drifting price zone  between a  and  b where

he has not  yet made  up  his mind  whether  to purchase er  not  to purchase. Thus, the drifting price zone  of each

potential customer  for the added  function will  be clarified  by research.  It is considered  that each  potential
customer  will purchase at some  price within  the prioe zone  (between a  and  b), Howeve4  which  price has the
highest pos$ibility of  being purchased is not  known. [[herefore, it has been considered  in this study  that the

possible price of  being purchased is uniformly  distributed between a  and  b (see Fig.2),
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Fig.1 The procedure in this study
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 ln this study,  the evaluation  value  (the representative  price) of  the specific  added  function is calculated  for
the potential customers  as  a  whole  based on  the linear integr4tion method.

 Fbr each  potential customer,  the sum  of  the evaluated  values  for the individual added  functions ancl the
evaluated  value  of  the added  functions as  a whole  are compared  and  analyzed,  then the relations  between the
evaluated  values  (the prices) and  the purchasing desires of  the lndividual potential customers  are  grasped.
 The  recogrihion  rate  of  the cernpound  effect  of  the added'functions  is calculated  based on  the relations

between the evaluated  values  (the prices) and  the purchasing desires for the individual potential customers.

 The evaluated  value  ratio of  the compound  eiifect is calculated  based on  the value  of  the compound  effect'

derived from the relations  between the evaluated  values  (the pri¢ es)  and  the purchasing desires of  the individual

potential customers  to the evaluated  value  (the representative  price) of  the customers  as  a  whole.

 Lastly, the quantitative rnethods  of  the setting  up  the prices for thc specific  added  functions based on

customers'  evaluations  are totally analyzed  and  the results  ef  the analysis  are utilized.

3. The Selection of the Added Functions and  the Research of  the Actual
State

3. 1 The selection  of the product  and  the added  functions to be adopted

 It is desirable that the product to be chosen  as  the object  in this study  is such  that it is aproduct  in its mature
stage  and  that many  competitive  products exist, so  that it is considered  impertant that some  added  functions aTe
necessary  to become distinctive from other  products. As an  example  of  such,  a  kitchen sink  unit  is selected.  The
fo11owing three added  functions of  the kitchen sink  unit  made  by Company  K  are  chosen  as the added  functions
with  a  high possibility of  having compound  effects.  Their functioris and  effects  are as  follows:

    Draining plate function" 
'

     
'
 makes  it slide  on  top of  the sink  so  as  to put washed  food on  and  drain it.

     
'
 slides on  the other  plane as  a  draining basket by a  2-stage sliding  mechanism.

    Draining basket fuBction 
'
 
"

     
'
 makes  it slide on  top of  the sink  to put washed  vegetables  and  food in for draining.

     
'

 slides  on  the Qther  plane as  a  draining plate by a  2-stage sliding  mechanism.

    Chopping  board function"'

     
'
 makes  it slide  on  top of  the sink to cut fbod on.

     
'
 slides on  the same  plane as the draining plate. 

'

3. 2 The eyaluation  of  the added  functions by the actual  research

 It is very  difficult' to derive the evaluated  values  from potential customers  for the added  functions. Since
potential customers  think that it is better if the purchasing price is as  low as  possible for a specific  added

functien, they are  apt  to show  a somewhat  low  evaluated  value.  Thus, the customers  were  requested  to make

their evaluations  for the specific  added  function by two  values  a  and  b as  previously described. Potential
customers  mentioned  the values  fOr a  and  b with almost  no  hesitation. lf the values  a  and  b become  known, it is
possible to evade  the trend  of  the  evaluated  values  to become  biased toward  low  values  intentionally, although

some  ambiguity  will  remain.  As a  result  of  the research  questionnaires, effective  answers  were  obtained  ffom
193 potential customers  (housewi.ves having a  high possibility of  purchasing) for the kftchen sink  with  the

added  imctiQns.

4. The Method for Ca1cuIating the Eva1uated Values (the representative
prices) of the Added Functions for Potential Customers 

'

 [[he representative  price with  the highest precision should  be determined by a weighted  mean,  rather  than the
simple  mean,  of  all the evalpated  values  so  as to give the weight  coethcient  according  to each  potential
customer's  degree of  price sensitivity.  To  accomplish  this, the  linear integration method  is used  as the method

for calculating  a  representative  price fbr potential custemers  as' a  whole  among  many  methods  for calculating  a

representative  price. Tlie ess,ence  of  the method  is as  fo11ows:
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A  random  variable  Z is constructed  by the linear combination  ofn  random  variables  Xl,iY?, ' ' ' ,Xh  as  foHews:

                            Z=: C'III +e2I2  +'''+CnXn  (1)

 Tbe  linear integration methed  (see references  Ishihara(1993) ,  Ishihara(1995) and  Harada(1998) for more
details) used  in this study  is to determine c,,c.'  

'
 
',c.

 so  as to minimize  the variance  of  the random  variable  Z
under  the condition  of  the fo11owing equation  (2), to obtain a representative value  from Z  for n  potential
customers  with  the highest precision.

                          Ci+C2+'''+c.  ml  , ci el  (2)

 T[he evaluated  values  of  the potential customers  for the each  added  function obtained  ftom the questiennaires
are considered  as  unifbrm  random  variables,  and  are  integrated by the above  mentioned  linear integration
method,  and  the integrated evaluation  value  is considered  as  the representative price for the potential
customers  as  a  whole.  The procedure for calculating  the representative  price of  an  added  function based on  the
linear integration method  wil1  be explained  through  the following temporary  hypothetical example.  1[he prices
a  and  b of  five potential customers  for a specific  added  function of  a  certain  product with  their density
functions in Fig.2 are as fo11ows: - 

''

person 1

person 4ai=8.0

 ,

a4=9.0  ,bi=10.5b,=10.0

 [[he representative  price Z  b

Eq.(3).

person2 a2--6.0,  b2=7.5

person5 as=7.0,  bs=13.0

ased  on  X}X}  . .

Z=ciX}+c?X>+ ･･･

person3 a3=5,O,  b3=12.0

,,X3 , where  .Ii  =  ttlai sxs  bii, i=1,2,'",5, can  be shown  by

+csX3,  ci+c2+  
"'

 +cs=L  ci-2irac2=>.a-･lcs-2ro (3)

1.0

rpO.88pog･o.6q--'zag

 o.4R･K

  O.2

                       OO  2 4 6 8 10 12 14
                                 Price (ten thousand  yen)

             Fig.2 The distributions ofthe  price zones  decided by the potential customers
                                                                      '

[ilie thought  behind the liner integration model  is to ebtain  Z  by linearly integrating X},IY} "3JY3 based on  the
weighted  means  as  shown  in Eq.(3), where  the weight  coefficients  cb  c2, 

''
 ;cs are  obtained  so  as to rnake  the

variance  of Z minimum,  in other  words,  to make  the precision of  Z maximum.

erson4

person

p

2

person1

person3
person
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ge 2.0:}

 i.6gE

 1.28g･

 o.s

if O.4
g･,
     o           6824                   10                        12

 Price (ten thousand  yen)
14

Fig.3 T[hedistributionoftherepresentativeprice

 b:t the means  and  the variances  of  the prioe zones  XhX}  
"

 
',X3

 of  the added  function be pap  pa 2, 
"

 ; pas and

ai2,  a22,  
"',

 as2  respectively,  then  the weight  coeffieients  cb  c2,  
"

℃s in Eq.(3) which  minirnizg  the varianoe  of

the integrated reprefientative price Z can  be expressed  by Eq.(4), where  a,2  =(b,-a,)2112,

i-1,2,-,･,5.

Ct

 
"

 %;" +%21/ai'%;  '/a:  '%;,i
 == 1,2,...,5

(4)

 Tliis shows  that the narrower  the range  of  the prices ai and  bi is, or  the more  sensitiv'e about  the price the

potential customer  is, the higher weight  coefficient  ci becomes.Therefore, the mean  paz and  variance  az2  ofthe

representative  price Z  can  be expressed  as fo11ows:

(%,i )"i '(IJ(;;  )-`2 "(%,2  JUi "(%,2  )P4 '(%,i  )Ps a;  =

1

"t ='

%3'%;'%;"%f'%g
' /a3'/o;'/a;'%ai"/a3 

(5)

When  the distribution is uniform,  the mean  u  i and'  ai  for person 1 can  be calculated  as  follows:

           pt, .  
ai

 2+ 
bi
 .  

8･O
 
+210･5.g.

 2s .,i .  
(bi
 i2at)2 .(la5i28･O)2  .as2

 TIhe means  and  the variances  of the price zones  for persons 2 and  so on  are obtained  similarly and  are  put
into Eq.(4) to calculate  the weight  coethcients  for the individual persons. The result  becomes  as  fo11ows:

c,=O.097  ,c,=O.269  ,c3=O.O12,  c4=O.605  ,cs=O.O17

 And  when  the means  and  the variances  of  the price zones  for the individual persons are put into Eq.(5) to
obtain  the rnean  gezand the variance  az2  for the persons 1 to 5, the following results are  obtained.

uz  =8.732  ,az2=O.050  (az=O.225)

 The  distribution of  the representative  price Z with  the highest precision is shown  in Fig.3. The price ±ones
for the individual persons were  uniformly  distributed, but the distribution of  the representative  price becomes
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approximately  a normal  distributien (due to the central  limit theorem  of  pro
price becomes  87,300 yen, at which  the standard  deviation is 2,250 yen.

 The  evaluation  values  (representative prices) for the individual added

obtained  by the linear integration method  are  shown  in Table 1.

bability theory).The representative

functions of the kitchen sink  unit

Table 1 The  representative  prices of  the added  functions
Evaluatedvalues

Addedfunctions <representativeprices)
forotentialcustomersasawhole

drainingplatefunction \6,300
drainingbasketfunction \5,400
choinboardfunction \5,300

 Furtherrnore, for the cases  that the numher  of  added  functions is two  (the draining plate funetion and  the

draining basket function), or  three (the draining plate function, the draining basket function, and  the chopping

board function), the sum  of  the evaluated  values  of  the individual added  functions and  the evaluated  value  of

the compound  added  function composed  of  these added  ftmctions for the potential customers  as a  whole  are

shown  in Table 2.Table

 2 Two  types  of  the Tepresentative  prices of  the added  functiehs.

AddedfunctionsThesumoftheevaluatedvaluesofindependentfunctionsCyen)Theevaluatedvalueofthecompoundadded
functionen

drainingplate
draininbasket

11,700, 10,Oco

drainingplate
drainingbasket
choinboard

17,Ooo 12,2co

 The  evaluated  value  of  the added  functions as  a  whole  (the evaluated  value  of  the compound  function) has
become  smaller  than the sum  of  the evaluated  values  of  the independent added  functions. This is the

generalized tendency  because many  potential customers  recognize  that the multiple  items purchased as  a whole

should  be relatively cheaper. However, we  cannot  say  that the actual  state of  the potential customers  has been
analyzed  suthciently  from this result only.  It will  be necessary  to analyze  the potential customers  individually,
as  mentioned  below.

5. The Evaluatien of the Compound Effect of  Functions
5.1 The relationship  between the evaluated  value  and  the purchasing desire for
each  potential customer

 When  we  look at the evaluated  average  value  for the potential customers  as  a  whole,  the sum  of  the evaluated

values  of the independent added  functions is, in general, larger than the evaluated  value  of  the compound

function (the evaluated  value  of  these added  functions as  a whole).  However, when  we  compare  the disuibution
of  the sum  of  the evaluated  values  of  the independent added  functions with  the distribution of  the evaluated

va]ue  of  the  compound  function for each  potential customer,  there are  some  cases  that the evaluated  value  of

the compound  function becomes larger than the sllm  of  the evaluated  values  of  the individual added

functions.

 This shows  that  there coexist  potential customers  who  recognize  the compound  effect  of  functions and  those

who  do not,  when  added  functions are  adopted  simultaneously:  To  clarify  this fact, it will be necessary  to grasp
the relations  between the evaluated  values  of the added  functions and  the puTchasing desires for each  potential
customen

 The strength  of  the purchasing desire will  be expressed  by the purchasing probability in this study.  The
distribution of  the sum  of  the independently evaluated  values  of  the added  functions fbr each  potentiai customer

can  be derived from the convolution  method  (Feller(1975)) in probability theory.

 According to convolution,method,  tbe distributibn of the sum  of the evaluated  values  for the two  added
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functions F, and  e  expressed  as uniform  distributions can  be derived as shown  in Fig. 4. The  lower limit and
the upper  limit of  the distribution having a  larger variance  for two  uniform  distributions are  expressed  by a, and

b,, and  those for the distribution having a  smaller  variance  are  expressed  by a,  and  b,.

 A  trapezoid form F,+lt as  shown  in Fig.4 can  express  the distribution (probability density function) of  the

sum  of  the evaluated  values  for two  added  functiens. Therefore, if we  suppose  that the sum  of  the evaluated

values  of  two  added  functions F, and  g  is a value  of  the compound  function comprised  of  F, and  B, then the

relation  between the evaluated  value  and  the purchasing desire can  be  derived as  shown  in Fig,4.

Fl

mal
probability

dellsitY 1

b1

X

F2

a2bz

b, -a,

/
I l F,+F2

l
(a]+bz) (q +a2)(bj  +oj  )

   S  
evaluated

 
value

(bi-aiub2-aD

@1 +a2)

purchasing  1

desire
ill

ll:

L

                  
O
 la1 +a2)(ai  +b2)  (bj +a2)(bj  +b2)

                                      evaluatedvalue

Fig.4 The relation  between the evaluated  value  and  the purchasing desire

 When  the evaluated  value  is equal  to or  larger than (b,+b,), then the purchasing desire is O, but for the range
between (b,+b,) and  (b,+a,), the purchasing desire (purchasing probability) will  increase with  the decrease in
the evaluated  value  fo11owing a  pesitive quadratic curve.

 Next, for the range  between (b,+a,) and  (q,+b,), the purchasing desire (Purchasing probability) will  increase
linearly with  the decrease in the evaluated  value.  Furthermore, when  the evaluated  value  is within  the range

between fa,tb,) and  fa,+a,), the purchasing desire (purchasing probability) wM  inerease with  the decrease in
the evaluated  value  fo11owing a negative  quadratic curve,  and  when  the evaluated  value  is equal  to or  less than

(a,+a,), the purchasing desire (purchasing prebability) becomes 1.

 On  the other  hand, the relation between the evaluated  valile  of  the cornpound  addeci  function and  the

purchasing desire can  be  derived as  shown  in Fig. 5.

apurchasin

desire

a3

1

o

lI{･l･i

          
･b3

evaluated  value

     l

as  b,evaluated

 value

Fig. 5 The  relation  between the evaluated  value  of  the compound  function and  the purchasing desire

 The purchasing desire (purchasing probability) is O when  the evaluated  value  is eqttal to or  larger than b3. And
the purchasing desire (purchasing probability) will  increase linearly with  the decrease in the evaluated  value

when  the evaluated  value  is in tbe range  between b. and  a.  and  the purchasing desire (purchasing probability)
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will  become  1 when  the evaluated  value  is a) or  less.

 The  compound  effect  ofthe  added  funetions can  be grasped  by  comparing  Fig. 4 with  Fig. 5.

5. 2 The method  for recognizing  the compound  effect

 When  multiple  added  functions are  adopted  simultaneously  into new  products, a  division into several  types as

shown  in Fig. 6 will  be seen  when  we  show  the relation  between the sum  of  the evaluated  values  of  the

individual added  functions and  the purchasing desire (purchasing probability)(Fig.4) and  the relation  between
the evaluated  value  of  the compound  added  function and  the  purchasing desire (purchasing probability) (Fig,5)
on  the same  coordinate,

  For type (D in Fig. 6, the sum  (A) of  the evaluated  values  of  the individual added  functions is always  higher
than the evaluated  value  (B) of  the compound  added  function. [[1iis shows  that the potential customer  fbr this
case  completely  ignore the compound  effect  of  the added  functions.

 On  the other  hand, fbr type @  in Fig. 6, the evaluated  value  (B) of  the compound  added  function is always
higher than the sum  (A) of  the evaluated  values  of  the individuai added  functions. This means  that the potential
custDmer  for this case  has recognized  that a new  function has been created.  That is, it shows  that the potential
customer  for this case  has recognized  the compound  elifect  of  added  functions.

 For types @  or  @  in Fig. 6, the sum  (A) of  the evaluated  values  of  the individual added  functions and  the

evaluated  value  (B) of  the compound  added  function cross  each  other.  
'Ihe

 type@L(a)  and  type@-(b) are

gategorized into the same  type because each  of  them  is the case  that on  most  portion A  is higher than  B, so  the

vague  compound  effect  is somewhat  Tecognized.  And  the type@-(a)  and  the type@-(b) also  belong to the same
type because each  of  them  is the case  that on  most  portion B  is higher than A, so  the vague  compound  effect  is
considerably  recognized.  It is interesting that there is a  mixture  of  potential customers  who  recognize  and  don't
recognize  compound  effects  (Harada(1999) , Harada(2000)). To verify  this the classified  results  by the case  of

kitchen sink's added  functions are shown  in Table 3.

Tab]e 3 The percentage of  the potential customers  classified  into each  ef  the four types in Fig. 6.

Type

compound

  function

type(Dtype@type@type@total

C2r,2':eg,,p,Lag)
65%12%5%18%100%

 draing plate

 draingbasket

choppin  board

73%9%3%15%1oo%

  Every potential customer  classified  into the type@  in Fig. 6 by compounding  the draining plate function and
the draining basket function shows  that the evaluated  value  of  these two  added  functions as  a  whole  was

completely  higher than the sum  of  the separately  evaiuated  values  of  these two  added  functions, In this case,
18%  of  the potential customers  as evaluators  were  classified  into the type@  as shown  in Table 3. This shows
that 18% of  the  potential customers  recogr}ized  a new  value  (a compound  effect) for the creation  of  the function
of  saving  space  without  increasing cost  because the sliding  planes of  the draining plate and  the draining basket
are able  to go past each  other  without  interfering with  each  other  by a  2-stage sliding  mechanism.  However,
65%of the potential customers  completely  ignored the compound  effect  for the newly  produced space-saving
function because they are classified  into typeO  as shown  in Table3.Furthermore,the potqntial customers  who

recognized  the vague  compound  effect  for the space-saving  function by a 2-tage sliding  mechanism  are

17%(--12%+5%)of all the potential customers  because they were  classified  into type@  or  type@  as  shown  in
Table 3,
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 On  the other  hand, for compounding  the draining plate function, the draining basket function and  the chopping

board function, these three added  functions are all designed and  manufactured  to fit the size  of  the sink  surface,

so  a  systernatized  feeling is created  as  a whole.  It seems  that the considerable  potential customers  recognized  a

new  value  (a compound  effect) for it.

  However,  the chopping  board function and  the draining plate function slide  en  the same  plane, so they
interfere with  each  other,  and  cannot  a ¢hieve any  space-saving  function. Therefore, the number  ef  percentage
of  the potential customers  who  recognized  the compound  effect  of  these three added  functions is less than that

of  the potential customers  who  recognized  the compound  effect  of  the draining plate function and  the draining
basket function as shown  in Table 3.

Etstpe(D : M)e case  of  completely

  ignQring the compound  eiEect

purchasin

desire 1

     O.5

o evaluated  val-e

is alwavs  hiEher than B

          IYpea:Thecascofsomewhatrecognizing

                the vague  compound  effect

purchasing (a) purchasing  (b)

purchasi
desire

o.

e
evaluatedvalue

AB

fypeG>:The case  of  recognizing

 the vague  cornpound  effect

    (b)ing

 1

O.5'''"''

e

On  mostportionAis  higher than  B'evaluatcd

 value

evaluated  value

- A

.. 
'.
 B

IYpe@:lhecaseofrecognizing
the cornpound  effect

purchasing 1

desire
       e.s

o

ievaluatedvalueOn  most  portion B  is higher than

AB

o.evaluatedvalue

is alwnvs  himber than A

Fig.6 The types of  the relationships  between the evaluated  values  and  purchasing desires

5. 3 The method  for measuring  the compound  effect
                                                        '
5. 3. 1 The method  for calculating  the recognition  rate  of  the compound  effect                           '

 
"The

 recognition  rate  of  the compound  effect"  is defined as the rate  of  the potential customers  who                 '               . . -.

recognize  it to the total number  of  potential customers.  However, there exist, among  the potential customers

besides those either  recognize  or  not  recognize  some  cornpound  effect, those who  are  indefinite about  such

recognition.  For example,  potential customers  of  type  @  in Fig.6 are  those who  clearly  recognize  the

compound  effect  of  the functions. However, types @  and  @  are  the potential customers  who  are

indefinlte as  to recognizing  the compound  effect  [[herefore, the fo11owing method  based on  the likelihood                    '

principle is proposed here to calculate  the recegnition  rate  of  the compound  effect. 

'

  For type @  in Fig.7(equivalent to type  @  in Fig. 6)where the evaluated  value  of  the compound  added

function is larger than  the sum  of  the indiviclual added  functions' evaluated  values,  the value  of  the

probability ri of  Tecognizing  the compound  effect  is made  te be 1. 0n  the other  hand, for the  potential
customers  of  type O  in Fig. 7 (equivalent to type  O  in Fig. 6) where  the evaluated  value  of  the compound

added  function is smaller  than the sum  of  the individual added  functions' evaluatecl  values,  the value  of  the
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probability ri  of  recognizing  the compound  effect  is made  to be O. Iinrtherrnore, for the case  that the sum  of

the evaluated  values  of  the individual added  functions and  the evaluated  value  of  the compound  added

functiQn cross  each  other  (types @  or  @  in Fig. 6), the value  of  the probability n of  recognizing  the

compound  effect  is determined according  to the rate  of  the evaluation  value  of  the compound  added  function
becoming larger than the sum  of  the individual evaluation  values,  Fbr example,  for the potential customer  of

type @-(a) or  type.@-(b) in Fig. 7, the rate of  the evaluation  value  of  the  compound  added  function being
larger than the surn  of  the individual evaluation  values  is 70%, so  r, --LO.7. And,  for the potential customers  of

type @-(a) or  type@-(b) in Fig. 7, the rate of  the evaluation  value  of  the  compound  added  function being
larger than  the sum  of  the individual evaluatiofi  values  is 40%, so  r,=O.4,

  [YpeO:The petentiai customer

   with  ri  =O

purchasing
desire 1

O.5

o
evaluated  va}ue

purchasing
         1
desire
        O.6
        O,S

o

[[Ype@:The  potential customer

with  ri =  O.4
(a)

hasing 1

evaluated  value

O,5O.4'o

(b)

evaluated  value

purchasing
desire
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with  r, =  O.7
(a) purchasingre

 1.

   0.7

   O.5

o

(b)

----pr-.--

---------+
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 with  ri --L1

purchasing
desire 1

                          eValuated  value
evaluatedvalue

   Fig. 7 Several recognition  rates  of  the compound  effects

O.5

o

--+------+

evaluated value

 Let e be the recognition  rate  of  the compound  effect  for the potential customers  as a  whole.  Now,  from the
ith customer's  uncertain  judgements, when  informations such  that the probability of  recognizing  the compound

efiiect  (denoted witli  Y=1)  is ri  and  the probability of  igrioring the compound  effect  (denoted with  Y=O)  is 1- 4
are derived, theposteriorprobabilitylaw p(eln)ef e by Bayes' theorem,  is denotedas fo11ows:

p(e14 ) =p(e)p(4Ie)

p(n)

In Eq.(6), P(e)  denotes the prior probability law of  e . [Ihe conditional  probability lawp(n 1e)
shown  as the fo11owing equations  (7),(8), and  (9), -
                                              '

              p(n  1e) -p(n  lY ==  O)p(Y  -O1  e)+p(4  IY-Op(y -ile)

(6)

in Eq.(6)is'

(7)

p(ny-o)=p(n)pa-o4)

p(ri IY -  1) ==

  pcr  -  o)

p(r, )p(Y =  ale)

(8>

p(Y  i  1) (9)
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Therefore, substituting Eq, (7),(8), and  (9) into Eq.(6), we  get p(e l 4) as follows:

                p(e l 4) .  p(e)(P(Y  
==

 il&)p=(i) 
=

 
O
 
le)
 . 

p(Y
 
-

 ;i fl);p-..{l)I 
==

 
11e))

 , (10)

wherep(YNOin)=1-,1  p(Y=aj,1)=n, p(Y=Ole)=1-e,  and  p(Y=lie)=se  . So, the posterior

probability law (the density fUnction) is derived as  fo11ows:

                          p(eln )- p(e )( 
(i
 
-p

 (ny) 
(.i
 o")e) 

+  
p(;e..

 i)) 
(n)

 If no  prior information w"h  regard  to e is obtained,  the prior probability law has a  uniform  density function,

and  p(Y  =  O) =  p(Y -  1) tu  11 2 . TherefoTe, the fo11owing relation  is derived from Eq.(11).

p(el4 ) ct (1-n Xl -･ e)+  r,e (1mp

  Hence, if the values  of  probabilities rbr)  
"';r.

 which  recognize  the compound  effiect of  function are obtained
'
 from n  potential customers  as  evaluaters,  the likelihood function L(e)(=  l(eln,, r,,･ 

･
 
･,
 r;, )) of  the recognition

 ･rateofthecompeundeffect  e isdenotedasfo11oivs:

                                       n

                                
L(O)

 
."
 III ((i-n )(i -e)+ne)  (i3)

                                                                         '

   Therefore, the posterior density function p(ela,･･･,n) of  e is derived as  follows(see the referpnces

 Harada(1983) , and  Harada(2000) for more  details). 
'

                                         n

                                        n(a-n)a-e)+ne)
                          p(elfi ",-)  ss"ll  (14)

                                      AII((i-n)a--e)'+ne>de
   Let us  consider  the case  of  kitchen sink's  added  functions. The  values  of  ri, r2, "',

 riB obtained by the

 method  shoWn  in Fig. 7 for 193 potential customers  were  substituted  into Eq. (13), thep  the relation  between

  e andL(e)  was  derived by varying  the value  of  e in srnall steps of O.Ol from O to 1･and calculating  the

 relation  between e and  the value  of  L(e)numerically. The density function was  clerived through  the

 norrnalizing  L( e ).

stx IG4-Rbi2"
 10ists

 6e.4

  2

  a

      O O.1 O,2 O.S O.4 05  O.6 O.7 D.S O,9 1.0

                        e

Fig. 8 The  density functions of recognition rates  of  the compound  effects
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  Two  density functlons of  the recognition  rates  of  compound  efEects  are  illustrated in Fig. 8 based on  the

above  rnentioned  calculating  rnethod.  One  is the density function(denoted as  P,)ef the recognition  rate  of

compound  effect  of  the draining plate and  the draining basket, the other  is that (denoted as P2) of  the draining

plate, the draining basket, and  the chopping  board. It has been clarMed  that the maximum  likelihood estimator
for the recognition  rate  of  compound  effect  of  the above  two  added  functions is O.23 and  that of  the above  three

added  functions is O.17 based on  the density functions Pi and  P2 in Fig. 8.

 When  the  cornpound  effect  of  functions is adopted  in the concept  making  of  a  new  prodqct, 
"the

 recognition

rate  of  the compound  effect'b will  become  an  effective  index in grasping the degree of  recognition  of  the

compound  effect  by customers.

5. 3. 2 The method  for calculating  the monetary  value  of the compound  effect  and

the evaluated  value  ratio  of the compound  effect

 
"[Ilie

 evaluated  value  ratio of  the compound  effect  
"
 is defined as shown  in the follcrwing equation.  It is

defined as the ratio of  the mean  evaluated  value  of  the compound  efEect  to the evaluated  value  of  the compound

function.

                                          n

                                         IIII 
Siin

 

'

 (is)
                                   R  ==

                                             T
'

where  R, n, S,, and  T individually express  the evaluated  value  ratio  of  the compound  effect, the number  of

potential customers  as evaluators,  the evaluated  value  of  the compound  efft:ct of  ith potential customer,  and  the

evaluation  vallle  of  the compound  function.

  Now,  the recognition  rate of  the compound  effect  expresses  the rate of  the nurnber  of  potential customers
who  recognize  the cempound  effect  to the total number  of  potential cu$tomers.  C]ompared to this fact, the
evaluqted  value  ratio  of  the compound  effect  is the index for showing  the ratio of  the evaluated  value  of  the

compound  effect  to the total evaluation  value.

 het's shew  that for ith potential customer,  when  the relation.(as  denoted with  ei(')  ) between the sum  of  the

evaluated  values  for tbe individual added  functions and  the purchasing desire, and  the relation  (as denoted
with  tp,(.) ) between the evaluated  value of the compound  function and  the purchasing desire are shown  in
Fig.9, the area of the region  in which  02(')  becomes  larger than O,(.) (the area  of  the hatched portion ef

(a), (b), or  (c) in Fig.9) corresponds  to the evaluated  value  of  the functions' compound  effect for the potential
customer.

 New, let G,(.) and  gi(')denote the distributien and  density functions of  the sum  of the evaluated  values  of

the individual added  functions, G2(.) and  g2(.)denote the distribution and  density functions of  the evaluated
value  of  the compound  added  function respe ¢ tively. tp,'i(.) and  ¢ ii(.) also  dqnote the inverse functions of

O, (.) and  ¢ , (.) respectively,
 The  evaluated  value  Si of  ith potential customer  for the compound  effect  is the  expected  value  of  the

difference ofthe  evaluated  values  (I{li(D  and  {l{"(.)  in the domain  of  ¢
2(.)

 )  Oi(.)as  shown  in Eq. (16).

                             S,-  tl(g2(x)-g,(x))du a6)
                                  {tl¢ 2(x`")it ¢ ,(x)}

  The domain of  ¢ IO>( seis ignored in Eq. (16) because of  having no  relation  to the compound  effect

TherefOre, it is so  important fbr the stTategic  decision of  sales  price by utilizing  the compound  effect  of  added

functions that the value  of  R  in Eq. (15) is enlarged  by the increase of Si based on  finding out  the way  to reduce

the domain of  O,(') >  O,(')･

  There exists  the generalized relation  between the distribution function G(.)  and  the density function g(abof
some  positive random  variable  with  the expected  value  as  shown  in Eq. (17) (see reference  Felier(1975) for
more  detai!s). 

'
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By  applying  the relation in EqL (17) to Eq.(16), S, is deTived as  fo11ows:
                                                        '

                          
Si
 

=

 gj ., ,.J,.(.(1.;} 
G2
 (X)) 

-
 (1 

-

 
Gi
 (x)))cix

                                
=

 kl¢ 2{xf)e(¢

op,
 (.2,}(X) 

-

 
¢ i

 
(X))du

Si in Eq. (18) corresponds  to the area  of  the hatched portion of  (a), (b), or  (c) in Fig. 9.

    y  . ) y
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 o
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         evaluatedvalue  X   evaluatedvalue  X

            (a) fo) (c)
                                                     '

 Fig. 9 An  example  of  the distributions of  the  evfiluated  values  of  ith potential customer  for the added  functions

 The evaluated  value  of  the eompound  effect  for the potential customer  as  a  whole  should  be the simple
mean,  rather  than a weighted  mean,  of  the cQmpound  effect  values  because the compound  effect  values  are

indifferent to price sensitiveness  itself. 
'
 

'

  We  obtained  the vaiue  of  the compound  effect  of  the draining plate function and  the draining basket
function (the value  equivalent  to the area  ef  the hatched portion in Fig. 9)'for each  of  193 individual
heusewives (potential customers)  who  became  the eva!uators  based on  the method  shown  in Fig. 9. The  total

amount  of  the evaluated  valines  of  the compound  effects  for the 193 potential customers  became  \118,500.
Therefore, the mean  evaluated  value  of  the compound  effect  for･the potential customers  as a whole

(equivalent te the value  of  the numerator  of  Eq. (15)) becomes  \614  (=\118,500!193).
 On  the  otheT  hand, evaluated  value  of  the compound'function  composed  of  the ciraining plate function and

the draining basket function for the potential eustomers.  as  a  whole  (equivalent to the denominator of  Eq.

(15)) was  \10,OOe. TherefoTe, the evaluation  value  ratio of  the compound  effect  R  becomes  O.061

(=614/10,OOO). That is, 6.1%  of  the total evaluated  value  of  the eompound  fUnction composed  of  the draining

plate- function and  the draining basket function is the value  due to the compound  effect  Similarly, we

obtained  ve66 as the mean  evaluated  value  of  the compound  effect  fbr the three added  functions (the
clraining plate function, the draining basket function.,and the chopping  board function). The  evaluated  value                                            '
of  the compound  function composed  of  the three added  functions for the potential customers  as a whole  was

\12,200. TherefoTe, the evaluated  value  ratio  becomes O,022 (=266112,200). That is, 2.2%  of  the total

evaluated  value of  the compeunded  function composed  of  three added  functions (the draining plate function,
the draining basket function, and  the chopping  board function) is the value  due to the compound  effect.

 The value of  the compound  efTect  and  the evaluated  value  ratio  of  the compound  effect  will  become
strategically  effective  inforrnation in setting  up  the sales  price of  a new  produ6t havifig a compound  added

function. 
'

                                                                                   '    '
        '

6. Concluding Remarks
 In this study  a  new  method  for calculating  the representative  price with  the highest precision for the
specifie  added  function according  to each  potential customer's  degree of  price sensitiveness  has been

proposed to obtain  the information for customer-  oriented  pricing threugh  the  case  example  of  kitchen sink's

                                           24
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added  functions.

  The  concept  of  
"the

 cempound  effect  of  functions" has also  been proposed in this study  and  the method

for evaluating  it by deriving the two indices has also  been proposed. These indices are  
"the

 recognition  rate

of  the compound  effect"  and  
"the

 evaluated  value  ratio  of  the compound  effect".  FuTthermore, the existence
of  the compound  effect  of  functlons has been clarified  through the case  of  the added  functions of  kitchen
sink.

 The  compound  effect  of  functions can  be utilized  to make  strategic  concepts  for new  products. That is, it
will  be possible to make  higher valued  products by positively including in the concept  rnaking  of  new

pToducts beneficial new  functions produced by the compounding  functions. To  accomplish  this, the degree
of  the compound  effect of  functions being recognized  by customers  must  be grasped by measuring  the
recognition  rate  of  the compeund  effect. Furtherrnore, when  the compound  effect  of  fanctions is widely
recognized,  the decision of  the strategic sales price should  be made  by using  the information obtained  by
calculating  the evaluated  value  of  the compeund  effect  or  the evaluated  value  ratio  of  the compound  effect.
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論 文

　　　　　　　　　　　　　　製造 間接費研 究の 動向

　　　　　　　　　　　　　　
一ABC の 貢献 を 中心 として

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　片岡 洋 人

く論文要 旨〉

本研 究の 目的は ，製 造 間接 費計 算の 伝統 的方 法の 特性 を分析し問題 点を示し，ABC の 登揚 によっ

て   解決 した問題 点 ，   解決 して い ない 問題 点 ， お よび   新た に生 じた問題 点 を明 らか にし ， 今後の

発展 の 方 向性 を示 唆することである，

以下 ， 研 究成果の 主 要なもの を述 べ る，  ABC によっ て解決した 問題 点は ， 厳 格 に因果 関係 に基 づ

くコ ス ト・ドライバ ーを利 用す ることにより； 操 業度 関連 の 配賦 基 準で 複雑性 の コ ス トを配賦する こ とか ら

生 じる製 品原価 の 歪 み を取 り除い たことであろう．  ABC に よっ ても解決 して い ない 問題 点として は，部

門別 計算の 第 2 次集計段 階にお い て 「変動費 の 固定費化」が生 じるような状況 等を考慮 して い ない こと

で ある，  薪たに生じた問題 点 は，原価 計算制度との 関連 が不 明確で あることで ある，

今後 の 製造 間接 費計 算 の 展 開の 方向 性 ・可 能 性 は ， 例 えば「変動 費の 固定費化 」等の ような現 実の

生 じる状況 等を考慮して再検討 してみるこ とである。

＜キ
ー

ワ
ー ド＞

ABC ， 因果 関係 ， 固定費の 変動費化 ，変動費の 固定費化 ， 活動 の カテゴ リ

The　Tendency　ofthe 　Research　on 　Overhead　Costing：
　　　　　　　　　The 　Contribution　of 　ABC ．

Hiroto　Kataoka

　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 Abstract

　 This　research 　clarifres 　 the　 changes 　of 　conventional 　issues　 influenced　 by　 Activity−Based　Costing

（ABC ），
　 and 　 suggests 　 a 釦 ture　 direction　 of 　developing　 overhead 　 costing 　 methods ，　 analyzing 　 the

characteristics 　oftraditional 　methods ．

　 First，　the　primary　issues　oftraditjonal 　methods
，
　ABC 　solved

，
　is　that　the　distortion　of 　product　cost 　by

using 　volume −related 　cost 　drivers　has　been　overcome ，　because　ABC 　sets 　up 　appropriate 　cost 　driver　with

cost 　pool　based　on 　causal 　relationship ．　Second，　ABC 　cannot 　find　a　key　to　the　settlement 　of 　the　issues　of

traditionaI　 methods 　 in　the　 situation 　that　 variable 　 cost 　 is　 transf｛）rmed 　 into　 fixed　cost 　 among 　 cost

departments．　Third，
　it　is　the　main 　new 　issue　that　the　relation 　between　ABC 　and 　cost 　accounting 　system

is　not 　well −defined．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
阜

　Therefbre，　it　is　necessary 　to　re −invest1gate　overhead 　costing 　methods
，
　considering 　various 　situations ；

when 　transforming 　variable 　cost 　to　fixed　cost 　occurs ，　etc ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Key 　Words

ABC ，　 causal 　relationship ，
　 transforming　fixed　 cost 三nto 　variable 　 cost ，

　 transforrning　 variable 　 cost　into

fixed　cost
，
　activity 　categories ．
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1， は じめ に

Johnson　and 　Kaplan（1987）は ，伝 統的な原価計 算方法 （以 下，伝 統的 方 法とい う）を痛 烈 に批判して

新しい 原価計 算方法が 必要 で あると主 張し，原 価計 算 ・管理 会計 関係者 に大 きな衝撃 を与 えた ，彼 ら

は ， そ の 中で ，従来の 方 法 が 企 業を取 り巻く経営環 境 の 変化 に 適合 し て い ない として お り， 1925 年 以

後に は見るべ き発展 がな い とまで述 べ た，

そ の ような状況 を打破 するた め に ， Cooper 　and 　Kaplan （1988）が ABC （Activity−Based 　Costing）を提 唱

した ，そ こ で は 「因果 関係」を追及 した モ デ ル である ABC を利 用 すると，正 確 な製 品原価 の 計算 ができ ，

プ ロ ダクト・ミッ クス や製品 価格決 定等の 製品戦 略に 関する意思決定を行うに あた っ て
， 長期 的視 点 に

たっ た有 用な原価 情報 が得られ ると主張され て い る．
1

Miller　and 　Vollmann（1985）でも指 摘され て い るように，増大 し続ける間接費を発 生 原 因 の 段 階か ら管

理 す る必 要 性 がとくに 強調 されるようになり， ABC の ような手法が必 要 となっ て きた の で あろう．　 ABC が

登場 したことは ， 製造間接費計算に 関する様 々 な論点に つ い て飛 躍 的な進 化 をもたらした，これ によっ

て ， 実体空 間に おい て 存在 して い る因果 関係 に 基づ い て ， 経済活動 をより忠実に写 像するた め の 多く

の 問題点 が解決 した．1990 年代後半にもなると，ABC に つ い て論及 され て い ない テ キ ス トは ，ほ とん ど

見られ なくなっ たようであ る．しか しなが ら、 ABC が 登 場した こ とによっ て ， 製造 間接 費計算に 関 する全

て の 問題 が解決 できた の だろうか ， また ， 新たな問題 が生 じて い るの では ない か とい う疑問が 残る，

こ の ような問題 意識 を受 けて ，本 研 究で は ，製 造 間接 費計 算 の 伝 統的 方 法 の 特性 を分析した上で ，

ABC が登 場 したことに よっ て   解 決した間題 点，  解 決 しない 問題 点 ，お よび   新 たに生 じた問題 点

を明らか にし，今後 の 発 展の 方 向性 を示 唆す ることを 目的 として い る．

そ のために ， まず 次節に おい て ， 伝 統的方 法 は どの ように発 展 し，
い かなる特性 を有して い るの か を明

らか にして ，
ABC が必 要に なっ た背景 に つ い て 述 べ る．第 3 節で は ， 製造 問接費計 算にお ける「因果

関係 の 追及」つ い て ABC がどの ような影 響を及 ぼ したの かを考 察する．第 4 節で は ， 製造間接費計算

研究 に 関する各トピ ッ クス にお い て ABC が 与えた影 響と ABC ．の 限界 を指摘し ， 今後 の 方 向性 を検討

する．

2． 伝統的方法 の 動 向 と特性

本 節で は ， 製造 間接 費計 算に お ける伝統 的方 法 の 動 向 に つ い て 考 察し ， 伝統 的 方法 で は 対 応 して

い な い 状況 が 存在 する こと等 を取り上 げて そ の 特性 ない し 内 在する 問題点 を明 らか に し，ABC が 必 要

となっ た 背景を明らか に する，

2，1． 「生産中心 点」 および 「新マ シー
ン ・レー ト法」 の 提唱

製造 間接 費計 算にとくに 関心 がもたれ るようになっ た の は，19 世 紀後 半か ら企 業 におい て 増加 しっ っ

あっ た間接 費 を製品 単位 に割 り当て る方法 を模 索 するようにな っ て か らで あっ た ．
Ii

当時，電 気 ・石 油

の 使 用 に伴 う重 化学 工 業の 発 達 による産 業革命 によ っ て企 業が大規模設備を有するように なり， 企 業

の 総 原価 に 占め る間接 費 の 割合が 急 増し た ．それ に伴い
， 間 接 費計 算にも焦 点が あて られ るようにな

っ た の で ある．こ の ような産 業構 造の 変化 は ，原価構 造の 変化だけ でなく，原 価計算手 法 そ の もの に対

して も大きな 変化 をもた らした ．Church（1910）は ， まず製造 間接 費を機 械ない し作業 台 とい うコ ス ト・セ ン

タ
ー

に集 計し
， そ の 上 で 各 製 品 に 再 集 計する方法 を提案し た ，そ の も っ とも大きな貢 献は ，製品 を製造

して い るの は機械 で あるとい う点に注 目して コ ス ト・セ ンタ
ー

に集計 される原 価を新 マ シ
ー

ン ・レー ト法で
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配賦したことで ある．この Church による「生産 中心 点」および 「新マ シ
ー

ン ・レ ー
ト法 」の 提 唱によっ て ， 伝

統的方 法 は ，飛 躍 的 に発展 したとい える だ ろう．
iii

2．2． コ ス ト・セ ン ター へ の 集計 段 階

その 後の 発展 とし て
，

コ ス ト・セ ン タ
ーまで の 集計段階 に おける補 助 部門費配賦 計算の 方法 に つ い て

は，生産活動の 実態を忠実に写像す るとい う会 計本 来の 観点か ら，連立 方程 式法 が妥当で あることが

すで に証 明されて い る．とくに例え ば，Minch 　and 　Petri（1972）の 方法や Manes （1965）の 方法 が特 定の

状況 下で しか 妥 当性を有して お らず ， 会計 理論上 の 観 点か らは ， Churchill（1983），　Livingstone（1968），

Kaplan（lg73）等も，従 来か ら連 立方程式 法を支持 して い る．また ，
　Kaplan（1973），　Baker　and

Taylor（1979），　Chen （1983）等で は，直接原価 計算下 に お い て ， 補助部門用 役 と変動 製造 原価 との 関

連 に焦 点をあて て 検 討 されて い る．とくに，Kaplan（1973）お よび Chen （1983）で は ， 各補 助部門が 自部門

用役 を消 費した場 合に ， それ を写像する原価計算モ デル と写像 しない 原価 計算 モ デル とを比 較検討し，

い ずれ の モ デル に お い ても補助部門変動費 に関して 製造 部門 へ の 配賦額が変化 しない こ とを示 して

い る．

しか しなが ら，そ れ らの 研 究 に対 して，次の ような 問題点 を指 摘する必 要が ある．例 えば，ある 工 場 の

動力 部門 と用 水部 門 にお い て修繕維 持活動 の 用役 を必 要 として い るとき，修繕維 持活動 に集 計され た

活動原価 は ， 動力 部門と用水部門に お ける各活動を維持保 全するための 原価 であるから，そ の原価 は

動力 部門 および用水 部門 に負担させ るべ きであるとい える，つ まり， 部門間におい て 用役 の 授 受がある

場合等に補助部 門費に つ い て 「変動 費の 固定費化」
iv

が生 じることがある．こ の ような場合に ，ど の よう

な原 価計 算モ デル を構 築 し適 用するの が 妥 当で あるの かを検討す る必 要 があるだろう．なぜ なら，意思

決 定を行うた め の 増分原価 で ある変動 費が 固定 費化 することは，埋 没原価 に 変化す る場合があるか ら

で ある．また，各部門内 にお い て 自部門用役を消費する状況 にお い ても ， 部門間の 用役 の 相互 授受等

がある場合 と同様 の こ とが い える，自部門用役 を消費するとい うこ とは ，その 部 門内 にお い て 自らの 部 門

ない し活動を維持 する活動があるとい うことであるから，どのような配賦 計算をすることができるか 検討 す

る余 地 が残 っ て い る．片岡 ・井 岡（1983）は ， 補助部 門 におい て 自部 門用 役を消費して い る状況，または ，

ある補助 部門 用役 を用役 消 費部門 に提 供した揚合 にその 補 助部 門変動 費が用役消費部門にお い て

固定 費となる状況（「変 動費の 固定費化 」が生 じる状況）で ， 部門別 計算を直接原価計算下で 行っ て い

る場合 には，Kaplan（1973）の 主張 が成立 しない ことを証 明 し，
一

般 に全部原 価計 算 の 下で は補助部 門

の 自部 門用役 の 消費を考慮す るか否 か は，製 造部 門 へ の 配賦 額 に影響 を及 ぼ さない ことを明 らか に し

た．しか しなが ら，これまで ，「変動費の 固定費化」が生 じるような状況 で 複数 基準 配賦 法
V

を用 い て い

る場合で は，変動 費と固定 費で は配賦 基 準が異なっ て い るため ，たとえ全部原価計算下に お い ても配

賦額が変化してしまうことが考慮 されて い ない とい える．
Vi

これまで の 研 究で は，この ような状況 をあえて

無視して モ デル 化 したの か ， そ の ような状 況の 存在 を把握 して い なか っ たの か は定か で は ない ，

2．3， 製品別 の 集計 段 階
コ ス ト

・セ ン タ
ー

か ら製 品 へ の 集 計段 階に つ い て は ， Johnson　and 　Kaplan（1987）ri　｝
’

， 1925 年以 後 ，見 る

べ き発展 がな い と指 摘 した ことか らも明 らか で あ るように ， 前 述 の Church が 「生産 中心 点」の 概念 および

「新 マ シ ー
ン ・レ ート法 」を提 唱 して 以 来 ，伝 統的 方 法 に は ，大 きな変 革 がない まま現在 に い たっ て い る

ようで ある．とくに批 判 の 対象となっ て い るの が ，伝 統 的方 法で は ，補助 部 門費 配賦 の 段 階で は 多様 な

配 賦 基準 が用 い られ て い るにもか か わらず ， 製 品別集計 の 段 階で は操 業度関連 の 配賦 基 準 の み を利

用 して い るとい うことで ある，操業度 関連の 配 賦 基準の み を利用す ると， 大 量生 産 品が 手 間の 多くか か
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る少 量 生 産 品 を 内部 相 互 補助 して しまうことに なる．こ の 問題 点 は ，た とえ コ ス ト・セ ン ターの 数を増や し

たとしても，操 業度 関 連の 配賦 基準 の み を利 用 して い る限り解消されない ．伝統 的方 法 が複 雑性 の コ ス

ト（the　complexity 　c。st）
vii

の 発 生原 因 を無 視し続 けて きた結果で あるとい えよう．

2．4．ABCの 必要 性

そこで ，とくに多品種少 量 生産 における複 雑性の コ ス トの 発生原 因に つ い て 論及 した方 法 として ABC

が 登場 した の で ある．ABC は ， 因果 関係を追及 し， 製 品戦略 の た め に正 確 な製 品原 価 と単位原価を計

算す ることを目的 として提 唱され た，とくに ， 製造 間接費 の 製 品 別集計段 階 に おい て 操 業 度 関連 の 配

賦基 準 の みを利 用 するの で はなく，複 雑性 の コ ス トの 発生原因にもとつ く配賦 基準を利用 するべ きこと

が 強く主 張され たの だっ た．

次節以 降で は ， ABC が及ぼした影響に つ い て の 検討を行う，

3， ABC に よる因果関係の 追求に関する考察

本 節で は ，製 造 間接 費計 算にお い て因 果 関係 を追 求するため に ， ABC が 登場 した ことによっ て ，どの

ような貢 献をもたらした の か を明らか にする．

3．1． 従来の 「因 果関係」 の 位 置付 け

まず ，Church が 「生 産 中心 点 」等 の 概念 を提 唱 する以 前か ら部 門別計 算が存在 して い たことか ら，従

来からも因果 関係 を重 視 しようとして い たとい えるだろう．しか し ， 因果 関係を追 求 するとい う観点か ら見

て
，
Chur 。h の 方法に よっ て 伝統 的方法が飛 躍的に発展 したと思わ れる．

製造 間接費計算 にお ける「因 果 関係 」の 位 置付 けに つ い て ，Brummet （1959）は ， 次 の ように述 べ て い

る．「理 論的 に は ，製造聞接費を製 品に配 賦することは，価値移転（原価付着）の 原則 に基 づ い て い る．

すで に論じたこの 原則は ， そ の 根底 に因果関係 の 理論 （the　theery　of 　eausati 。n ）がある，もし発生 した

製造原価と生産され た製品 との 間 に ，
い か なる原 因結果 の 関係もなけれ ば ， こ の 配賦は 認 められない ．

こ の ような場 合 には ， 原価 は，利益 決定 目的の ため ，す み やか に収 益か ら控 除 する必 要がある」，
viii

以

前 は 「（密接 な）関連（afflnity ）」とい う用 語で 説 明 されて い た が ，製 造 間接 費配 賦 に つ い て の 原 因 と結 果

との 関係 を認識 する必 要性が 重視され るように なり，原価計算の 発 展 の 歴 史は ，因 果関係 追及 の 歴 史

とさえもい わ れ るに 至 っ た ，古 くは ，
Paton 　and 　L 三ttleton（1957 ）で は ， 生産 活動 に お ける資源 の 投入 ・利

用 の 原価 を原価 計算 対象 に付 け替 え て い くとい う「原 価 の 凝着性 （cost 　attach ）」に っ い て 説 明して い る，

井尻 （1968）で は ，主 体となる財 の 増 分と減 分の 間 （異 なる 2 つ の 事 象の 間）に因果 関係 に基 づ く結合 性

を認 めるとい う「因果的 複式 簿記 」の 概念を主張し，価値 移 転の 原 則 ， 取得 原 価の 原則 を論 理的 に説

明して い る．また ，
Horngren　and 　Foster（1991）は ， 間接費配 賦問題（配賦 基準 の 設定等）， 結合製品原

価配 賦問題 に つ い てまで 因果 関係 に関して 論及 して い る，

3．2，ABCに お け る因 果関係

こ れ ま で ，「因 果 関係 」は 一ヒ述 の ように 議論 され てきたとい えるだろう。こ れ に対 して ，
ABC が 登 場 し た

ことによっ て ，因果 関係 をより明確 にとらえる様 にな っ た とい える．例え ば，同質性（homogeneity）をキ
ー

ワ ー ドに コ ス ト・ドラ イ バ ー
お よ び コ ス ト・プ ー ル と資 源 利 用 との 関 係 の 検 討 や ， Kaplan　 and

Atkinson（1998）が コ ス ト
・
ドライバ ーの 性 質 に つ い て 取 引 ドライバ ー

（transaction　driver），時 間ドライバ ー

（duration　driver），強度 ドライバ ー （intensity　driver）の 3 つ に区分して 検討 が 行われるようになっ た ，コ
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一

ス ト・セ ン タ
ー

と製品 との 関係 を説 明 す るため に操業度 関 連 の コ ス ト・ドライバ ーの み を考 えて い た伝統

的方 法か ら見ると，非常 に大きな進化 で あるとい えるだろう．ただし，ABC で 「因果 関係 」を強調して い る

にもかか わらず ，具 体的 に 詳細 に検討 された研 究が少な い ように思 われ る．
IX

とくに，どの ような資源 が

どれ だ け消費され ，その うちどれだ け利 用 され たの か ， どの ような因果 フ ロ
ー

を有して い る の か等 の 具体

的な検討 は ，未 だ なされ て い な い ようで ある．
一

般 に ， ABC で は ， 工 揚支援レ ベ ル の活 動と最終 的原価 計算 対象 との 因果関係が不 明確で あるとし

て 工 場支援 レ ベ ル の 原価（工 場長 の 給 与や 工 場 土 地の 固定 資産 税 等）を製品 単位 にま で は配賦 しな

い ことが多い ．したが っ て ， 厳 格に 因果 関係 に基 づ い た原 価 計算 モ デル を構 築するた め に は 、生 産 活

動 にお ける資源の 利用と製品 との 「因 果関係」に つ い て 詳 しく再検 討 し ， その 上 で 実体空 間 にお ける財

貨と用役 の 流れを忠 実 にとらえる必要がある．

因果関係は ，ある原因事象 と，そ れ によっ て 引き起こされ た結果事象との 間 に存在 す る関係 を表わし

て い る．そ の ような前提 の 下 で ， ABC で は ，
「ある資源 は ， ある活 動 を行 うために利 用 される．その 活 動

は ， ある製品 を製 造するた め に行われ る」こ とが 仮定 され て い る．した が っ て ， ある資源 は ， ある活 動を行

うため に利 用 され ，それが支援活動で あれ ば，その 活 動が 提供 する用 役も何らか の 活動 に利 用 され ると

考 えられる，ABC で は ， 全 て の 資源 にお い て ， この ような因果フ ロ
ー

を明 らか にす るべ き旨を強調 して い

るが ， 必 ずしも具 体的 に示 されては い ない ．

3．3． 因果 フ ロ ー の 例 示

そこ で ， 具体 例 を用 い て 因果 フ ロ
ーを明 らか にす る．例 えば，±地 は ，土 地空 間を提供し，建 物 は ，

土 地空 間を利 用 して 建物 空 間を提供 して い る．建 物は 土 地の 上 に位置 して い るた め ，建 物 空 間提 供

活動は ， 建物が土地 に 占めて い る面積等の 割合で 土地 空 間提供活動の 用役 を利 用 する，同様 に，各

機械が建物 の 内部 に設 置され て い るた め ， 各マ シ
ー

ン ・セ ン タ
ー

は ， 建物 空 間提供 活 動 の 用 役を利 用

する．ここ で
，
土地 空間提供活動に は

，
工 場用地 の 固定資産税 ，

地代等が集計される．建物空 間提 供

活動 に は ，工 揚 の 減価償却費 ， 固定 資産 税，保険料等，か つ ，土 地 空 聞 提供 活動 が 提供 した用 役 の

利 用 原 価 （配賦額）が 集計され る．この ように，各 工 場 施設 維持 活動の 利用 原価 は ，そ の 他 の 活 動を維

持 ・支援するため に不 可 欠 ない し不 可 避 的 に発 生 する活 動 の 原価で あ っ て ， 副次的 活動（secondary

activity ）の 原価とし て 取り扱わ れるもの で あり，工 揚支援活 動 に集計された活 動原価 （利 用 資源原 価）の

うち ， 生産 活 動と因果 関係 を有する部 分 を製 品 に配賦 するプ ロ セ ス を 下図 の ように 例示 す るこ とが で き

る．

図 1 ：用 役提 供 ・利用 の 因果フ ロ
ー

すなわ ち，因果 フ ロ ー
を徹底的 に跡 づ けることにより， 製 品原価 の 構 成 要 素の 範囲が 決 定され ，工 場

支援（維持）レ ベ ル の 原価も合理的 に配 賦で きる場 合があるとい える．なぜ なら，正 常性 の 範疇 にお い て ，

通 常 ， そ の 維 持活 動 がなけれ ば 生 産 活 動が で きな い とい う不 可 欠 的 な因 果 関 係 が 存在 す るか らで あ

る，
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3．4， 因 果 フ ロ
ー

に お ける未 利用 資源 の 原価

原価計算対 象に集 計 される原価 の 範 囲に つ い ては ， 資 源利用モ デル である ABC モ デル を基 礎 とし

て因 果 関係 を厳 格 に 適用 した理 論 を展 開す る必 要 がある，ABC モ デル は ，原 価 計算 対象 と利 用 され

た資源との 問 の 因果 関係 を重視 し，資源 の 利 用 と未 利用 とを区分することの 必 要 性を明 らか にして い る．

すなわち，例 え ば，建 ぺ い 率が 50％の 敷地 で ， 生産 に 必 要 な工 揚面積が 1
，
000 坪で あれ ば ， 土地空 間

提供活動の 利用 量 は 2，000 坪 （
＝＝1

，
000 坪 ÷ 50％）となる．した が っ て ，か りに敷 地全 体の 面積が 10

，
000

坪で ある場合に は残 りの 8，000 坪部 分 が未利 用 となるか ら，その 部 分に 対応 する土 地 固定資産税 等 の

コ ス トは未利 用 資源 の 原価 で あ り，必 ず しも因果 関係 を有し て い るとは い えない だろう．
X

ここで ，未利用 資源の 原 価 CNU は ，以 下の ように求め ることがで きる，まず ，
コ ス ト・ドライ バ ー・レ ート

（活動 ドライバ ー ・レ ー
ト） rACD は ，ある原 価計算期 間 にお ける固 定 的 資 源 の 原価 （コ ミッ テ ッ ド・コ ス

ト：committed 　cost ）を Cc ，資 源 消 費 量 で ある実 現 可能 生 産 能 力（ない し実 際的 生 産 能 力 ：practical

capacity ）を2M とす ると，次 式の ように計算できる．

　　　　　　　　（1厩 。
。」曳

　　 　　 　 　　 　　 　　 　 9M
つ ぎに ， 固定的資源の 原価 Cc は ， 利用 資源 の 原価 Cus と未利 用 資源 の 原価 CNU を用 い て ，

　　　　　　　　（2）Cc ＝Cus ＋ CNC
ノ

と表わす ことができる．
xi

したが っ て ， 未 利用 資源 の 原価 CNU は ，活動ドライバ ー・レ ートrACD と実 現可

能 生産能 力 9M の 内 の 未 利用 量 9測
とを用 い て次の ように計 算で きる．　

xii

　　　　　　　　（3）CNU ＝rACD ’9NU
この ように ， 資源 の 取 得 ， 投 入 （消費 ）， 利 用お よび未利 用の それ ぞ れ の 原価 を区分 して測 定す ること

は ， 生 産活動 で利用 された資源の 原価や ， 製品戦略等の様 々 な意思決定 によっ て影 響 を受 ける増分

原価を ， 従来の 変動費概念とは 異なる「利用 量 に応 じて変動的に把握され る増分原 価」として 測 定で き

るようになるこ とを意味す る L こ の ことは 「固定費 の 変動 費化」とい うこ とが で きるだ ろう，そ の 結果 ， 生産活

動と因果関係を有する部分で ある資源利用原価を製品原価 に算入 することが できるようになる、また同

時に ，様 々 な業務 改善の ため の 注意喚起 へ とつ なが り， ABC は ABM へ と発 展 して い っ たの である．

4． 製造間接費計算 へ の ABCの 貢献 と課題

前節で 示 した とお り， ABC が登 場 したことに よっ て 因果 関係 をより明確 に とらえる様 にな っ た ．そ の 結

果 ，
い くっ か の 問題 点 に対 して示 唆を与 え，または新たな問題 を引き起こ して い ると考えられる．本節 で

は ，
ABC が製造間接費計算に対して どの ように影響を与 えた の か を探っ て み ることとす る．

4，1． 二 段 階配 賦法 に 対 す る貢献 と課 題

原価 配賦 シ ス テ ム である二 段 階配 賦法 に及 ぼ した ABC の 影響は ， 非常 に 大きい とい える．操業度関

連 の 配賦 基準 の み を用 い て い る伝統 的方法 に対して ，ABC で は 因果 フ ロ
ーを明らかに し，操業度 関連

の コ ス ト・ドライバ ーを用 い るだ けで はなく，複 雑 性の コ ス トの 発 生 原 因 に基 づ い て コ ス ト・ドライバ ーおよ

び コ ス ト・プール を適切 に設 定するべ きとい うこ とを示唆 した ，前述 の Church の 方 法 が ，「因果 関係 の 追

及 」とい う観点 か ら，計 算構 造および 配賦 率 の 設 定 にお い て 大 きな進 化をもた らした の と同様 に ，現代

の 二 段階配賦 法 に 非 常に大きな進化 をもたらしたとい えるだろう，

しか し，ABC は ， 主 として製 品別 の 集 計段 階 に焦 点 があて られる傾 向があるため，必 ず しも伝統 的方

法 で 課 題 とされ て い たことに つ い て 検討 され て い ない ようで ある．とくに コ ス ト・セ ン タ
ー

へ の 集 計段 階 に
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お い て 補助 部 門の 自部 門用役を消費する場 合や 「変 動費 の 固定 費化」が生 じるような状況 等に関する

議論 に つ い て ，検討 の 余地 が 多く残 され て い るとい えるだろう．

4，2． コ ス ト ・ ドラ イ バ ー
設 定 に 対 す る貢献 と限界

ABC モデ ル では ， 資源の 利 用 と原 価計算対象 との 因果関係 を明確に した結果 として ，「ユ ニ ッ ト・レベ

ル 」，「バ ッ チ ・レ ベ ル 」，
「製 品種 類 レ ベ ル 」， お よび 「工 場維 持 レ ベ ル 」とい う活 動 の カテ ゴ リの 概念を用

い て 複雑性 の コ ス トの 発 生 原 因およびコ ス ト・ドライバ ー
に つ い て説 明して い る．これ は ， ABC が製品 原

価計算にもたらしたもっ とも大きな貢献の
一

つ で あろう．活 動の カテゴリが識別 されて はじめて，最 終原

価計算対象である製品 が製造 されるた め に，どの ようなコ ス ト・ドライバ ー
に基 づ く活動 が 行われて ，どの

ような資源をどれだ け利 用 したの かが 明らか にされる，

ただ し，伝統的方 法 は製 品別 計算の 段 階で は 操 業度関連 の 配 賦 基 準 の み を利 用 してきたが ， 補 助

部門費の 製造部 門 へ の 配賦 の 段階 で は ABC で 主 張され て い るコ ス ト・ドライバ ー
の 多くを用 い て きた．

さらに，ABC で は ，コ ス ト・ドライバ ーをそ の 性 質か ら取引 ドライバ ー
，時 間ドライバ ー，強 度 ドライバ ー

の

3 っ に区 分して い るもの の ，い ずれも配 賦 にお ける線 形性 を仮 定して い ることを指摘 する必要 がある．尾

畑（2000）で は ，1900 年代初頭 に Schma 】enbach が原価総額と生産量との 関係 から逓 減費 ， 固定 費 ， 比

例費，逓 増費 に分 類して 様 々 な原価 作 用 因 につ い て 検討して い たこ とが 指摘され ，その 貢 献 が 明 らか

にされ て い る，原価 の 発 生形 態 や原 価 分解 に線 形性 を仮定 する こ とは ，必 ずしもい か なる場 合 に でも

妥 当で あるとはい えない だろう．ABC におい ても， そ の ような点 で 限界 があ ることを認識 することが 必 要

で ある．

4．3． コ ス ト ・プー ル 設 定 に 対 す る貢 献

　「原価 部 門」は ， 経 営組 織論で い う「部門」の 概念で はなく，原 価計 算対 象 として の コ ス ト・セ ン タ
ーを意

味し ， 生 産 中心点 ，マ シ
ー

ン ・セ ン タ
ー

，作 業セ ン ターとい われ る場 合もあり， 原価 計算上 ， より
一

般に

は
， 活 動セ ン ターで あるとい うことがで きる

xiii
．すなわち，源 価部門」は生 産活動 を構 成す る個 々 の 「活

動 」で あり，生産 活 動を機能 （職 能）別 に区分 したもの である．さらに ， 原価部 門は ， より詳細 な同質の 活

動 に区分 されて おり，複数の 「下位 の 活 動」か ら構成され る．例 えば ，Horngren 　and 　Foster（1991）も製 造

職 能を複 数の 部 門 に区分す るの と同様 に，部 門を複 数の 活 動 に 区分す ることがで きる旨を述 べ て い る．
x ’v

しか しながら，
「原 価部 門 」は，そもそも機 能 （職 能）別 に区分 されるべ き概 念 である ことが指 摘 され っ

つ も， 場所 別 責任別 区 分 を無視 で きずに い た の が現状 で あ ろ う，

そ れに対 して ，ABC で は，因果 関係を追及 した 結果 として本来 の 機 能別 の 区分を徹底 させ ，より詳細

に活動 を識別 し，コ ス ト・セ ンターとコ ス ト・ドライバ ー
との 関係 をよりクリア に したの で ある．その ような観 点

が原 価 計 算モ デル に反 映されず ， 大きなコ ス ト・プ ー
ル の 単位で 配 賦計算して しまうと， 次 の ような問題

が 生 じる．「現実を無視し，
一

括して 平均 的 に配 賦するならば ， たとえコ ス トの すべ て が回 収 され るとして

も，それ は不 当な原 価を負担 させ られ た製品 の 犠牲 の 上 に成 り立 っ て い るだ けで ある」．
XV

さらに ，

Kaplan　and 　Atk 三nson （1998）は，「補助部門 レ ベ ル の 活 動」を対 象として相互 配 賦法を用 い て モ デル 化し，

活 動 に は ， 主 活 動 （primary　activity ）と畠1亅次 的活動 （secondary 　activity ）とが 存在 することを明 らか にした．
XVL

こ の ことは ，活動 の 概念に 対する認識 が進 ん だもの と見 られ る．

ここ で ，製品 原 価は原価計算シ ス テム 設 計 上の 様 々 な意 思決 定の 結果 として求 められるから，原 価 部

門な い し活 動 が 同 質 性 に基 づ い て い か に適切 に 区分 されるか が ，正 確 な製 品原 価 の 計算 に 影 響を与

える．
xvii

とくに ， 廣本（1997 ）で は ，計算例 を用 い て ，次の ように述 べ られ て い る．　
xviii
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  配賦 基 準 の 選 択 を改 善す るため ，
コ ス ト・ドライバ ーを配賦基準としても，コ ス ト・プ ール が適切

　 に設 定されて い なけれ ば ， 配賦額は 必 ずしも改善されない ．

  コ ス ト・プ
ー

ル の 設 定を改 善 しようと，その 数 を増 加 させ ても ， 適 切な配 賦基 準が使用されなけ

　 れば，配 賦額 は必 ず しも改 善され な い ．

中途半 端なシ ス テ ム 改善は ，む しろ逆効果 に なる恐れが ある．シ ス テ ム 設 計 の 難 しさを生 み 出し

て い る 1 つ の 要因で あろう．

また，実際に ABC を導入 した企 業に つ い て，導入 前の 部 門別計 算を行 うための 原価部門（ない しコ ス

ト・プ
ー

ル ）の 設 定数に 対 して，導入後 の ア クテ ィビティ
ーない しコ ス ト・プール の設定 数が ， 原価部 門を

細分化 するこ と等 により，激増 して い ることがよくある．情 報 技術 （IT）の 発展 等 に より， 原価情報の 収集

コ ス トお よび処理 コ ス トが 著しく低減 したこと等も， その 背景 に考 えられるだろう．しか し ， 資源 と製 品との

因果関係を追 求した結果として コ ス ト・プー
ル の 設 定数 が増加し

， それ によっ てより精緻な原価計算を

行うことがで きるようにな っ た とい うこ とを認識 することが肝 要で あるとい える．

4．4，現 場の 原価管 理 に 対す る貢献

当初 ， ABC は ， 製 品 戦略 の ため に正 確な製品 原価 と単位原価を計算するこ とを 目的 とし て提 唱され

た．しか しながら， そ の 後 ， 活 動 を介して製 品原価を計算するとい うよりも，活動 自体に 原価 を集 計す る

ことに徐 々 に 焦 点が向けられ ， そ の 冒的は ， 活 動 自体の 管理 （ABM ：Aetivity−Based　Management ）へ と

変遷 して い っ た ，
xix

4．　5，財務会計 目的 に お ける課題

通 常，原価計 算制 度の 下で ABC の ような方法を用い て正 確 に製品原価 の 計算 を行 うことは ， 財 務会

計上 ， 大きな役割を担 っ て い るはずである．しかしながら， Kaplan（1992）の ほか ，
　Cooper　et　aL （1992）に

代表され るように ，
ABC ！ABM は経営管理 情報シ ス テ ム として取 り扱われ るべ きもの で ある旨が 指摘され

て い る。したがっ て ， Kaplan 　and 　Cooper（1998）で は 「ABC シ ス テ ム にもとつ い て算定 され た製品原価 と，

客観 的で 首尾 一
貫した棚卸資産 評価と売 上原価の 算定 を求める財務報告の 要件 に ，基本的な対 立

はない 齊 または 「原則として ，ABC シ ス テ ム は 財務報告 目的に容易に役立ちうる」
XXI

とは して い るもの

の
， 管理 ツ

ール として の 機 能 の 側 面が強 調 されす ぎてしまっ たため ， 原価計 算制度 上 の 製品原価計算

にお い て ABC は い まだ 完成 され た 議論 で ある とは 言 い 切 れ な い と思 われ る．とくに ， 原価計算 制 度 との

関係 で ，活動 と原価部 門の 設 定に関する議論 ，製品 原価の 構成要 素の 範 囲と因果 関係 に つ い て の 具

体 的 な議 論 が乏しい ように思われる．こ の ように ，財務会計 目的 の た め の 利 用 が あま り注 目され て い な

い 傾 向があるが ， 製 品原価 計 算の 本来 の 目的で ある「正 確 な製品原 価の 測定」とい う観 点か らは，適正

な期間損益計算 目的から見た財務会計の 側 面 に対しても大きく貢献して い るとい えるだろう．

5． おわ りに

本 研 究で は，伝 統 的方 法 の 特 性 に 関連して ， ABC が 与 えた影響を明 らか に し ， 製造 間接費計算 に

お ける課 題 を明らか にした．問題 点 に つ い て次の ようにまとめることが できる，

  ABC によっ て 解 決 した 問題 点

　 因果 関係 の 明確 化 により，「固定費 の 変動費化」がより適切 に跡づ けられるようになっ た．

　 活 動 の カテ ゴ リの 概 念 を用 い て 複雑 性 の コ ス トの 発 生 原 因を説 明 できるようになり，製 品別 配賦 段
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一

　 階に お い て 多くの 配賦基 準を利 用するようになっ た，

　 コ ス ト・プ ール の 設 定 に っ い て ，機能 別の 区分 を徹底 させ た．

　 活動 自体の 管理 による適切 な原価 情報を提供 で きるようになっ た．

  ABC によっ ても解決 しない 問題 点

　 「変動費 の 固定費 化」が明 示 的に議 論され て い ない ，

　 い かなる活動 量レ ベ ル におい ても
一

定の 配 賦 率を仮定して い る．

  ABC に よっ て新 たに 生じた問題 点

　 計算の煩雑さが 増した ．

　 原 価計算制度との 関連が不 明確で ある．

　さらに，製造間接費計算の 今後の 展 開の 方向性 ・可能性として は ，
ABC の 概念 を導入 し ， 次の ような

状況等を考慮 して再検討してみる必 要 があるだろう，

まず第 1に ，生 産 活 動を構成する諸 活動 と資源 との 間の 因果 フ ロ ーを徹底 的 に究明 して ， そ の 実 態を

原価計 算によっ て 測 定する，第 2 に ，固定的 資源 に つ い て は，利 用 ・未利 用の 概念 を導入 し ，
「固定費

の 変動 費化 gの 状況 を取 り入 れる．第 3 に，従来 は各 部門が産 出した用 役 を自部 門が利 用 する状況を

とくに 考慮 して い なか っ たが，各部門の 効率等を適切 にとらえるた め に ，自部門用役 が消 費 され て い る

ありの まま の 状況 を原 価計 算の 対象 とする，第 4 に，ある補助 部門か ら提供 した用 役が ，それ らの 用役

受入 部門の 活 動量 の 増減 に対して変動しない 場 合に 生 じる 「変動費の 固定費化 」の 状況 を原価 計 算

の 対象とする．第 5 には ，製造間接費を製 品に配 賦する場合に ，「ユ ニ ッ ト・レ ベ ル 」，「バ ッ チ ・レベ ル 」，

「製品 種類 レ ベ ル 」，「工 場支援 レ ベ ル 」とい う活動 の カテ ゴ リの 概念 を導入 し，活 動の 機能等の 性 質を

あらわすような因果関係 に基 づ く複 数 の 配 賦基 準を組 み 合わせて 用い る．最後に，以 上述 べ た事項を

考慮 した連 立方 程式法を用い た包括 的なモ デル を構 築す る．

製造間接費計算 に関する研 究は 非 常に 多く見 られ るが
，
ABC を導入 する ことに つ い て ， 製品 原価計

算との 関係 で論じられて い るもの は少 ない ．上述 の ような論点を考慮 して検討する余地 がまだ残っ て い

る，した が っ て ， ABC の 概 念 を導入 した製 造 間接 費 計算 を展 開して ゆくことが今 後 の 課 題 として取 り上

げられる．
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注

1

例 えば，Cooper　et　al．（1992）は ，
　ABC が実際 の 製 造工 程 とコ ス ト集計方法との 間の ずれを縮めるの に

役 立 っ た として い る．
1’ Garner（1957）等 を参照の こと．
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1’］

Garner（1957）， 岡本（1964）他を参照．とくに岡本（1964）で は ，　Churchの 学説を詳 細に検討 して い る．
iv

「変動 費の 固 定費化」に つ い て は ， 岡本 （1994）p．525 ， 尾 畑 （1992），片岡（1989）を参照 ，
V

連 立方 程式 法お よび複数基 準配賦 法を用 い る の が理論的に妥当であるとい う主張に つ い ては，岡

本（1994 ）p．241 −246
， 片 岡（1989 ），廣 本（1997 ）に も見 られ る．

vi

岡本（1994 ）p．244 ， 昆（1994 ）p．138 は，「複数 基準 配賦 法 の 考え方 は ，補助部 門の 固定費は 消費部

門 に とっ ても固定費 として ，補助 部門 の 変 動費 は消 費部 門に とっ ても変動 費とし て配 分しようとするもの

で ある，とい うこ とが で きる」として お り，複数基 準配賦 法は 「変動 費の 固定費化」が考 慮され て い ない と

い える．
vii

製品多様 化 によっ て複雑化 するシ ス テ ム を維 持するため に発 生す る追加 的 コ ス トの ことを言 う

（Cooper　and 　Kaplan（1988），廣本（1993）参照 ）．
viil

　Brummet （1957）（染谷 恭次 郎訳 p．71）より引用 ．
ix

ドイツ で は ，原 価理 論 の 分野 にお い て ，「原価 帰属原 則」に つ い て ，「原 価 発生原 因原則 」，「原 価作

用原 則」，「資源 要求原則 」を用い て検討されて い る．とくに，ABC に相 当するドイツ の プ ロ セ ス 原 価計

算にお い て は ，その 理論 的裏づ けの た め に原価 発生 原 因 原則 に つ い て詳細 に検討 されて い る （尾畑

（2000）p．268−271 参照 ）．
X
会計理 論上 ，資産 は ，経済的便益 ない し用 役潜在力 をもっ て い る．「製品」で あれ ば，販 売に よっ て

売 上収益 を獲得 するとい う能力 をもつ ，こ こ で ，資源 の 未利 用等 による無駄 な消 失は ， 稼動 して い ない

資 産の コ ストにっ い て 製 品原価 性 を認 めない とい う非原価 項 目の 理論 と同じく， 製 品の 取得活 動の た

めの 合 理的 な資源 消費 であるとはい えない だろう，
xi
　Kapian　and 　Cooper（1998）p．ll6−120を参 照 ．

xii
　eん　＝＝　2us＋ 9NU

xlii

廣本（1997）p，126−128 を参照 ．
xiv

　Herngren　and 　Foster（1991）p．150 を参照 ．
xv

廣 本（1997）p，129 より引用 ．
xvi

　Kaplan　and 　Atkinson（1998）（第 3 版）で は，　Kaplan　and 　Atkinson（1989）（第 2 版）の 補助 部門 費配賦

問題 の 章 に つ い て ，活動 聞の 用役相互 授受 の 問題 として 再検 討 して い る．ただ し，い まだ に 「変動 費の

固定 費化 」が 生 じ るような状況 等が考慮され て い な い ようで ある．
xvil

、　Datar　and 　Gupta（1994）， 廣本（1997）他を参照 ．
XVIIL

廣本（1997）p、492 か ら引用 ．
Kix

　ABC の 原価管理 に対す る貢献 につ い て は，　Cooper　and 　Kaplan（1989），廣本（1997）p．453−460，廣

本（1993）を参照 のこと，
xx

　Kaplan　and 　Cooper（1998）（櫻井通晴 訳 p．29＞
xxi

　Kaplan　and 　Cooper（1998）（櫻 井通晴訳 p．130）
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論 文

　　　　　　　　　　原価企画 活動を支援する組 織能カ

　　　　　　　　　　　　
ー
質問票調査 による基礎分析 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 吉田 栄介
く 論文 要 旨〉

　本研 究 の 目的は ， 原価 企 画 を支援す る組 織能力 と， 原 価 企画 の パ フ ォ
ー

マ ン ス および設計担 当 エ

ン ジニ ア の 疲弊との 関係を探索するこ とで ある．こ の 目的の た め 4社 に属 する 171 名 の 設 計担 当エ ン ジ

ニ アに対 する郵送質問票調 査を実施し，各社ごとに次の 3つ の 分析を行 っ た．

　第 1の 分 析は ，
ツ
ー

ル 類の 理解度と有効性 との 問の 相関分 析 で ある ，そ の 結果 ， 概ね導入期 の 原 価

企 画ツ
ー

ル に っ い て は 正 の 相 関関 係を確 認 したが
， その 他の 多くの ツール におい て は 同様 の 関係 は

確認され なか っ た ．

　第2の 分析で は，目標原価 の 達成・未達事例間 にお ける組織能力の 差異 を調 べ た ，続い て 第 3の 分

析は ， 原価企 画を支援する組織能力を独立変数 ，原価 企画 の 短期的パフ ォ
ーマ ン ス お よび 設計担 当

エ ン ジニ ア の バ ーン アウトを従属変数 とする重回 帰分析を行 っ た．これ ら2 っ の 分析の 結果，原価企 画

ツール よりも組織構 造お よび組織プ ロ セ ス に 関する変数の 方 が，原価企 画の アウトプットに対する影響

力が大きい ことが示 された．

〈 キ ー
ワ

ー ド〉

原価企 画 ， 組 織能 力 ，
バ ーン ア ウト

， 郵送質 問票 調 査

Relationship　between　Performance　and 　Organizational　Capabilities

　　　　　　　　　　　 in　Target　Cost　Management ：

　　　　　　　　　　　Mail　Survey　to　Design
’
Engineers

　　　　　　　　　　　　　　　　Eisuke　Yoshida

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Abstract

　　　　 The　purpose　of 　this　paper　is　exploring 　the　relation 　of 　organizational 　capabilities 　for　target　cost

management （TCM ） to　 the　 perf｛）rmance 　 and 　 design　 engineer
’

s　 burnout，　 For　 this　 purpose，
出e

questionnaire　was 　dlstr重buted　to　171　engineers 　i臓 4companics ，

　　　　Based 　on 　the　data
，
　we 　carried 　out 　three　Imalysis ．　First

，
　we 　explored 　the　correlation 　between

the　rate 　of　use ，
　usefulness 　a級d　skill　level　of　eaoh 　TCM 　tool．　At　the　results，　it　were 　some 　sproad 　way

tools　that　we ｛bund 　out 　the　positive　correlation 　botween　the　usofUlness 　and 　the　skill 　leveL　Howevor ，　wo

could ガ t　 identify　 it　 among 皿 any 　other 　 tools．　 Seeondly
，
　 we 　 investigated　 the　 difference　 in　 TCM

capal ）ilities　between　suecess　and 　failure　projects．　At　the　results
，
　we 　found　out 　the　difference　on 　factors

relating 　to　coordination 　and 　information　sharing 　among 　depa血 lents 　or　organizations ．　The　other 　hand
，

we 　could 　hardly　identify　it　relating 　to　TCM 　tools，　Thirdly，　wo 　analyzed 　regrossion 　that　independent

variables 　 were 　TCM 　 capabilities 　 and 　 subordinate 　 variables　 were 　 the　performance　 and 　 engineer
’

s

bumout．　 At　the　results
，
　we 　identified　that　organizational 　structure 　and 　pro。。ss 　fact。rs　have　largcr

influences　than 　TCM 　tools．

　　　　　 　　　　　　 　　　　　　　 　 Key 　Words
Target　Cost　Managelnent，　Organizational　Capability，　Bumout ，　Mail　Survey
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1 ． は じめ に

　今 日まで に ， 原 価企 画に関する多くの 事例研 究や郵送 質 問票 調査に基づ く実態調 査研 究が蓄積さ

れて い る
1．これらの 研 究を通 じた知 見 の 蓄積 か ら，原価 企 画を実施するた め の 前提条件 に っ い ても整

理 されて きた （Ansari　et．　al．， 1997；　Cooper・　Slagmulder， 1997；加 登 1993
，
1994；谷 1995

，
互996）．しか

しながら
， 現状で は ，こ うした原 価企 画の 成功 要因や 活動の 障害となる要因が何で あるか に つ い て の 経

験的証拠 が 十分に 蓄積 されて い るとは言 えない ，

　 そ こ で 本研 究で は ， 原価 企 画 の 成 功 要 因 として の 組 織 能力 に 焦 点を当て ，
「同じ企業 の 中で ， 同様

の 原価企 画支 援ツ ール 類を利用 しながらも， 原価企 画 の パ フ ォ
ー

マ ン ス に差が生 じる の は なぜ か 」とい

うリサーチ ・クエ ス チョ ン に取り組 む ．

　 そこで まず ，
これ まで 提 唱され てきた原価 企 画 の 要件 と原価 企 画の パ フ ォ

ー
マ ン ス との 関係 につ い て，

組織 能 力概念を用い た体系 的 フ レ ーム ワークを提 示す る．続 い て ， 郵送 質問票 調査 を実施し，収集デ

ータの 分析 から， 原 価 企画 を支援 する組 織能 力 と原 価企 画 の パ フ ォ
ーマ ン ス ならび に設 計担 当エ ン ジ

ニ ア の 疲弊との 関係 に っ い て の 経験 的証拠 を得るこ とを意 図す る，

　以 上の 調 査 ・分析 を通 じて 得 られ る，
一

部の 逆機 能も視野 に入 れた 原価 企画 の 成功 要因 に 関する

経験 的証拠 は，原価企 画研 究の 理 論的発 展 に寄与するだけでなく，実務的にも意義深い と考える．

2 ． 研究 フ レー ム ワ ー クと仮説の 提示

2．1　 原価企画 を支援する組織能 力概 念の 整理

　持続的競争優位の 源泉として の 組 織能 力 は ，
90 年 代 に米 国の 戦略 論を中心 に多くの 研 究が蓄積さ

れ ， 今 日 ，
い くつ もの 類 似した概念が提 唱されて い る（Nonaka＝Takeuchi，1995；Prahalad・・Hamel ，1990；

Teece　ei　al ．
，
1997 等）．そ の 中でも ， 本研 究で は ， 楠木他 （1995）の 提示す る組織能力 の 概念に基づ き，

原価企 画を支援する組織能力 の 概念を整理する ．それ は
，
こ の 概念フ レ ーム ワークが

，
日本 の 製造企

業 の 製 品 開発 能 力を探索するこ とを 目的 とした郵送質問票調査 の 前提 として開 発され たもの であり， そ

の 操作性 か らも，本研 究 に援用しや すい と考えたためで ある．

　楠木 他 （1995）は，組 織 の 保 有 する知識 に焦 点を当て ，   知 識 ベ ース （knowledge　base），   知識 フ

レ
ーム （knowledge 　fra  e＞，   知識ダイナ ミクス （kn。wledge 　dynamics ）とい う3 っ の レ イヤ

ー
の 重なりとし

て 組織能 力を捉 えた．知識 べ 一
ス は ，特定の物理 的単位に基 づい て 区別 可能 な個別 的 知識に光を当

てるレイヤ
ー

で ある ，例として ， 個人 に体現された特定 の 機能 に っ い て の 知 識 ， 情報処 理装置 ， データ

ベ ー
ス

，
パ テ ン トな どを挙げて い る．こ の 知識 ベ ー

ス が提 供する個別 的な組織能力 が ロ
ーカル 能 力

（1。cal 　capabilities ）で ある．知 識フ レ
ーム は ，全体 として何 らか の 安定 的なパ ター

ン ない し配置形 態をも

つ 個 別知 識相 互 の リン ケージ や優 先 順位 に 関する知 識を含 んで お りJ そ うした安 定 的パ ターン を規 定

する組織構 造や戦略に注 目す るレイヤーで ある．例 として ， 複 数の 機 能 別 の 開発 グル ープ 間の リンケー

ジ
， 権限 の 配 置 ， それ らの チーム に対す る資源 配 分などを挙げて い る，こ の 知 識フ レーム から発 生する

組織 能力 がア ーキテ クチ ャ能力 （arehitectural 　oapabilities ）で ある．最後 の 知 識ダイナミクス は ，個別 知

識 間の ダイナミッ クな相 互 作用を通 じて ，知識べ 一ス 上 の 個別 知識 を統合 し，変換す るダイナ ミッ クなプ

ロ セ ス に注 目するレ イヤー
である．例 として ， 機 能別 の 開発 グル ープ 間を横 断するようなコ ミュ ニ ケーシ ョ
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原 価 企 画活動 を 支援す る組織能 カ
ー
質 問票調査 に よ る基礎 分析

一

ン やコ ーディネーシ ョン ，特 定の 知識 を体現 した技術者の 部 門間移 動などを挙 げて い る．こ の 知識ダイ

ナミクス が提 供する組 織 能力が ，プ ロ セス 能 力 （process　capabilities ）で ある．

　本研 究で は ， 楠 木他 （1995）の こ の 組 織 能力概 念 に 準拠 し， 原価 企 画を支援 する組織 能 力概 念 に つ

い て 独 自に整 理 する．彼らの 組織能力 の 概 念 ・定義 に全 面 的に依拠 しなか っ た の は ， 第 1 に楠木他

（1995）で は コ ス ト・マ ネジメン トの 視点があい まい であること，第2 に多くの 原価企 画に 関する先行研 究

か ら導き出され る成 功要 因の 候 補 を織り込 む 必 要 があると考えたためで ある．

　そ こで ， 本研 究で は 原価企 画 を支援する組織能力 を，原価企 画ならび に 隣接科学の先行研 究に 基

づ き ， 以下 の ように整理する
u ，第 1層 の プ ロ セ ス 能力 は ，   統 合 ，   調 整 ，   自律性とい う3 つ の 下位

概念を設 定す る．第 2層の ア
ー

キテ クチ ャ能 力 は ，  戦略との リン ケ
ージ，  トッ プ ・マ ネジメン トの サポ

ート，  マ ネジメン ト・コ ン トロ
ール ・シ ス テ ム （方針 管理 と制 約 ，進 捗 管理 とモ ニ タリン グ ， 権 限 ・責任

・調

整 ，
コ ミュ ニ ケー

シ ョン
， 業績評価 ， 教育），   そ の 他の 組織構 造 とい う4つ の 下位概 念を設 定する．第 3

層の ロ
ー

カ ル 能力 は
，   原価企 画 支 援ツ

ー
ル

，   製品 技術基 盤 ，   技術教育とい う3 つ の 下位概念 を

設定する．

2．2　概念の 操作 化 と分析手 順

　原価 企画 を支援す る組織 能力 の 測定 に 際して は，さらに表 1に示 すようなイン ディケータを設 定する．

原価 企 画 の ア ウトプ ッ トに っ い て は ， 次 の ようにイン ディケータを設定 する．原価 企 画の 短期 的パ フ ォ
ー

マ ン ス は ，   製 品 コ ン セ プ トの 実現 ，   製 品 コ ス ト，   製 品 品質 磯 能 ，   開発納 期 の それ ぞれ の 達成

に対する設 計担 当エ ン ジ ニ ア の 満足度を測 定する．設 計担 当エ ン ジ ニ ア の 疲弊は
，
バ ー

ン アウトの 概

念 （Maslach＝Jackson
，
1981

，
　 etc ．）を用 い て，  情緒的消耗感 （5問），  個人 的達成感 （6問），  脱

人格化 （6問）の マ ス ラッ ク・バ ー
ン アウト尺度 （Maslach

’
s　 Bumout 　Invent。ry： MBI ）により測定する

lii．こ

の 尺度は，ヒ ュ
ー

マ ン ・サ ービ ス 従 事者を対象にした多くの バ ーン アウト研 究 に利 用され，そ の 妥当性が

繰り返し確認されて い る，本研 究で は ，新製 品開発 に従事する設計担 当エ ン ジニ アを対象 とするため ，

田尾 一久保 （1996）も参考にして，独 自にイン ディケ
ー

タを開発 した ．

　これらのイン ディケー
タに より質問票 を構成する．そ して，設 計担 当エ ン ジ ニ ア対象の 質問票か ら収

集され たデー
タから， 次 の 3つ の 分析 をお こなう．

　第 1の 分析は
，

ツ
ー

ル 類の 利 用率お よび 理解度と有効性との 問の 相関 分析で ある
i「，これは，「同様

の 原価企 画支援ツ
ー

ル 類 の 利用 」と言 っ て も，それ を利用する設計担 当エ ン ジニ ア の ツ
ー

ル に対する

理 解 度に差 があれ ば ，
パ フ ォ

ー
マ ン ス へ の 影響にも差が生 じることが想定 されるため である．

　第 2の 分析で は ，
正 式図 の 出図に おい て 目標原価が達成できた事例と未達成に 終わ っ た事例との

間で ，原価企 画を支援する組織能力にど の ような相違が あるの かを調 べ る．

　第 3の 分析 で は ，原 価 企 画 を支援 する組 織 能 力を独 立 変数 ，
7っ の ア ウトプ ッ ト変数 （原価 企 画 の 短

期的パ フ ォ
ー

マ ン ス および 設計 担 当エ ン ジ ニ ア の バ ーン アウト）の それ ぞれ を従属変数とす る7つ の 重

回帰 分析 を実 施した （図 1参照 ），そ の 際 に は ， 個別 の 組織能力 の 影響を調 べ るとともに ，
プ ロ セ ス 能力 ，

ア
ー

キテ クチャ能力 ，
ロ ーカ ル 能力 の 3っ に 区分され る組 織能 力 の 間で ， その 効果 に特徴的な差異が

あるの か を確認す る．加 え て ，次 の 仮説 を設 定し，検 証 をおこなう．
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表 1　分析に 用 い た変数の リ ス ト

変数 下 位 変数 （インディケ
ータ）

ス タツ

　フ

エ ン ジ

ニ ア

開発

段階

パ フォ
ー

マ ン ス 製品 コ ン セ プ トの 実現 ○ ○

品質 ・機 能性 ○ ○

開発り一ドタイム O　 ’ ○

製品 コ ス ト ○ ○

バ ー
ンア ウト 情緒的な消耗 感 ○

個人的達成感 の 後退 ○

脱人格化 ○

堕
統合 購 買 ・製造 ・営業部門 お よび 関連企 業との 共通 の 目的意識 ○ 0

他部門 お よび関連企業との 情報共有 ○ ○

（調整） （コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ ン ） （他部 門お よび 関連企業 との 意 見の相違 ・誤解） ○ ○

（他部 門お よび 関連企業 か らの 意 見 ・情報 に よる仕 様 ・設計変更） ○

（他部門および 関連企業 との 交流が 目標原価 の 達成 に貢献） ○

（他者 との 交流時 間） ○

（設計変更頻度の 変化） ○

自律性 空間的自律性 ［R］ ○

時間的 自律性 ［R ］ ○

組織 的 干 渉 か らの 自由 ［R ］ ○

概存 の 設 計状態からの 自由 ［R1 ○

過度 の ツ
ー

ル 依存か らの 自律 ［R1 ○

ア
ー

キテ クチャ　カ
戦 略 との リン ケージ 原価 企 画活動 の 優 先順位 ○

中長期経営計顧 ・目標利益 との リン ケ
ージ ○

同社製品グル
ープ 内で の 製 品構成 の 棲み分け ○ ○

トッ プ ・マ ネジメン トの サ ポー
ト 必 要 な資 源 投 入 量 ，トッ プ マ ネジ メン トの 庇 護 ・後 援 O

特権 の 付 与 ○

MC ［方針 管 理 と制約ユ 製 品ロ ン セ プ トと設 定 目標 の 整合性 ○ ○ ○

他部 門 ［購 買 ・生産 ・
搬送 ・営業な ど，へ の 配 慮 ○ ○

複数 目標間 で の トレ
ー

ドオフ 解消の ため の 基準 の 明確さ ○ ○

目標原価 の 開発 途中で の 固定性 ［R 】 ○ ○ ○

目標 原 価 の 達成 可 能 性 ［R1 ○ ○ ○

目標原価 の 機能 別 割付の実施 O
部品 の 共通化 ・共 有化 目標の 明確 さ ○ ○ ○

MC ［進捗管理 とモ ニ タリン グ］ （モ ニ タリン グ に よる対 処 ； 資源 の 再 配分，設 定 目標 の 変更） ○

進捗 管理 ○ ○

全体 ス ケ ジ ュ
ール の 把握 ○ ○

関連する他者 の ス ケジ ュ
ー

ル の 把 握 ○

MC ［権 限 ・
責任

・
調整］ 原価 責任範 囲と管 理 ・操作可能性 の ギャ ッ プ O

目標原価 の 細分割 付時 の 調整 者 の 決定 ○

設計 者問 の 調整者 の 決定 ○

他部門間 の 調整者 の 決定 ○

（ジョ ブ ・ロ ー
ア
ー

シ ョ ン ： キ ャ リア
， 人事移動） ○

必 要 な情報 の 所在 の 明確さ ［R 】 ○

MC ［業績評価〕 （測定 ・評価 の 目的と測定単位） ○

（フ ィ
ードバ ッ クの 目的） ○

MC ［教育］ 原価企 画教育実施 の 有無 ／ 理 解度 ○

教育・
普及 の 範囲 ○

教育 の 内 容 ○

オ ン ・ザ ・ジョ ブ・トレ ー
ニ ン グ ○

その 他 の 組織構造 原価 企 画 事 務 局 設 置 の 有無 ○

（組織編成 の 変 更 ） ○

（職揚 の 物理的デザイン の 変更） ○

，役割 の 変化 ○
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ロ ーカル 能 力

ツ
ー

ル VE の 利 用 ，マ ニ ュ ア ル 作 成 ，役 立 ち ○ ○ ○

VE 事例集 の 利用，マ ニ ュ アル 作成，役 立ち ○ ○ ○

VRP の 利用 ，
マ ニ ュ ア ル 作成 ， 役 立 ち ○ ○ ○

テア ダ ウン の 利用 ，マ ニ ュ ア ル 作成，役 立 ち ○ ○ ○

QFD の 利用，マ ニ ュ ア ル 作成，役 立 ち ○ ○ 0
原 価 見 積 技 法 の 利 用 ，マ ニ ュ ア ル 作成，役 立 ち ○ ○ ○
コ ス トテ

ーブル の 利用，役立ち ○ ○

成功 ・失敗 事例集 の 利 用 ，マ ニ ュ ア ル 作成，役 立 ち ○ ○ ○
コ ス ト・ドライバ ー分析 の 利 用 ，マ ニ ュ ア ル 作成，役 立 ち ○ ○ ○

デザイン ・レ ビ ュ
ーの 利用，役立ち ○ ○

新生産技術 ・工 程 設 計の採用 ，役 立 ち ○ ○

デザイ ン ・イン の 利 用 ，役 立 ち ○ ○

協力企業 へ の 原価低減要請，役 立 ち ○ ○

そ の 他 の ツール の利用 ，役 立 ち ○ ○ ○

［コ ス トテーブル ］原価 費目 ○

企 画段階で 利 用 可 能なテ
ーブル の 作成 0

構想段階で 利 用可能なテ
ーブル の 作成 O

設 計 段 階で 利 用 可 能 な テーブル の 作成 　　　　　　　　　、 ○

競合他社製品 の テーブル の 作成 ○

協力会社か らの 購入 部品の テーブ ル の 作成 ○

海 外 生 産 の 購入 部 品 の テープ ル の 作成 ○

標準化 ・共 通化 ○

メイン テナ ン ス の頻度 ○

製品 技術基盤 関連技術 開 発 の 歴 史 の 長 さ ○

資金投入量 ○

人的資源投 入量 ○

保有する 特許 上 の 優位 ○

3DCAD の 活用 ○

製造面 の 優位性 ○

販売面 の 優位性 ○

協力 会社の 高 い 技術力 ○

3DCAD とデ
ー

タベ ー
ス との 連結 ○

技術・市場 動向の 収集 ○

技術教育 ツー
ル 類 の た め の 教育 ○

生 産を考慮 した 設計 の ため の 教育 ○

リサイ クル を考慮した 設計 の た め の 教育 ○

原価企 画関連技術 の ため の 教育 ○

3DCAD など新情報技術 の ための 教育 ○

コ ン トロー
ル 変数

製品 タイプ 製品 の 技術的特徴 Q
製品を投入する市場 の 特徴 0
製品 の 開発期 間 o
設 計 者数 ○

設計者 の キャ リア 設 計 者 の キャ リア O
原 価 企 画 の 対 象範 囲 ○ Q
（1）MC ：マ ネジメン ト

・
コ ン トロ ー

ル
・
シ ス テム

（2）O をつ けた項 目 は 操作定義 で は なく，関 連 す る 質問 項 目 で あ る．
（3）［R 】をつ けた質問項 目は ， 逆転ス ケール を用い てい る．
（4 ）原価企画担 当部署用 ， 設計担 当エ ン ジニ ア 用 の それ ぞれ の 質 問票における設問の 有無 ， 開発段 階別 の 設問 の

　 有無 に つ い て ○印をつ け た．

43

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会計 学　第 10 巻 第 1 号

2．3　仮 説の 提 示

　楠木他 （1995）は 、開発 効率 と製品 品 質とい う製品 開発 パ フ ォ
ーマ ン ス に 対 して プ ロ セ ス能 力 が 強 い

正 の 効果 をもっ てお り，
ロ
ーカ ル 能力 とア ーキテクチャ能 力 の 影 響 は 限定 的で あるこ とを示した ．しか し

ながら， 楠木他 （1995）の 調査 にお けるn 一カ ル 能 力 の イン ディケータは網羅 的で あるとはい えない ．例

えば経 営工 学 の 領 域で はVE ，　QFD ，テ ア ・ダウン などの 手 法，管 理 会 計学の 領 域 におい て も原価 見

積技法 ，

コ ス ト・ドライバ ー
分析など製品開発パ フ ォ

ー
マ ン ス に貢献すると考えられて い る数々 の ツール

がある．それ でも尚，これ まで の 原価企 画 研 究の 組織 的側 面 お よび 組織能力 の 先行 研 究か ら，
ロ
ー

カ

ル 能力 として の ツ
ー

ル 類よりも，そ れ らをポテ ン シ ャ ル として活 用 し，関連する他者を巻き込 ん だ原価企

画の ダイナミックなプロ セ ス の 方が
， 製品 開発 の 成果に大きく影響するこ とが想定される．

　そ こ で楠 木他 （1995）の 調査 にお ける開発 効率 と製 品品 質を製品 コ ス ト・品質，開発 リードタイム に置

き換 えると， 次 の 仮説 が演繹 される
V ，

仮 説 1a ： 原価 企 画を支援す るプ ロ セ ス 能力 は ， 製 品 コ ス ト・品質 ， 開esり・一ドタイム に対 して

　　　　 正 の 効果がある．

仮説 1b ： 原価企 画を支援するプ ロ セ ス 能力の 製 品コ ス ト・品質，開発 り一ドタイム に対する

　　　　 正 の 効果は ， 他の 2っ の 組織能力 に比 べ て 顕著である．

　また J 原 価企 画は 製品 開発 パ フ ォ
ーマ ン ス へ の 貢献 が期待され る

一
方で

， 同 時に さまざまな逆機能

が生じうるこ とも指 摘されて きた．こ の 調査 で は ，そ れ らの 逆機 能の うちでもより重要 と考える 「設 計担 当

エ ン ジ ニ ア の 疲 弊 」を取りあげる．設 計 担 当 エ ン ジニ ア の 疲弊 は ，さまざまな厳しい 制約 の 下 で 開発 業

務 の しわよせ が起こりやすい ため ，
バ ーン ア ウトが生じて い ることが予想 され てきた．さらに ， Shields　et　al．

（2000）は ，ある 日本の 自動 車メ
ー

カ
ー

の 設 計担 当エ ンジ ニ ア を対 象に した 調査 で
，
タイトな 目標原価 の

設 定と目標達 成 に対する報酬 が少ない とい う状況 要因が ，ス トレス を生 み ，ス トレ ス が強い ほ どパ フ ォ
ー

マ ン ス は 落ちるとい う関係 が存在 して い ることを明 らか に した，そ こ で ， Shields　et　al．（2000）が調 査した変

数以 外にも ， 原価企 画 活動 を支援する何 らかの 組織 能 力の 不備 ・欠 落がバ ーン アウトを生 じさせ る こと

が仮定できる．

仮説 2 ： 原価 企 画を支援 する組織能 力は ，エ ン ジ ニ アの 疲弊に 対して 負の効 果 をもつ ．

図 1　 分析 フ レ
ーム ワ

ーク

短期 的パ フ ォ
ーマ ン ス

バ ーン アウト

仮説 1

仮説 2
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3 ．　 質問票調査 の 概要

3．1 デー タ収 集 とサ ン プル

　調査 デー
タは ， 業種 や原 価企画 の 整 備状況の 異なる 日本の 製造企 業4社に対する郵送質 問票に よ

り収集した．質問票 は 1999 年 7
，
8月 に郵送し，

3週 間前後の 回収期 間を設けた．

　質問票 の 回答 者 は 設計 担 当エ ン ジニ アで ある．各社 に対して 質問票 60 通 （目標 原価達成事例 と未

達 事例用 の 各 30 通 ）を送 付 し ， 171 名 より回答 があっ た （表 2参 照 〉．また，各社 の 各事業 に おける原

価 企画 担当部署 に対して ，原 価 企画 の 実施状 況 に関す る質問票 へ の 回答を依 頼し，そ の 全 てを回収

した，

　　　　　　　　　　　　　表 2 　 調 査 対象企 業 と質 問票 の 回 収状 況

事 業 会 社番号 目標原価達成 事例 （N ）　 目標原価未達事例 （N ＞ 総数（N ）

自動 車部 品 1 20 20 40

プラン ト
2 25 20 45

3 29 22 51

住宅 4 18 17 35

3．・2　調 査対 象企 業の 原 価 企 画 の 特徴

　分析に入 る前 に ， 調査 対象企 業4社それ ぞれ の 原価企 画の 普及・教育状況 に っ い て，原価企画 担

当部 署に対 する質 問票 に基 づ い て 整理 する（表 3参 照 ）．各社 に は，リサ ーチ ・クエ ス チ ョン との 関連か

ら， 原価 企 画支援ツール 類 の 実 践状 況を反 映した呼称 をっ けた．

　まずマ ル チツ ール （Multi−tool）社は ， 原価 企 画 の 実施年 数 が長く， その 範囲に つ い ても ， 関連する

全 部 門を巻き込ん だ 活 動を ， 組 織 的に継 続 して 実 践して い る．教 育内容 も，原 価企 画の 基本 理 念か ら

手 続きおよび 関連ツ ール 類に っ い て網 羅 的 に 実施 してい る．また，原価 企 画 部を設置し ， 必 要なツ ー

ル に つ い ては ，
マ ニ ュ ア ル を整備するなど， 体系的に普及 ・教育をして い る，さらに利用するツ

ール 類は ，

VE
，
　VE 事例集 ，

コ ス トテ ーブ ル とい っ た代表的なもの だけで なく， 多くの ツール を利 用し て い る．

　続 い て ベ ーシ ッ ク・ツ ール ズ （Basic　Tools）社も ， 原価 企画 の 実施 年数 が長 く，組 織 的に継 続 して 実

践して い る．但 し ， 関連する他 部門 の 原 価企 画 へ の 巻き込み は展 開途 上で ある．教育に つ いても， ツ
ー

ル 類 の 教育が 中心 となり，基本理念 の 浸透 には 注力して い な い 、代表 的なツ ール 類 の 利用 率 は 高い が
，

マ ル チツ ール 社 に 比 べ ると， 普及 ・利 用 に努 めて い るツ
ール 類 の 種 類 は 少ない ．

　次はリトル ・ツール ズ （Little　To。ls）社である．こ の 会社 で は 5年 前 に原価 企画 を導入 し， 組織 的に継

続 して実践して い る，そ の キ ャ リアはそ れ ほ ど長 くなく，関連す る他 部門の 原 価企 画 へ の 巻き込 み は 十

分 とはい えな い ．一方 ，原価 企 画 教育に っ い て は，その 基 本 理 念か ら手続 きお よび ツール 類 に つ い て

網羅的に実施されて い る．特徴的なこ とは ，
VE

，
　VE 事例集 ，

コ ス トテ ーブル とい っ た代表的なツ
ー

ル

類の 利 用 率が低く，これ らの ツール 類 の 普及 ・整備 にもそれ ほ ど注力 して い ない ．

　最後は VE （Value　 Engineering）社 である．こ の 会 社で は，原 価 企 画 と呼 べ るほ どの 原価 管理 や組織

的展 開はな され て い ない ．4 社 の 中で は ， もっ とも初期 段 階の 原価企 画 ， も しくは 原 価企 画 未導 入 の 会

社とい える．一方 で
，
VE に つ い て は マ ニ ュ ア ル を作成 して普 及 に努 め て お り，　VE ，

　QFD ，コ ス トテ
ーブ

ル
， デザイン ・レ ビ ュ

ーの 利 用率 は 高い ．
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表 3　 分 析対 象企 業 の 原 価企 画の 特徴
Vi

会社番号 1 2 3 4

仮名
マ ル チツ

ール

　 　 社

べ 一
シ ッ ク・

ツ ール ズ 社

　リトル ・

ツー ル ズ 社
VE 社

原価企 画の 実施年数 20年以 上 30 年 5年

原価企画教育 ・普及 の 範囲 関係部門全 体 設 計部門中心 設計部門中心

原価企 画教育の 内容 網羅 的 部分的 網羅的

代表 的ツール の 利 用 率 高 高 低 高

ツ
ー

ル 教育の 特徴 体系的 体系 的 部分 的 部分的

4 ． 分析結果 と仮説検証

4．1　 ツ ー ル の 有効性 と理 解度 との 相 関関係

　 3つ の 分析とも調査 データの 分析は ，各社ごとに行 っ た，

　まずツ
ール の 有効性 と理 解度との 相関関係を調 べ たの が第 1の 分析 で ある．その 結果 の

一
部 として ，

マ ル チ ・ツール 社 にお けるツ
ール の有効性と理 解度との Pearsonの 相関係数を表 4に 示した、マ ル チ ・

ツ ール 社で は ， 多くの ツー
ル にお い て 5 ％ 水 準で 有意な正 の 相関 関係を確認するこ とは できなか っ た，

そうした正 の 相 関 関係 が確認 で きた の は ，
バ ラエ テ ィ

・リダクシ ョ ン
・プ ロ グラム （構想 J 設 計段 階とも），

コ

ス トテ
ーブル （構想 段 階）お よび QFD （設計 段階 ）の み で ある

Ui，

表 4 　 ツ
ー

ル の 有効性 と理解度 との 相関関係 （マ ル チ ツ
ー

ル 社）

構想段階 設計段階

相関係数 N 相関係数　　　　N
VE 一，085 26 ，042 28

バ ラエ ティ
・リダクシ ョン ・

　 プロ グラム （VRP ）
，850 串麟 15 ，655 ホ ＊ 16

テア ・ダウン 279 16 ．012 18

QFD ．391 25 ．454 ＊ 27

原価見積技法 ，233 20 ．339 21
コ ス トテーブル 、435 ＊ 26 ．249 29

過 去 の 事例集 ．343 25 ．407 26
コ ス ト・ドライバ ー分析 418 12 ．403 17

デザ イン
・
レ ビュ

ー ，347 29 ．258 35

新生 産技術 の 採用 ．215 21 ．341 27
新 工 程設計 の 採用 205 21 ．107 27

＊＊＊pく0．OOI；
＊＊p＜O．01；　＊p＜0．05 欠損値 をもつ 標本は ペ ア ・ワイズ に排除され てい る．

バ ラエ テ ィ
・リダクシ ョ ン ・プ ロ グラム は 「製品シ リ

ーズ間や関連する製晶間 で ，部品 の 共

通化な どをすす め ，製 品バ ラエ テ ィ
ー

を体系的 に 統合するた め に ，コ ス ト構 造 と原価 作

用因 を 関連 づ け，コ ス ト低減をはか る仕組 み 」で あると質問票 に お い て 定義 ．

　その 他 の 3企 業 における相 関分析 の 結果 の 概要 は次 の とお りで ある．導入 期の 原価企 画支援ツー

ル に つ い て は ， そ の ツ ール に 対す る理解度 と原価 低 減 へ の 有効 性 との 間に 正 の 相 関 関係 が確 認で き

るが ，そ の 他 の 多くの ツー ル に お い て は ，そ うした関係 を見い だ すこ とはで きなか っ た ．そ の 理 由として ，

  理 解度 以外 に，利用 容易性な ど他 の 要 因が影響 する可 能性，  長年 の 利用で 原価低減余地 が少

なくなると，十分 に習 熟して い て もパ フ ォ
ー

マ ン ス には 結び つ きにくくなる可能性 などが考 えられる ．
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　4社の 分析を総合する と
， まだ利 用 率 の 低い 導入 期にあると考えられる ツー

ル で は
， 理解度と有効性

との 間に 正 の 相関 関係が確 認で きた が
，
そ の 他 の 多くの ツ ール で は ， そうした関係 はそれ ほ ど確 認で き

なか っ た．例外的 には ，コ ス トテ
ーブル （構想段 階）とデザイン ・レ ビ ュ

ー （構 想 ， 設計段 階とも〉は ， ともに

4社 中3社 に おい て 5％ 水準で 有 意な正 の 相 関 関係が確 認され た ，

4，2　目標 原 価 達 成事例 と未 達 事例 の 差

　続い て ， 第2の 分析 で は ，正 式 図の 出図にお ける 目標 原価 達成事例 と未 達事 例 の 間で原 価 企 画を

支援 する組織能 力 に どの ような差異がある の か を調 べ た ．部分 的に サ ン プ ル 数が 少な い た め に，

Wilcoxonの 順位 和検定を実施 した ．

表 5　 目標原価達成事例 と未 遼事例 間 の 差 異 （マ ル チ ツ
ー

ル社 ）

目標 原 価達成事 例 目標 原価 未達 事 例

平均値　 標準僞差　　N 平均値　 標 準偏差 NWilcoxon　 W

バ ラエ テ ィ
・リダ クシ ョ ン ・

プ ロ グラム （構想段階） 鑼靆鼕 0，94 102 ．60 0．89 5 21．0寧

L

バ ラエ ティ
・リダクシ ョン

・

プ ロ グ ラム （設 欝段階）

　 　 　 騫

獵灘鼕
1．12 92 ．43 1，13 7 38．5＊

原価 見 積技法 （構想段 階）
謹　．で＿
　 　 　 灘

茸 0，99 102 ，70 0．95 1074 ．50 ＊

原 価 見 積技 法 （設 計段 階）
←　　占　o0 ．77 112 ．90 0．99 1077 ．50察

コ ス トテ
ーブル （構想 段 階）

冨
戀 0．83 143 ．00 0，95 12125 ．0 ホ

製 品 コ ン セ プトと設 計 艮標 の

　　整合性 （設計段 階） 覊灘　 　 0，90
妻

193 ．00 0．92 203085 榊

A
目 標原価水 準 の 固定性 （設 計段階） 霧i簸購

轗 1，19 19L85 O．93 20304 、0 宰

日標原価 の 達成可 能性 （設 計段階） 1．01 191 ．05 1．oo 20309 ，0＊

営業部門 か らの 意見 ・情報 による

　仕様 ・設計変更 （構想段階） 欝’　山　‘、、乙． LO1 171 ．71 O．69 17233 ．Oホ

P
営業部 門 か らの 意 見 ・情報 に よる

　仕様 ・設 計変更 （設計段階）

・鞨．・思冲・冊此もヒ・

　　雛 毳 1，10 181 ．74 0．73 19291 つ＊

空間的 自律性
’
　 　 1．25 20L20 1．11 203305 ＊

時間的自律 性
  犠 1」

　
1「

F 冥
，　 　 1．OO 200 ，90 0．85 20340 ．0 ホ

製品コ ンセプ トの 実現に対する満 足
’
　 0．52 20355 1．00 20335 ，0 ＊

0 開発 り一ドタイムに 対す る満足
｛
　 　 0．93 202 ，60 1．10 203135 ＊＊

製品コ ストに 対す る満足 1．04 202 ，30 0．92 20278 ．0 ＊ ＊ ＊

＊＊＊pくα001 ；
＊＊p＜O．Ol；＊p＜ 0．05．欠 損値をもつ 標 本は ペ ア ・ワイズに排除され て い る．

L ：ロ ーカル 能力，A ：アーキテ クチ ャ 能力，P ：プ ロ セ ス 能力，0 ：ア ウトプッ ト，

す べ て の イン デ ィケータは ，
5点リッ カ

ート・ス ケ
ール により測定 ．L はツ

ー
ル の 有効性 を測 定 （尺 度 の 詳

細は脚注 加 参照 ），以 下 ， 特 に断 りの な い 限 り，rl 全 くそ の ような ことはな い 」か ら「5 全 くそ の とおり」の 5
点尺 度，「目標原価 水準の 固定性 」は 「目標原 価 の 水 準が 開発 プ ロ セ ス の 途 中で変 更され ることがありま

したか 」とい う質 問に対して 「1 全 く変 更 はなか っ た 」か ら「5 極め て 頻繁に変 更した 」の 5点 尺 度を逆 転さ

せ た ．「目標原価 の 達成 可 能性」は ，「当初設 定 された 目標原価 の 水 準はど の 程度で したか 」とい う質 問

に対して 「1 既存の 技 術水準で 達成 可 能な水準 」か ら「3 努力す れ ば達成 可能な水準 」，
「5 相 当の 発

想転換が必 要な水準」の 5点尺 度を逆転させ た．「空 間的 自律性 」は 「自分の 作業 に集 中す るた めに ， より

他者と離れた空間 レ イ ア ウトが 望ま しい と感じて い た」，「時 間 的 自律性 」は 「本来 業務以外 の ことに時 間を

費やして しまうた め 時 間が不 足 するこ とが 多か っ た 」とい う質 問により測 定 ．

0 は ， それ ぞれ の パ フ ォ
ーマ ン ス に対 する満 足度を ，

「1 か なり不満 である」か ら「5 非常 に満 足 して い

る dの 5点尺 度を用 い て測 定．

逆 尺度 の イン デ ィケータは順尺 度 に修 正 済み ．各イ ン ディケ
ー

タに っ い て ， 得点 の 高 い 方 に網掛けをし

た ．
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　表 5は ， 設 計担 当エ ン ジニ ア を対象にした質 問票 の すべ て の イン ディケ
ー

タにつ い て ，
マ ル チ ツー

ル

社の 目標 原 価達成 ・未達事例 間 の 差異を分析した結果で ある．分析 の 結果 J5
％ 水 準で 有 意差 が認

め られた項 目の み を示 した．

　そ の 他の 企業の そ れぞれ に おい て ，目標原価達成
・未 達 事 例 間で 差異 が確 認 され たの は ，

ツール

の 有効性 に つ い ては ，

べ 一シ ッ ク
・ツ ール ズ 社 に お けるコ ス トテ ーブ ル （構想 段 階 ）の みで ある

価 ．ツ ー

ル 以外 の ア ーキテ クチ ャ能 力 および プ ロ セ ス 能 力の イン ディケ
ー

タで は ，

べ 一シ ッ ク・ツ ー
ル ズ 社にお い

て 「製造 部 門との 交流が 目標 原 価 達成に貢 献 （設 計段 階）亅，「サプ ライヤーとの 交流が 目標原 価達成

に貢 献 （設計段階）」JVE 社におい て 「部 品共 通化 目標 の 明確さ（構想，設 計段 階とも）」，
「生産 ， 物 流

部 門配慮の ため の 指示 亅，「営業部 門との 交 流が 目標原 価達成に貢献 （設 計段 階）」とい うイン ディケ
ー

タに お い て ，目標原価達成 事 例 に優位な差異が確認 され た ．また，VE 社 にお い て 「サプ ライヤーとの

意見 の 相 違 （設 計段 階）1とい うイン ディケー
タは未達事 例 に優位な差異を示 した ．

以上 の 結果を総合すると，部門
・プ ロ ジェ クト・組織間で の 調整 ・情報共 有に 関するイン ディケータに

つ い て ， 全社に 共通して ， 目標原価達成事 例に優位な差異が確認 されたとい える．

4．3　原 価企画 を支援す る組 織能 力 とア ウ トプ ッ トとの 関 係

　第 3の 分析 として ， 原価 企画 を支援 す る組 織 能 力 を独 立変数 ， アウトプ ッ トを従 属 変数 とした重 回帰

分析をおこなっ た，第2 の 分析で は ，す べ て の イ ン ディケータに っ い て 目標 原価達成・未達事例問の 差

異を分析 した が ，ここ で は ，重 回 帰分 析 に先 立 ち，組 織 能力 変数 とバ ーン アウト変数 に つ い ては ，主 成

分分析を行い ，そ の結果集約 された 変数 を用い る
iX
（表 6参照）．

　 そ の 結果 ，4社の 間 に共 通す る因果 関係 は確認 されなか っ た．すな わち，原 価企 画の 成功要 因とし

て 何らか の 組織能力を特定す るには至 らなか っ た．

　しか しなが ら，原価企 画を支援する3っ の 組織能力 間で は
，
ア ウトプ ッ トへ の 影響の 大きさに差がある

ことが確 認 された ，これ に っ い ては ，仮説検証 を通 じて 検討を加 える．

4．3．1 仮説 1a の検 証

　 順 価 企 画を支援す るプ ロ セ ス 能力 は ，製 品 コ ス ト・品質 ， 開発リードタイム に対 して正 の 効 果があるj

とい う仮説 は ，
「部 分 的 に」支持 される．「部 分 的」とは ，

ベ ーシ ッ ク・ツ ール ズ 社以 外 の 3社 におい て 「杜

外連 携 1変数 が パ フ ォ
ー

マ ン ス 変数 に対 して負 の 効 果 を示 すこ とがあ っ たため ，「正 の 効果 」だ けとは

言 い 難い ．

4．3，2　仮説 1b の検証

　 「原価 企 画を支援 するプ ロ セ ス 能力 の 製 品 コ ス ト・品質 ， 開発 リ
ードタイム に対す る正 の 効 果は ， 他 の

2つ の 組織 能力 に 比 べ て顕 著で ある」とい う仮説 にも修 正 が必 要 である ，3っ の 組織 能力 間の パ フ ォ
ー

マ ン ス 変数 へ の 影 響 力を比 較す ると， 原 価 企 画を支 援す る 「プ ロ セ ス 能 力とア ーキテクチャ 能力 」の 製

品 コ ス ト・品質，開発 リードタイム に対 する正 の 効 果 が
，

「ロ
ーカ ル 能 力」に比 べ て 顕著で あるとい う結果

が得られ た．

4．3，3　仮説 2 の 検 証

　 「原価企 画を支援する組 織 能力 は J
エ ン ジニ ア の 疲 弊 に対 して負 の 効果 をもつ 」とい う仮説も仮 説 1a

同様に概ね 支持される．しか しなが ら，例 外 として ，リトル ・ツ ール ズ 社で は 「設 計 方針 の 明確 さ
xi

」が 「情
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緒的消耗感」に，VE 社で は 「部門間移動を通じた 学kY　xii」が 「脱人格化」に対して 正 の 効果を示した ．

表 6　 重 回帰 分析結果 ： 原 価企 画 を支援す る組織能力 とア ウ トプ ッ ト （マ ル チ ツ
ー

ル社 ）

パ フ オ
ー

マ ン ス バ ーン ア ウト

製 品 コ ンセプ ト

　 の 実現

製 品 品 質 ・

機能性
開発リ

ー
ドタイム 製品コスト

情 緒 的

消耗感

個 人 的 達 成 感

　 の 喪失
脱人格化

β　　 t β t β t β t β　　 t β　　 t β　　 t

社 内統合 0．302 ．744

社 外連携 0．512 ，84 艸 ．0、25 一2．70零

P 独立性 と

自由度
0．583 ，92 ＊ ＊ ＊ 0504 ．37 零 ＊ 串 一〇．54 ・2．88 糊

過度 ツ
ー

ル依存

か らの 自律
一〇．62 ・4．36 舛 ＊ 一〇．54 一3 ，01 艸

設 計上 の 制約 o，522 ．92 林

目標原価設定

と達成の ため

の 情報活用

0．472 ．46 零 0262 ．69 串

A 製品 コンセプトと

設 定 目標の

　 整合性

0，412 ，67 ＊ 0．404 ，15＊稗

スケシヨー
ルの

　 把握
0383 ．88 宰牌

VE 事例集，
　 　 FD

L
設計事例集，
デザイン ・レビュ

ー 0412 ．67 ホ 0，282 ，89 串

VE ・0．37 一2 ，61ホ

コ ス トテーブル 0．502 ．67 癖

A 〔加 st　R −square0 ．18 0．32 0，66 0，83 〔｝、30 O．55 O，26

F 6．07 ＊ 6．52榊 12．38牢畔 17、03＊＊＊ 5．82 ＊ ＊ 15．02＊ ＊ ＊ 9．07寧 窄

　＊＊＊p＜O．OOI；＊＊p＜O．Ol；＊p〈0．05．ス テッ プ ワイズ法．ステッ プワイズ の た めの 投入 基準はF ＝ 2を適用した ．複数
の モ デル の 選 択 に 当た っ て は ，独 立 変数 の 有 意水 準 がす べ て5 ％ を越えない 範 囲 で 構成 されるものを採 用し た．

　βは 標準化係数，tは t値 ，　P ：プロ セス 能力，　A ：ア
ー

キテクチ ャ能力，L ：u 一
カル 能力．

　 「社内 統合」次 元は ， 社 内 の 「共 通 の 目的意識」と「情報共 有」イン ディケ
ー

タが高 い 因子 負荷量 を示 した 因子

で ある．表 1に示した 5つ の 自律性 イン デ ィケ
ー

タの 主成分分析 の結果 ， 表 1の先 の 4 つ の イン ディケ
ー

タが高 い 因

子 負荷量を示 した第 1因子 「独 立性と自由度」と， 第 2因子 「過度 の ツ
ー

ル 依存か らの 自律」が 抽出され た．ア ーキ

テクチ ャ能 力イン ディケ
ー

タの 因子 分 析 の 結 果 ， 抽 出され た第 1因子 「設計 上 の 制約 」は，「他部 門へ の 配慮」，

「目標原 価 の 達成 可 能性 （
一

）」，「複数 月標 間 で の トレ ードオ フ 解 消の た め の 基 準 の 明確 さ」，第2 因子 「目標 原

価設 定と達成 の た め の 情報活用 」は ，
「必 要な情報 の 所在の 明確 さ」と「目標原価 の 開発途 中で の 固定性」が相

対的に高い 因子負荷量 を示 した ，

4．3．4　その他 の発 見事実

　本調査 を通じ て は ， 仮説 検証 以 外 にもい くつ か の 示 唆に 富む発 見事実があっ た ，

　第 1に，パ フ ォ
ー

マ ン ス 変数 間の トレ
ー

ドオ フ である，表 6 にお ける「社外連携」の パ フ ォ
ー

マ ン ス 変数

へ の 影 響を見ると，「製品 品質 ・機能性 」に対して は正 の 効果を示 す
一方 で ，「製品 コ ス ト」に対して は負

の 効 果 を示 して い る、リトル ・ツ ー
ル ズ 社 で も「社 外 連 携」が 「開発 り一ドタイ ム 」に 正 ，「製品 コ ス ト」に負

の 効果 を示した
XU ：，こ の 結 果 の 解釈 として は ，   製 品 開発 業 務 に 常に っ きまとう複数 目標 間の トレ ード

オフ が顕在 化 した結 果 ，   サプライヤー企 業に とっ て の 情 報 共有 は，アセ ン ブラ
ー

に対するコ ス ト構造

の 透 明化 を招 くこと，   Win −Win 関係 の 構 築 は ，
ア セ ン ブラーか らサプライヤー へ の 過度の 原価 低減
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圧力 を減少 させ
， 短期 的 に はア セ ン ブラ

ーの コ ス ト目標 にネガテ ィブな影響 を与 えるこ とな どが考えられ

る．

　第 2に ，
パ フ ォ

ーマ ン ス 変数 とバ ーン アウト変数 間の トレ ードオ フ で あ る．リトル ・ツー
ル ズ 社にお い て ，

「設計方針の 明確さ」が f製品コ ス ト」および 「情緒的消耗感」の 双 方 に対して 正 の 効果を示した ．

　第 3に ，「手 法依存症候群」（加 登
，
1998）の 兆候を示 す変数が，「個人 的 達成感 の 喪失」および 「脱

人格化」に対して 正 の 効果を示 したXiv．

　第 4に ，「製品 コ ン セ プトの 実現 」を従属 変数 とした 回帰分析 の 調整 済決定係数を 4社間で 比 較する

と
， 興 味深 い 傾 向を示した．それは ， 原価企 画 体制が相対 的に整備 されて い る2社では 低く（マ ル チ ツ

ール 社 は 0．18，ベ ーシ ッ ク
・
ツ
ー

ル ズ 社 は 回 帰式 を導 出できず ）， 整備 状 況 の 相 対 的に低 い 2社で は高

い （リトル ・ツール ズ 社で は 0．50，VE 社 では 0．35）とい う傾向 であっ た．こうした傾向は ， 調査 対象 企 業

にお ける現状で は ， 原価企 画 を支援する組織能 力 が ， 製品 コ ン セ プトの 実現に対して は J 他 の パ フ ォ
ー

マ ン ス 変数 に 対 する よりも弱い 影 響し か 持たな い 可能性 を示 唆 して い る ．

　第 5に，原 価企 画を支援するプ ロ セ ス 能力 とアーキテクチャ能力 の 影 響力 が ，ロ ーカ ル 能力よりも大き

い とい う傾 向は ，原 価企画 の パ フォ
ー

マ ン ス 変数に対 して だけで なく，バ ー
ン アウト変数に つ い ても同様

であっ た，

5 ． むすび

　本研 究で は 「同じ企 業の 中で
， 同様の 原価企 画支援ツ ール 類を利用しながらも ， 原価企 画の パ フ ォ

ーマ ン ス に差 が 生じるの はなぜ か 」とい うリサーチ ・クエ ス チ ョ ン に取 り組 む べ く，製 造企 業 4 社 に対す る

質閙票調 査 に基づ き，3つ の 分析 を実施した．

　第 1の 分析 はツ ール の 理解 度と有 効性 の 相 関分析 で あっ た ．続 く， 第 2 の 分析で は ， 目標 原価 達成 ・

未達事例間で の 組織能力の 相違を分 析した．以 上 の 2 っ の 分析 結果とその 解釈は次の 3点に集約さ

れる ，第 1に
， 導入 期に あるツ ール の 有効性 と理 解度に は正 の 相関関係 がある．第2 に ， 目標原 価達

成 ・未達事例間で は ，ツ
ー

ル の 有効 性 の 差 異はそれ ほど確 認 で きなか っ た ，但 し，構想 段 階で 利用 可

能 なコ ス トテ
ーブル の 有効性 に っ い て は ，目標 原価 達成事例 に優 位 な差 異 が確 認 できた ．第 3に ，目

標原価達成 ・未達事例間で 差異が 多く確 認 されたの は，「源流管理 」と「部 門 間，プロ ジ ェ クト間，組織

間で の 調 整お よび情報 共有 」に 関す る組織能 力で あっ た．回 帰分析 の 結果からは ，4 社 に共通す る原

価 企 画 の 成 功 要 因として の 組 織 能 力 を特 定す るこ とは できなか っ たが ，
こ の 2 つ の 変数 は原 価 企 画 の

成功要因の 有 力な候 補でありJ 今 後 の 追加 的調査 ・分 析が必 要で あろう．

　続い て 第 3の 分 析 の 結果か ら， 原価 企画 の パ フ ォ
ーマ ン ス およびバ ーン アウトへ の 影 響は ，

ツール 類

の 整備よりも原価企 画 活動を支援する組 織構造 お よび 組 織プ ロ セ ス の 方が大きい こ とを確認 した ，

　しか しながら，そ の
一

方で ，個別 の 組織能力変数が ，アウトプ ッ ト変数に 対して 正 負双 方 の 影響力 を

示す など ， 組 織 内部 および組 織ネ ッ トワー
クにお ける様 々 なトレ ードオフ の 存在も浮き彫 りになっ た，こう

した トレ ードオ フ の 中で も，とりわ け，調査 対象企 業 4社の うち3社に お い て
，

「杜外 連携」変数が原価企

画 の パ フ ォ
ー

マ ン ス に対 して負の 効 果を示 した こ とが特徴的で ある．こ の 発 見事実に対 して若干 の 解釈

を加 えたが，組 織 間 コ ス トマ ネジメン トに 関する重 要なイシ ュ
ー

として ，追加 的調 査 が 必 要で ある．

　また ，
こうしたトレ

ー
ドオ フの 存在は ， 原 価企 画 の 普遍 的な 成功 要 因 を特 定する こ との 困難さを示 す

一方で
， 原価企 画の 支援体制 に は 全体シ ス テ ム とし て の 総合力が 重要 で あるこ とを示唆して い る．

　 さらには J 手 法依 存 症候 群 の 兆候 が ， 設 計担 当 エ ン ジ ニ ア の 疲 弊 に結 び つ くとい う逆機 能 現象 を確
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原価 企 画 活 動 を 支援 する組織 能カ
ー質問 票調査 に よる基礎 分析 一

認 した，

　最後の 分析結果として
， 他の パ フ ォ

ーマ ン ス 変数に比 ぺ て 「製品 コ ン セ プトの 実現 」に対する原 価企

画 を支援する組 織能力 の 説 明 力 が 低い 可 能性 を示 唆した ，調査対象企 業の 原価 企 画 の 現 状 に お い

て ， 製 品 コ ン セ プ トの 実現 とい う目標 が コ ス ト，品 質，納期に 比 べ て ，視 野 外 に置か れることで ，開発 当

初 に提 示された製品 コ ン セプ トを体現し得ない 新製品 開発活動 が展 開され て い るとす れ ば ， 原価 企 画

の 新たな逆機能 とい える，こ の 点 に っ い て も追加 的調査 が必 要で ある．

　以 上
， 分析結果と解釈 につ い て 要約するとともに ， 今後 の 課 題に つ い て 整理 した．調査 ・分析の 結果 ，

い くっ か の 経 験 的証拠 を得ることができたと同 時 に，さらなる研究課題も生 じてきた ，これ らの 課題 に つ

い て は，稿を改 めて 取り組 む こ とにする，
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注

t
原価企画研 究文献 につ い て は，日本会計研究学会 （1996），田中 （1995）および 門 田 （1994＞の 巻末リス ト

に，原価企画研究 の文献サーベ イに っ い て は吉 田 （2000）に示 され て い る．
il

概念整理 の 詳細 につ い て は吉田 （1998）に示 され て い る，
皿

バ ー
ン ア ウトとは 「過度で 持続 的なス トレ ス に対 処できず に ， 張りっ め て い た 緊張が緩み ，意欲が急速に萎

え て しまっ たときに表 出される極度の 身体疲労と感情の 枯渇に 関する症状 （田尾 ， 1991 ， 55 頁）」， 情緒 的

消耗感とは 「自身の 仕事 に心身 ともに疲れ果て，もう何もしたくない 感情 （同 76 頁）」，個人的達成感の 後退

とは ，
「仕事に対する得意や達成感に関する感情で あり，

バ ー
ン アウトにかか ると， で きない

， できそうにもな

いとい う気持ちになる（同 76 頁）」，脱人 格化とは，ヒュ
ーマ ンサービ ス におい ては対峙する 「人たちに対する

無情な ， あるい は 人 間性 を欠くような感 情や行動 （同 76 頁）」と定義 される．
’V

ツ ール の有効性は ，各ツ ール が原価低減の ため にどの 程 度有効で あっ たか を「1 全く有効でなか っ た 」か

ら「5 非 常に有効で あっ た 」の 5点 尺 度により測 定 ，またツ
ー

ル の 理解度 は 「1 全 く理解して い なか っ た 」か ら

「5 十分 に理解 して い た 」の 5点尺 度 により測 定．
v
楠 木他 （1995）の 調査にお い ては ，

「開発 効率」を「開発 コ ス ト」，
「開発 投 資効 率」，「開発リ

ー
ドタイム 」，

「生 産 へ の 移行 の 迅 速 さ」， 製 品 品質を 「製品 市場化 の 時 間 的先 行 性 」，「製品 の コ ス トダウン 」，
「機能 ・品質

の 完成度 の 向上 」，
「要素技 術レ ベ ル の 改良」とい う下位 変数の 加 重 平均 により測 定して い る．

vi 「原価 企画 教育内容 」は，基 本理 念 （3問），手続き（2 問），ツ ール （16 問）に っ い て 設 問した．「ツール の

利 用率」は ， 表 1 に示 すツ
ー

ル 類 に つ い て ，設計担 当エ ン ジ ニ ア に対する質 問票に基 づ き， 相対的に 評 価 し

た．
WU

質問票 にお い て 「構想段階とは ， 製品単位の 設 計 目標 （例 ：製品機能 ， 品質 ，
コ ス トなど の 設 計対象に 関

する 目標）が設 定され て 以後 ，実際に試 作図面を作成し始め る まで の期 間を指し，設計段 階とは，実際に設

計 ・試作を繰り返 し正 式 図面 が 作成され るまで の 期間を指します 」と定義し，冒頭 に示 し た ．
「 u

但し， リトル ・ツール ズ社 につ い ては，目標原価達成 ・未達 事例 問 の 区 分 の 妥 当性 に疑 問が生じたため，

第2 の 分 析 か らは 除外 して い る．
・m 独 立 変 数に つ い て は ， 質 問調 査 票 の 各イン ディケ

ー
タを ， 組 織能力 の 3 つ の レ イヤ

ー
ごとに主 成 分分析 を

行 うこ とで ， イン ディ ケ
ー

タの 信 頼 性 の 検討を実施 した ，そ の 結 果得られ た各イン デ ィケ
ー

タの 因子 負 荷 量 の

相対的に 高い 集 約因子 （2から7個）を独 立 変数として 用い た，

　 また 3っ の レ イヤ
ー

の 組織能力す べ てを独 立 変数とするフル モ デル の 回帰分 析に先立 ち，ひ とつ の レ イヤ

ー
の 組織 能 力 の みを独 立 変数とした 回帰 分 析も試 みたが ，フ ル モ デ ル による回 帰分析 の 方が，決定係数も

高く， より多くの 関係 を確 認す るこ とが で きた ．
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x 「社外連携 」は，サプライヤ
ー

企 業とアセ ン ブリー企 業との 「共通 の 目的意識 jお よび 「情報共有 」とい う2つ

の イン ディ ケータを用 い て 測定した．
Xi 「部品共通化 目標 の 明確さ」，「設計 目標 の 優先順 位の 規定 」および 「設定 目標原価 の 管理 可能性 」とい

う3っ の イン デ ィケ
ー

タが 高い 因子 負荷量を示 した 因子 ，
ni 「ジ ョブ ・ロ ーテーシ ョ ン 」および 「オ ン ・ザ ・ジ ョブ の 知識 習得」の 2 つ の イン ディケ

ー
タが高い 因子負荷量を

示した因 子 ，
血 VE 社で も，

「開発 リ
ー

ドタイム 」に対 する 「社外 連携」の 負 の 効果を確認 した ．
Xiv

表 6で は，表記 の 統
一

の ため 「過度の ツ
ー

ル 依存か らの 自律 （逆尺 度）」とい う表現を用 い たが ， 質 問票 で

は 「さまざまなツ ール やデータベ ース に頼るあまり，自分 自身の 創造性が発揮で きなか っ た 」と設 問して い る，
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〈論文要旨〉

本稿で は，日本 の 多国籍企業を対象 に したア ン ケート調査を用 い て，財務管理 の 集 中化と責任 会計との 関

係 に つ い て調査 した．財務管理 の 集中化とは，多国籍企業内の 子会社の 資金 を集 中管理 し ， 企業グル
ープ

内で の キ ャ ッシ ュ フ ロ ー
の 最大化を目指す国 際財務 管理 を指す．この ため の 手 法として，本調査で は，リーズ

＆ ラグズ，マ リ＝ ネ ソテ ィ ン グ ， リ・インボイス をとりあげた，財務管理 の集 中化は ，企業グル ープ全体の 効率

を高め る
一方で ， 個々 の 子会社の 財務指標を歪 め ， 管理 会計の ひ とっ で ある責任会計に影響を与える可 能

性 がある。そこ で ，多国籍企 業は財 務管理 の 集中化がもたらす影響を業績管理 上どの ように調 和させようとし

て い るの か に つ い て 研究した．研 究にあた っ て は，ア ンケ
ー

ト調査を行い ，これ に共分散構造分析を適 用 し

て モ デル を構築した．そして ，こ の モ デル に基づ き3っ の 仮説を設定した．

〈キーワード〉

多国籍企業 ， 国際財務管理 ， 財務集 中化，業績評価 ，
ア ン ケート調査

The 　Relationship　betWeen　the　Centralization　ofFinancial 　Operations

　　　　　　　　 and 　Responsibility　Accounting　Practices：

　　　　　A 　Mail　Survey　of 　Japamese−Based　MU 　Itinational　Enterprises，

Makoto　Tomo

Takayuki　Asada

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstract
We 　conducted 　a　mail　survey 　in　order　to洫vestigate　the　relationship　between　the　centralization　of　financia1

0perations 　and 　responsibdhty 　accounting 　practices　among 　Japanese　mukinational 　enterprises （MNEs ）．　The

centralization 　of 　financial　operations 　in　this　research 　refers 　to　a 　set 　of 　techniques 　that　aim　to　maximize 血e

cash 　flow　of 　the　MNEs 　as　a　whole
，
　which 　include　leads　and 　lags，　matching ，　nett加g，　re−invo至cing ，

　and 　so 　on ．

Although　it　improves　profits　of 　MNEs 　as　a　whole ，　it　may 　hurt　the　incentive　systems 　of 　each 　profit　center ．

Through　conducting 　the　analysis 　Qf　covariance 　structure 　from　survey 　data
，
　we 　derived　three　hypotheses．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Key 　Wbrds

MNEs ，　 Intemational　Financial　Management ，　 Centralization　of　Financial　Operations，

Perfbrman  Evaluation，　 Mail　Survey

2001年 5月28日　 受付

2001 年 10月 16日　 受理

＊
福山平成大学経済学部

†大阪大 学大 学 院 経 済学 研 究 科

Submitted　281〜圧ay 　2001．
Accepted　160ctorber　2001 ．
Faculty　ofManagement ，Fukuy 日ma 　Heisei　University
Gradu 毋te　School　of　Economics，Osaka　University

53

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管 理会計学　第 10 巻 第 1号

1． は じめに

連結経営が 注 目される中，多国籍企業で は，為替や国に よる税率の 差などをコ ン トロ
ール し財務効率を高

めることが課題とな っ て い る．近 年，金融技術や情報技術の 発達 によっ て財務管理 コ ス トが低減 して い る

こともその 背景に ある，

財務管理と責任会計 は，最終的に 全社の利 益やキ ャッ シ ュ フ ロ
ー

の 最大化を目指す 点で 共 通するとしても，

その ア プ ロ
ー

チ の 方法は 異なる．財務管理 は全社的観点か ら働きか けるの に対し ， 責任会計は部 門管理 を

基礎として 間接的に働 きか ける．ゆえ に，これ らの 間 に コ ン フ リクトが発生する余地 が生 ずる，全体最適を目

指す財務管理 に重点をお くと，子 会社にとっ て管理不可能な範 囲が 大きくなりイン セ ン テ ィブ に 影響を及 ぼ

す．逆に，イン セ ン テ ィブを重視した 責任会計に重点をおくと， 全体の キャ ッ シ ュ フ ロ
ー

や 利益 の 最大化が 難

しくなる．た とえ ば，国際振替価格に か ん して ，多国籍企 業で は ，プロ フ ィッ トセ ン タ
ー

間の 利害を調整すると

い う観 点か らでは なく，国による税率の 違い を利用 し節税するため ，もしくは通貨規制を回避するため とい っ

た グル
ープ全体 の 観点か ら利用するこ とがある．そ の ような場合 ，なん らか の 調整をしない 限り，子 会社の 財

務業績は 自身で 管理不 可能な影響を受けるこ とになる．

この 点に 関して ，Shapiro（1992，　 p，378）は ，「グル
ープ全体にお ける税引き後の キ ャ ッ シ ュ フ ロ

ー
の 最大化

を 目指す財務管理 を採用する場合 ，プ ロ フィッ トセ ン タ
ー

の 業績 が真の 子 会社 利益 を反映するよう調整す べ

きである1と指摘してい る．また ，
AAA の レポー｝・（1973，　 pp．157−159）は ，

「多国籍企業では 国 による税率の 違

い を利用 した節税が行 われ るこ と等により，プ ロ フ ィッ ト・セ ン タ
ーをベ ー

ス とした業績評価は うまく機能 しな

い 」ことを指摘して い る．

そ こで本稿で は ， 企 業の グロ ーバ ル 化 に伴い 財務管理の 集 中化が なされて い るか ， そ の 結果 ，責任会計

に影響を与え て い るか につ い て ，ア ン ケ
ート調査 にパ ス 解析 の 手法を適用 して分析する，分析に先立っ て想

定した作業仮説は 以下の とお りで ある．グ ロ ーバ ル 化の 成熟度が 増すに つ れ，財務 管理 の 集 中化を図るよう

に なる（作業仮説 1），成熟化すると分権化が進むもの と考えられ ， その 結果 ， 客観的な財務指標を重視する

ようになり，また ，
セ グメン ト財務諸表や責任会計用の財務諸表を用い た管理 を行うようになる （作業仮説 2）．

財 務管理 の 集 中化を図 っ て い る企業で は海外 子会社の プ ロ フ ィッ トセ ン タ
ー
概念が 希薄になるため ，財務指

標の 重視度が 下がり（作業仮説 3），セ グメン ト財務諸表や 責任会計用 の 財務諸表を使 っ て 調整 した業績を

用い る（作業仮説 4）．そし て最後に，財務管理の 集 中化と責任会 計との 関係に つ い て仮 説を設定することが

本稿の 目的で ある．

2． 調査 の概要

2．1．調査対象企業

調査対象とした 日本企 業は，1998年 4月時点で 上場して い る製造業 健 設業を除く）の うち，東洋経済新報

社 の 『海外進出企業総覧 1997年度版』にお い て海外に 2社 以上 の 子 会社を有すとされて い る企業で，か つ ，

連結財務諸表に為替換算調整勘定が計上 され て い る企業，495 社である．また ，外 資系企業に っ い ても調

査したが本稿で は分析の 対象として い ない ，

2．2．調査方法

調査票は，1998年 4 月 28 日に ， 締め切りを 1998年 5A30 日として経理
・財務部門の 責任者あて に 個人

名で 送付した，担当部署の 選定 にあた っ て は ，ダイヤモ ン ド社の 『会社職員録 1998年版』等を用 い て，  経

理部門，  財務部 門 ，   管理 部門 ，   総務部門 ，   社長の 順 に優先順位をつ けた．
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　 　 　 　 　 財 務管理 の 集 中化 と責任 会計

一
日本の 多国籍企 業 に対 す る ア ンケ

ー
ト調 査 を 中心 と して

一

2．3．質 問調査 票 の 回収状 況 と代表性の 検定

日本企業 495 社に調査票を送付し，
175社か ら有効回答を得た，有効回答率は 35％であっ た．回答企業が

母集団を代表して い るか否 かを確認するため に ，1997年 3月 期の 連結総資産 と連結総資産 回 転率を用 い て ，

コ ル モ ゴ ロ フ ・ス ミル ノブ検定を行 っ た ．その 結果，両変数ともp値は 0．1 以上 で あり，母 集団と回 答企 業群 の

分布が 同
一

で あるとい う帰無仮説を棄却することはできなか っ た．この ことか ら回 答企業 は母集 団を代表して

い ると考えられ る．

3． 財務管理 の 集中化手法 とその 利用実態

国際財務で用 い られ る為替や金利等の 変動リス クを企業の 期待する範囲内に コ ン トロ
ー

ル しようとする財務

手法には ，まず ，為替予約 ，通貨 ス ワ ッ プ ，通貨オプ シ ョ ン がある．これ らは ，
一

般 にデリバ ティブズ と呼 ばれ

る、この 他 に ， リーズ ＆ ラグズ （企業グル ープ の 中で財務流動性 をシ フ トさせるために，支払 い を早めたり遅く

したりする方法），マ リ
ー （輸入 などによる外貨支払 い と輸 出などによる外貨受取 の 見合 い を図る方法），ネッ

ティング（複数の 企業間で 発生 する決済情報を特定機関に集中し外貨建債権債務を相殺する方法），リ
・
イン

ボイス （グル ープ 企業 間で貿 易取引等 を行う場合 ， 必ず ，
セ ンターを間に挟ん で 取引を行う方 法）などがあ

る．

前者は ， 個々 の 商取引 ， あるい は子 会社単位でリス ク・コ ン トロ
ー

ル しようとするもの である．これ に対 し，後

者は ，為替や金利等の 変動リス クを主 に企業全体として コ ン トロ
ー

ル しようとするもの であり，財務 活動を専門

的職能に集 中することで コ ス ト削減を図る側 面がより強くなる．とくに，後者は企 業グ ル ープ 内の 複数の 部門

問で の 取引を特定の 部門に集中して ， そ こで全社の リス ク・コ ントロ
ール を行 う点 に特徴 がある．その ため，表

1に示すように，企業グル
ープ全体 でリス ク・コ ン トロ

ー
ル を最適化しようとする行動が，個 々 の 子 会社単位で

みると管理 不 可能な影響をそれ ぞれ の 財務諸表等 に及 ぼす結果 ，業績評価を困難にする可 能 睦もある．本

稿で は，後者の 諸手法を総称して 財務集中化手法 （以 下 ， 財務手法と略称するこ ともあ る）と呼ぶ 、

本節で は，まず ，国際財務で 用い られる上述の 目的に沿 っ た手法 につ い て 利用実態を概観する．つ ぎに ，

財務集中化手 法の 採用 有無 で ， グロ ーバ ル 化 の 成熟度 ， 業績評価指標 の 重視度合い
，
セ グメン ト別財務諸

表や管理 用の 財務諸表 の 利用がそれ ぞれ 異なるか に つ い て 分析する．

表 1 財務管理 の 集中化手法が 子会社の 財務諸表等に及 ぼす影響

財務管理手法 貸借対照表 損益 計算書 キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

リ
ーズ＆ラグズ 債権 ・債務金額を変動

させる

債権 ・債務 に対する金利

相当額を変動させる

債権 ・債務 の 決済資金の

受取 ・支払 い タイミン グを

変動させ る

マ リ
ー

（マ ッチ ン グ）

現地 通 貨建 て の 債権 ・

債務金額を変動させ る

債権 ・債務の 為替差損益

を発生させ る

現地 通貨建 て 債権 ・債務

の 受取・支払 い 金 額を為

替差損益分 ，変動させ る

ネッ テ ィン グ 支払 い 条件変更 によ り相殺 を行 い ，リ
ーズ ＆ ラグズと同じ影響を与える

り・インボイス り一ズ ＆ラグズや マ リー（マ ッチ ン グ）と同様の影響を与える

これ に 加 え ，振替価格変更で利益額や税金を変動させ る
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3．L 財務管理 手法の 利用実態 と企業の 分類

各種財務管理手法の 利用 につ い て J 調査対象企業における利用状況を表 2に示す．一番利用されて い る

の は為替予約で あり81％の 企業が導入 して い る．これに ， 通 貨ス ワ ッ プ ， 通貨オプ シ ョ ン ，ネッ テ ィン グ，マ リー

が続く．財務集 中化手法の うちい ずれか を採用 して い る企業は，175社 中 72社 （41％）で あ っ た．また ， 現在利

用 を検討して い るもの として は ，
39％の 企 業がネッ テ ィン グをあげて い る．これ は ，1997 年 の 外 国為替管理 法

の 改正 で ，日本 を含むネッ テ ィン グが利用で きるようにな っ たことを反映して い るもの と考えられ る．

表 2 財務管理手法の利用実態

個別に利用可能な手法 財務集中化手法　　 務手法

利用 有無

為替

予約

通貨
　　 o
スワップ

通貨

オプション

り一ズ＆

ラグズ
マ リ

ー ネッティング リ・インボイス

利用 してい る 141 74 50 11 41 44 20

利用を検討中 5 3 9 4 10 65 6

利用せ ず 26 91 106 123 95 54 114

不明 1 2 2 23 17 4 20

欠測値 2 5 8 14 12 8 15

計 175 175 175 175 175 175 175

利用率　　　 　　 8捌 42％　　　　　　　29％　　　　　　　　6％　　　　　　　23％　　　　　　　25器 11％

3．2．財務集中化手法 と子 会社の海 外進 出初年度 との 関係

財務集中化 手法と子会社 の 海外進出時期の 問には関係をみるため に ， 財務集 中化手 法の 採用有無と最

初に子会社が海外進出した年度との 間で クロ ス分析 を行 っ た （表 3）．財務集中化手法を利用して い る群で

は ，

’61〜’70 年に初めて子会社が海外進 出した企業が最も多い ．これ に対して ， 財務集 中化 手法を利用して

い ない 群で 最も多い の は ，
’81〜’90 年で ある．以上か ら， 財務集中化手法を利用してい る企業 は ， 相対的に

早くから海外進 出して い ることがわかる，

表 3 財務集中化手法の 利用と子会社海外進出初年度の ク ロ ス 分析

海外に子会社が初めて進出した年度

〜

’

60
聾

61〜

躍
70

’
7ユ〜

’

80
’

81〜

’

90
’

91〜 合計

利用せ ず 3 23 30 31 1 88
財務集中

化手法
利用 して い る 13 28 15 8 1 65

計 16 51 45 39 2 153

独 立 性 の 検 定結果 「カイ2乗値＝22．4，自由ue＝ 4，　 p値 ＝ o．00j

3．3．海外子会社マ ネジ ャ
ー

の 業績評価における各指標の 重視度

親会社 が海 外子会社 マ ネジャ
ー

（社長）の 業績 を評価 する際 における指標の 重視度 （5段階評価）を表 4

に示す ．回答した全企業につ い て ，
「非常に重視する」と回答した割合 をみると， 財務指標 （税引き前利 益が

47％， 税引き後利益が 35％）と非財務指標 （品質が 40％，顧 客満足度が 33％）の 重視度はほ ぼ同水準で ある．非

財務指標の うち品質や顧客満足 度の 重視度が高い の は，これ らが経営上満たす べ き基本的な要素で あるた

めと考えられ る．また，新製品 開発を 「重要で ない 」とする割合が他 の 指標と比 較して高い の は ， 海外子 会社

にそ の 役割 を負わせ て い る企業が少ない ためで あると考えられる．
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表 4　親会社が子会社マ ネジャ
ーの 業績評価上重視する指標

財務指標 非財務指標　　　 指標

重要視

度合 い
売上 高

税引き

前利益

税引き

後利益

売上 高

利益 率

資本

利益 率
シ ェ ア 品質

新製品

開発

顧客

満足度

1 重要 でな い 1％ 0％ 1％ 0％ 0％ 2％ 2％ 6％ 1％

2 あまり重要で な い 2％ 2％ 2％ 2％ 8％ 6％ 1％ 18％ 3％

3 中程 度 27罵 12％ 22％ 31％ 38％ 35毘 22器 41％ 27％

4 かなり重要 40％ 38％ 37％ 35％ 30％ 34％ 32％ 2G％ 31％

5 非 常に 重要 30％ 47％ 35％ 28％ 21％ 19％ 40％ 9％ 33％

欠測値 1％ 2％ 3％ 3男 3％ 5％ 3％ 6罵 4％

計 100％ 100瑠 100毘 100％ 100路 100％ 100％ 100％ 100鬼

さらに，各指標に つ い て財務集 中化 手法 の採用 有無で グル ープ分 けし，平均値の 差の 検定を行 っ た，そ

の結果 ，唯
一

，シ ェ ア の みが統計的に有意であっ た．これは，財務集中化手 法を採用する企業で は，早くか

ら海外進出して い る企業が多く， すで に確保した シ ェ ア を維持し高めることが重要とされて い るからで あると思

われる．

表 5 財務集 中化手法の 利用有無によ る業績評価指標の平均値の 差の 検定

財務集 中化手法　　 定統計量

指標

利用 した

群 の 平均

利 用 しない 群

　 の 平均

t一値 自由度 P 値

売上高 4．0 3．90 ，27 1550 ．79

税引き前利益 4．3 4，30 ，20 1560 ．84

税引き後利益 4，0 4，1 一〇，24 1560 ．81

売上高利益率 4，0 3．90 ．61 1560 、54

資本利益率 3．7 3．60 ．27 1560 ．79

シ ェ ア 3．9 3．52 ．58 1560 ．01

品質 4．1 4．10 ，26 1560 ．80

新製品開発 3．1 3．10 ，57 1560 ．57

顧 客満足度 4。0 4．0 一〇．01 1561 ．00

3，4．責任会計 目的の 財務諸表の 作成

業績評価にあたっ て 公 平な評価を行うため に ， 財務集中化手法の 採用が子 会社 の 財務諸表等 に与える影

響を考慮して い るか 否か が問題 となる．表 6の クロ ス 分析に示 すとお り， 管理用の 財務諸表と財務・税務報告

用 の 財務諸表 と作成基準が異なる企業 （図表 中で は f会計処 理 の調整 あり」と表 記）の 割合 は，財務集 中化

手法の 採用有無にかか わらず約 30％であり， 統 計的 にみ ても差はない ．

責任 会計用 の 財務諸表 の 作成基準が報告用と異なる企業 にお けるそ の 目的は，国による会計処理 の 違 い

の 調整や連結管理の ためとする企業が多い ．為替や送金方法が財務諸表 に 与 える影響の 調整 を 目的 として

い る企業は 51社中 4社しか ない ，これは ， 財務集中化手法が報告用の財務諸表に与える影響を認識してい

ない ，もしくは認識していたとしても， その 調整 コ ストに見合う効果が期待できない とい う理 由が考えられる，

57

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管 理 会計 学　第 10巻 第 1号

表 6　財務集中化手 法と管理 用 の財 務諸表の作成有無

作成して い る　　 理用の 財務諸表

　　　　 成有無

財務集中化

手法の 利用 有無

作成

せ ず
会計処理 の

調 整なし

会計処理 の

調整あり

合計

会計処理を

調 整して い る

　 割合

利用 して い ない 36 39 28 103 27％

利用 して い る 29 20 23 72 32跖

計 65 59 51 175 29％

独立性の検定結果「カイ2乗値＝玉．9， 自由度＝2， p値＝0，38」

4． 共分散構造分析

本節 では，これまで個 々 に見てきた変数 を用い て ， 企業がグロ ーバ ル 化し成熟するに従 い ，どの ような パ ス

で 財務集 中化手 法，業績管理に用 い る財務指標，管理 用 の 財務諸表等に影響を与えるか につ い て 共 分散

構造分析を適用する．以下で は，複数作成した モ デル の 中で ，モ デル の 適合度が相対的に 高か っ た 1つ を

とりあげ考察する．

4，1．デ ータ とモ デル の 設定

共分散構造 分析 は，ア ン ケート調査で得た観 測デー
タを用 い て ，

4 つ の 潜在変数か らなるモ デル を作成し，

ALMOS4．O 日本語版を使用 し最尤 法にて推定した ．なお ，モ デル は結果の みを 4、3項 の図 1に示 す．

分析 を適用するにあた っ て ，データは次の ように 扱 っ た．まず，それぞれ の 潜在変数は ，次の 観測デー
タ

で 構成するもの とした，「成熟度」は，欧州，北米 ，
ア ジア へ の 進出時期 ，

「財務集 中手法 」は，ネ ッ ティン グ，

リ・イン ボイス
， リ

ーズ＆ラグズ
，

マ リ
ー

の 採用有無 「財務指標」は売上高 ， シェ ア の 重視度 ， 階 理 手 法 へ の

影響」は セ グメン ト財務諸表 （図表中で は財務諸表をFS と略記することもある）と，管理用 の 財務諸表 の 採用

有無で構成するもの とした，つ ぎに， 各潜在変数を構成するグル ープ ごとにみて ， す べ て非回答の グ ル
ー

プ

がある場合 ， そ の サ ンプル は除外した ．なお ， 本稿で示 すモ デル 以外 に ， 個別 に適用可 能な財務手法 （為替

予約，ス ワップ ，オ プシ ョ ン の 採用有無で構成），財務運営組織（財務統括会社，金融子会社の 有無で構成）、

非財務指標 （業績評価 にお ける品質，新製品開発 ，顧 客満足度の 重視度で 構成），財務意識 （為替リス ク，

節税，資金効 率性 の 重視度で 構成）等を用い た分析も行 っ た．こ れらすべ て で 共通の デー
タセ ッ トを用 い た

ため，分析に使用したサン プ ル 数 は ， 全 175サンプル の うち 150サンプル （86％）となっ た．

っ ぎに ， 潜在変数を構成するグル ープ内で は ， 数値が大きくなるほど高い 程度を表す ようにデ ー
タ変換 し

た。まず，「成熟度」で は，進 出時期 が早 い もの を 6とし，数値が高い ほ ど成熟して い る ように ス ケ
ー

ル を変換

した ，欠損値は非進 出と見なし0とした．「財務集中化手法」で は，不明を1
， 非採用を2，検討 中を3，採用を

4
， 欠損値は 0 とした ，数値の 高い もの ほ ど ， 財務集 中化手 法を採用する傾向を表す．「財務指標 」で は ， 考

慮しない もの を1，よく考慮するもの を5とし，数値が高い ほどよく考慮してい ることを表す，また ，欠損値は 0と

した，階 理手法 へ の 影響 」で は ， 管理 用の 財務諸表 につ い ては ， 作成して い るもの を2，作成して い ない も

の を 1
， 欠損値をOとし ，

セ グメン ト財務諸表 に っ い て は，事業別，地域別 い ずれか で 毎月作成して い るもの を

5，四半期ごとを4 ，半年ごとを3，年 に
一

回を 2，未作成を1，欠損値を0とした ．

なお，モ デル を識別するために ，
「成熟度」

→ 「進 出時期欧州 L 「財務集中手法」
→ 「ネ ッテ ィング」，「財務

手 法」→ 「売上高」，「管理 手法 へ の影響」→ 「管理 用 の FS」に つ い て は係数を 1に 固定 した．また，誤 差変数

か ら内生変数に対する係数はす べ て 1に固定した ．
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4．2．モ デル の 適合性の 考察

本項で は ，前項の 設 定に 基づき Amos で 分析 した モ デル に つ い て 考察する ．まず，適合度指標 をみると，

G［F（goodness 　 of　 fit　 index）は 0．94，　AGFI （adjusted 　goodness 　 of　 fit　 index）は 0．91と，両者 とも O．9

を超え て い る．また，カイ2乗値をみ ると自由度 39 の もとで 48．3（p 値 ＝ 0，15）で あり，モ デ ル が適合して い る

とい う帰無仮説 は棄却で きなか っ た，したが っ て ，構成され たモ デル は，標本共分散行列を説明して い ると判

断 できる．

つ ぎ に ，パ ス 係 数 に 着 目 し て モ デ ル の 結 果 を分析 する ．パ ス 係 数 の 最 尤 推定 値 ，検 定統 計 量 ，

C，R，（critieal 　 ratio ），標準化係数を表 7に示 す ．係数を1に固定したもの はそ の まま表示 した．図 1の パ

ス に示 した数字は標準化係数であり，変数の右肩 に示した数値は従属変数の 決定係数である，なお ， 表と図

の 数値末尾 が ソフ トに よ る 四 捨五 入処 理 の 違い で
一

部異な る．

表 7 パ ス係数 の最尤推定値 と標準化係数

ノくス
係数

推定値

標準

誤差
C．R．

標 準化

係 数

成熟度 　　　　　　　→ 　進 出時期欧州 1．00 0．84

成熟度　　　　　　　→ 　進 出時期北米 0，920 ．127 ．650 ，80

成熟度　　　　　　　→ 　進出時期 ア ジア 0，450 ，114 ，280 ．38

財務集 中手法　 　　 　→ 　ネッテ ィン グ 1．00 O．40

財務集 中手法 　 　　 　→ 　り・イン ボ イス 1．160 ．373 ．170 ．45

財務集 中手法 　　　　→ 　リ
ーズ ＆ラグズ 1．080 ．333 ，31O ．50

財務集 中手法 　　　　 → 　 マ リ
ー 2．320 ，663 ，52o ，72

管理手法 へ の影響 　　 → 　管理 用 の FS 1，00 O．64

管理手法 へ の影響 　　 → 　セグメン トFS 2，931 ，252 ．340 ．58

財務指標　　 　 　　 → 　シ ェ ア 1．OO 0．37

財務指標　　　　　　→ 　売上高 0，640 ．331 ．94O ，29

成熟度　　　　　　　→ 　財務集中手 法 0，130 ，G43 ．10 D．51

成熟度　　　　　　　 → 　 管理手法 へ の影響 0．130 ．052 ，70 0．50

財務集中手法　　　　 → 　管理手法 へ の 影響
一〇．260 ．18 一1．41 一〇，27

成熟度　　　　　　　→ 　財務指標 0．250 ．102 ．65 0．78

財務集中手法　　　　 → 　財務指標
一
〇，130 ．34 一

〇．38 一〇．10

4．3．パ ス係数の 考察

分析の 結果，パ ス係数 は，「財務集中手法→ 財務指標 」（C．R．＝ − 0．38）と「財務集中手法 → 管理手法 へ の

影響」（C．R，・− L41 ）を除き 5％水準で有意であっ た．以下 J 潜在変数間 の パ ス 係数に着 目し て考察する．な

お ，考察に用 い るパ ス 係数 は，標準化係数で ある，

まず，「財務集 中化手法」に つ い て みる．これ は，マ リ
ー

，リ
ーズ ＆ラグズ ，リ

・
イン ボイス

， ネッ テ ィン グ の 利

用程度で 構成され る．グロ ーバ ル 化の 「成熟度」からの パ ス 係 数をみると，O．51 と比 較的高く，成熟化するに

つ れ財務集中化 手法を採用する傾向 にあるこ とが示 され る．ただし ，
「財務集 中化 手法」の 決定係数は 0．26

とそれほ ど高くない ため ，その 他の 要因の 影響が大 きい ことが示唆され る，

第2に 「管理手法 へ の 影響」に つ い て みる．これ は ，管理 用 の 財務諸表，セ グメン ト財務 諸表の 利用程度で

構成される．「成熟度」か らの パ ス 係数 をみると 0．49 で あり，グロ
ーバ ル 化するにしたが っ て管理手法が セ グ

メン ト情報を用 い た財務諸表を用い た管理 を行う傾向にあることを示す．一方，「財務集中化手法」か らの パ

59

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会計学　第 10巻 第 1号

ス 係 数は前述の 通り C．R．が 一1．41 と 5％水準で 有意で はなか っ た．ただし，パ ス 係数の 符 号が マ イナ ス で あ

るこ とに着 目すると， 財務集中手 法を採用するに つ れ て セ グメン ト別および 管理 用 の 財務諸表を用 い なくなる

ことになり， プ ロ フィッ トセ ンタ
ー

概念が希薄化 して い る影響の反 映とも考えられる，また，「管理手法 へ の 影

響」の 決定係数は 0．董8と高くなく，
そ の 他の 要因の 影響が大きい ことが示 唆される．

第 3に，「財務指標 」に つ い て みる．これは，売上 高とシ ェ ア指標の 重視度で構 成され る，「成熟度」か らの パ

ス 係数をみると0．78 である，
一

方 ，
「財務集中化手法」か らの パ ス 係数は

一〇，10と他 に比 べ 低 く，か つ C．R．

も一〇．38 と統計的に有意とは い えない ．この ことか ら，グロ
ーバ ル 化すると財務指標を用 い た管理がより強化

され る傾向にある
一

方で ， 財務集 中化の 程度と財務指標を用い た管理 との 間に関係は 見い だせ ない ．

以上 の 3つ の 視点か らの 分析を総合 すると，
企 業の グ ロ ーバ ル 化が成熟する に従 い セ グメン ト財務諸表 や

財務指標を重視することなどで 精緻な管理 をめざす傾向にある，ただし， 財務集 中化 をし て い る企 業で は ，

海外子会社の プ ロ フィ ッ トセ ン ター概念が希薄になるた め ， 精緻な管理 がなされ るとは限 らな い 可能性 を示

唆して い ると考えられる，その 場合 ，
セ グメン ト財 務諸表や責任会計用の 財務諸表を用い ，海外子 会社の 管

理 可能性に基づき調整した利益で業績管理 を行う方法も考えられ る，しか し，この パ ス は有意でなか っ たこと

か ら， この ような管理 を行う企 業は少ない とい うこ とを示唆 して い る．これ は ， 調整に は コ ス トが か か り， それ に

見合 っ た効果が得 られ ない 場合 には，あえて調整す る必要が ない ことを反映 して い ると考えられ る．以上 の

考察 に よっ て，］節で 設 定した作業仮説 の うち 1，2，3は支持されるもの の ，4 は支持されな い こ とがわ か っ

た．

図 1 共分散構造分析によるモデル 図

．70 ．15 ．65
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5． まとめ と今後の 研 究課題

5，1．仮説設定

本稿で は，日本 の グ ロ ーバ ル 企 業に対 して行 っ たア ンケー
ト調査結果を分析することにより，國務管理 と責

任会計 の 調和 につ い て検討してきた，とくに ， グル
ープ全体にお ける税 引き後の キ ャッ シ ュ フ ロ

ー
の 最大化を

禺指す財務集 中化手法に着 目し，それが責任会計上 の 業績評価指標や管理 手法 にどう影 響して い る か とい

う視点か ら分析した，そ の 結果 ， 以 下 の 3つ の 仮説 が設 定で きる．

仮説 1 ：企業の グロ
ーバ ル 化 が進 み成熟度が増す にっ れ，海 外子 会社を含むグル ープ全体の 財務的効率

　　　　化を図るため ，財務集中化手 法を採用 する傾 向にある，

仮説 2 ：グロ ーバ ル 化が成熟するに従 い
， 子 会社 へ の 分権化が進む ことから，客観的な財 務指標 が重視され

　　　　るようになる．同時に ，セグメン ト財務 諸表や責任会計用の 財務諸表が整備され ， それ らを用い た

　　　　管理 が行 わ れ るようになる，

仮説 3 ：財務集 中化 手法を採用して い る企業で は海外子 会社の プロ フ ィッ トセ ン タ
ー

概念が 希薄 になるため，

　　　　財務指標 の 重視度が 下 がる．

5．2．今後の 研 究課 題

本稿では ，質問票調査を通じて 財務管理 と責任会計の 調和に 関する仮説を設定した．今後の研究課題は ，

まずこの 仮説を実証することである，さらに，各財務手 法に応じた責任 会計シ ス テ ム の 具体的な調整方法に

つ い て 明らか にす ることも研 究課題となる．この ため の 研究方法としては，財務 管理 面，責任 会計面で 先進

的と思われ る企業に対するケ
ー

ス ス タディやフ ィ
ール ドス タディがあ る，

また，今回の 研究 は，財務管理が与える影響を責任会計上 どの ように修正 して い るか とい う観点か らアプ ロ

ーチ した ．この ほ か に ， 責任会 計が 財務管理 オ ペ レ
ー

シ ョ ン に どの ような影響を与えて い るか とい う観点や ，

責任会計 ， 財務管理双 方の 目的を達成するた めにそれ ぞれをどの ように修正 して い るか とい う観 点か らの ア

プ ロ ーチもある．この ような財務管理 ， 責任会計双方 向からの アプ ロ
ー

チも，今後の 研究課題で ある．
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総合報告

Properties　ofResearch 　and 　Development　Costing　undcr 　GAAP
　　　　　　and 　lnternational　Accounting　Standards

　　　　　　　　　　　　 Naoyuki　Kaneda

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Abstract
　 The　objective 　of 　this　papor　is　to　compare 　account 血 g 且gures　undor 　International　Accounting
Standards（IAS ）with 　those　figures　under 　U ．S．　GAAP ．　Foreign　companies 　might 　f（）110w　IAS　to

issue　 securities 血 NYSE 　It　 is　 i皿 portant　 to　analyze 　 the　 account 洫g　 variables 　 under 　 both
accounting 　rules 　on 　a　comparable 　basis．　Major　resUlts　of 　this　paper　are　as　f（）llows；Steady−state
firms　make 　the　same 　incomes　under 　either　IAS　or 　GAAP 　j皿 the　long−run ．　But　the　assets　of

steady −state 　fkms　under 　IAS　are 　increased　by　the　capitaliZed 　portion　of 　development　costs 　than

the　assets 　under 　GAAP ．　As　a　result
，
　fc｝r　steady −state　firms

，
　return 　on 　assets　under 　IAS 　is　smaller

than　return 　on 　assets 　under 　GAAP ．　On　the　other 　h…呱 d
，
　debt　to　equity 　ratio 　under 　IAS　iS　smaller

than　the　ratio　under 　GAAP ．　Variance　of 　jllcomc　of 　steady −state　firms　und 夛r　IAS　is　smaller 　than

variance 　of 　ilcome　under 　GAAP ．　Expalldjng　fkms　make 　largcr　hlcomes　under 　IAS 　than　under

GAAP ．　PIE　ratio 　of 　eXpanding 　firms　under 　IAS　is　smaller 　than　the　ratio　under 　GAAP ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　 Koy 　words

Research　 and 　 development
，
　 US ．　 Gonerally　Acceptod　Accountlng　 Principlcs、　 Intornational

Account洫g　Standards
，
　capita1 セed 　expenses

，

米国会計基準ならび に国際会計基準に お ける

　　　 研 究開発費の 特性 に 関する考察

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 金 田 直之

〈論文要 旨〉

　こ の 論文の 目的は米 国会計基準 （U ．S．GAAP ）と国際会計基準 （IAS ）における会計

数値 の 違い を分析 す る ご とに あ る。 米 国にお い て も 、
ニ ュ

ー ヨ ー ク証券取引所 にお い

て 外 国企 業の 国際会 計基準 の 適用 が例外 と して 認め られ て お り、
二 つ の 会計基準に よ

る財務諸表の 違 い を理解 す る こ とは 、 今後重 要性 を増すもの と考え られ る 。

　本稿で は統計 的モ デル を用 い て 、 研究開発費の 会計数字 の 違い を理 論的 に明 らか に

し よ うと試み た。 定 常状態企業 で は 、 2 つ の 会計基準の もとで 、 同
一

の 利益 を計上 す

る 。 資産 に つ い て は 、 開発費の 資産化 に よ り、 IAS に おけ る数値が 大 き くな る 。 こ の

ため 、 総資産利益 率 は IAS で の 数値 が小さ くな る 。

一方 、 負債比率 は同様の 理 由で IAS

にお け る数 値 が 小 さ くな る 。 ま た、利 益 の 分 散 は IASの も とで よ り大 き くな る 。 成 長

企 業 に つ い て は 、 IASの もとで 、 利 益 は よ り大 きく表示 さ れ る
一 方 、 株価収益率は よ

り小 さ くな る 。
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1. Introduction
  Therc is a certain  difference of  accounting  rules  among  several  countries.  From  1973

International Accounting Standards Committee (IASC) tried to harmonize accounting  standards

for the past two  decades.

  One  of  the accounting  issues In IASC  is the treatment of  Research  .and 
Development (R&D)

costs.  For example,  FASB  requires  that all R&D  costs  are  inmiediately expensed  with  the

exception  in computer  software.  On  the other  hand, IASC  requires  that certain  development
costs  are  capitalized  and  depreciated for the  life ofthe  products.
  

"Accounting
 methods  about  non-cash  items relatively  ambjguous"  (ljiri 1980). Some  argue

the usefulness  of  the accounting  information ahout intangibles. Cash recovery  rate  is described

to overcome  this problern (ljiri 1978, 1979).

  
"Unusual

 commitment  to research  and  developrnent" makes  difficult to measure  the

profitabdity of  pharmaceutical industry (Baber and  Kang  1996). In this context,  difference in
accounting  disclosurc about  intangibles is worthwhile  to examinc.

  Lev  and  Sougiannis (1996) estimates  R&D  capital  using  tiiriancial data. This paper follows the
method  of  Sunder (1976) to analyze  the difiierence in accounting  figures under  GAAP  and  IAS.

A  model  is set up  to understand  the etiEect of  different accounting  rules, rather  than picking up
some  examples  to  describe the  diiiference of  accounting  disclosures (Imhog Lipc and  Wright,

1997).

  The  model  in this paper follows basic assumptions'  in Sunder (1976)l We  analyze  the

dillerence in earnings  and  assets  under  two  dii]Eerent accounting  methods  with  no  tax payment.
Basic assumptions  of  the model  is that the firm has same  amount  of  research  prejects each

period. And  each  resoarch  project is transformed  into the development stage  with  a  certain

probabmaty in the next  period.

  The model  for accounting  variables  under  IAS  shows  thc comparable  results in the analysis  of

Suceessfu1-Effbrts-Costing in Sunder (1976). On  the othpr  hand, R&D  costs  are  expensed  under

GAAP  and  the analysis  of  accounting  variables  under  GAAP  shows  the different characteristics

from those of  Full-Costing in Sunder (1976). In this papcr, the elifk:ct of  parameters in different

industrics is discussed. And  Dupont  Compesition and  PIE ratio  are  also  discussed. In addition,

the granularity ofresearch  and  development activities is considered  in the model  of  this paper.

  In the following section,  accounting  rules  in IAS  and  GAAP  are  described right  after  this

introduction. And  then steady-state  firms, ncw  Iinns and  expanding  firrns are  analyzed  using

models.

2. 0verview  of  accounting  rules  in GAAP  and  IAS
2.1. GAAP

  SFAS  2 requires  that all R&D  investment should  be expensed  irnmediately. FASB  make  this

pronouncement because there is 
'uncertainty

 of  future'benefits with  respect  to research  and

development activities,  and  1ack of  causal  relationship  between expenditures  and  benefits.

Furthermore, it insists that "no
 set of  conditions  that might be estal)lished  for capitalization  of

cests  could  achieve  the comparabdity  among  enterprises  that proponents ef  selective

capitalization  cite as  a primary objective  ofthat  approach",  i.e. they did not  find the appropriate

standards  to capitalize  research  and  development costs  selectively  to keep comparability  of

financial statements.

  There is an  exception  fot this general rule. SFAS  86 permits firms to capitalize  the certain

computer  software  costs. SFAS  86 requires  the technical feasibility such  as detailed program
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desigri or  ¢ ompleted  working  model  for the capitalization.  This rule  enly  applies  to the costs  of

computer  software  to be sold,  leased, or  otherwise-marketed.

2.2. IAS  9

  International Accounting Standards, IAS  9 requires  that  certain  development  costs  be
capitalized.  The  research  costs  are  expensed  even  under  IAS  9.

  IAS  9 defines research  as  original  investigation undertaken  to gain new  scientific  or  technical

knowledge and  understanding.  It also  defines development as  the application  of  knowledge to a

plan or  design for the production ef  new  or  substantially  improved products, services.  IAS 9
rcquires  the capitalization  of  development costs  if the fo11owing criteria arc  satisfied; (1) the
productlprocess is technica]ly feasible. (2) the productlprocess is clearly  diflferentiables (3) the
market  exists  for the productlprocess. (4) resources  are availahle  to complete  the project,
  In other  words,  if the  development activities  almost  surely  provide future benefits, the

development costs  are  capitalized  and  depreciated for the useful  lives. As in SFAS' 2, all the

research  investments are  expensed  irrmiediately.

  In surnm4ry,  GAAP  permits no  capitalization  except  internally developed computer  software

costs. On  the other  hanq  International Accounting Standards requires  the capitalization  of  the

development costs,  if the development actisrities almost  surely  make  the revetiues.

  In the following chapter,  the difference in financial reporting  between two  accounting  rules is
analyzed  using  a  simple  modeL  The medel  deals･ with  the research  and  development activities in
industries other  than  computer  software,  bccause of  the existencc  of  SFAS  86. Both  rules

expense  research  costs  immediately and  as  a result a major  focus is in the treatment of

development costs.

3. Model Development and  Analysis
3.1. Steady-State Firm

  In this sectiog  expected  incomes of  steady-state  firms under  IAS  and  GAAP  are  examined.

Steady-state firms are  defined as  firms investing same  amount  of  moncy  into research  and

development projects every  year. The  variances  of  incomes under  two  accounting  methods  are

also examined.  Variance of  incomc is important, because in the framework of  this analysjs, the
accounting  variables  are  treated  as probabMstic variables.  Even  if the  two  accounting  variables

have the same  expected  value,  the difi;erent variances  provide the different processes. After
analyzing  the expected  value  and  variance  of  incomes, the return  on  assets  arid PIE ratios under

two  accounting  methods  are  compared.  The  purpose ofthese  analyses  is to clarify the diliference
in characteristics  of  accounting  varial)les under  IAS  and  GAAP.

  Consider a firm that conducts  research  and  development activities  with  $M  million  for N
research  projects for each  period. One  research  project with  $1 millions  project transforms

into capitalizal)le  development  stage  in the next  period with  probahility e. The  unrecoverable

portion of  research  and  development activity  is c and  d, respectively.  Each product produces a
net  operating  revenue  of  x  per period for K  periods. Denote the amount  of  capitalizable

development cests  in IAS  in peried t as  St. St is a  random  variable  with  binomial distribution
and  paramctcrs e and  M.  Then
E(s,)mMe  . (1)
       Me(1-e)
Var(St)=                                                                          (2)
           N
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  If the firm invests a sufficiently  large amount  of  money  in research  activities for each  period,
the distribution of  capitalizable  development prejects can  be approximated  by a normal

distribution with  the same  mean  and  variance.

  If ene  research  project transforms into a development project in period i, it makes  cash  flow
S,x in the  fonowing peried. So, the firm invests $M in N  research  activities in t-1 period, and  it

has $St capitalizable  development costs  in t period and  it has xSi  cash  flow in t+1 period. St is

known at the beginning oft  period and  at  the same  time  xSt  is known with  certainty.  It does

not  necessarily  assume  that it takes one  period for a research  preject to become  development

project. It just means  that the  research  irrvestment produces development projects with

probabruty e no  matter  how  long that research  project is kept in the fum.

  The  net cash  flow in period t , X, is
X=  -Mc  -S, d+(S,.,+S,.,+････+S,..)x (3)
The  mean  ofthe  net  cash  flow r  years imo the future is

E(YtlSt-r-i)=

  M  {e ((T - 1)x  - d)-  c}+  (s,-.+ ･･+st-K)x  forTsK( -Mc  -M  
.e
 

,d+MKx
 e fo..K  (4)

Then the variance  of  the net  cash  fiow T  years into the future is

Var(YVS,-..i)=

Mea-e)(d2+x2ir-1))

        N  foresK
Me(1-e)(d2+x2K)  forT>K

(5)

           N

  Larger the variance  of  the cash  flow, longer the prediction interval (for T<BO.  When  the

prediction interval is increased to K, then  the  variance  levels off  The  variance  of  thc cash  flow

becomes  constant  fbr prediction intervals 1arger than  K.

  In formula (5), the minimum  variance  is obtained  at e=O.5. So, if the probal)ility of  successful

development is between O and  50%, then, the rate. of  change  of  variance  of  cash  flow with

probabthty e is

dYar(MdleS'-"i)
 .(d2+x2K)(i-2e)-ilf>o  (6)

  The  variance  of  cash  flow  increases with  the  increased probahMty of  successfu1  devclopmcnt

in the research  activities.

  It is also interesting to look at the relationship  betwecn variance  of  cash  flow and  the cost  of

development  and  the expected  cash  flow for each  project. Ifwe  make  the reasonable  assumption

that x2Kis  much  larger than d2 , i.e. expected  cashflow  is much  larger than development cost,
the variance  of  cash  fiow increases with  the increase of  squared  cash  fiow per year and!br  the

usefu1  lives of  products.

  The  paramcters in (6)･are also usefu1  to compare  the variance  of  cash  flow in different

companies.  Suppose that x  and  K  are  identical in the same  industry. Then, variance  of  cash  fiow
is the function of  probablity of  conversion  to development e. Holding other  parameters in

ditiEerent companies  constant,  1arger the probabthty e, 1argcr.the variance  of  cash  fiow.

  Income  under  SFAS  2 is the sarne  as  cash  fiow in a steady  state firm, because research  and

development costs  are expensed  inmiediately. Then, the expected  income under  SFAS  2 T  years
into the future is
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Variance of  income under  SFAS  2 T  years into the future is

Var. (1 ,G 1St -T- i) = Var.(Yt/ St -T-i)=

 ilf e(1 -e){  dZ +x2  Cv -1)  }forT sK
                                                                          (8)

    efe(1-e)(d2+x2K) 
forT>K

  The  accounting  variables  in International Accounting Standards are examined  next.  The

income under  IAS  9 is denoted as Ii  Then,

I,S --- - research  cQsts  +  net  cash  flow - amortization  charge  of  capitalized  development costs

     =-  Mc+(x-Illi),]ili.l.s, 
'

 (g)

Expected income T  period into the futurc is

E(IiISt-r-i)=

('"`'(;v '

tg.)f,,.i,ll-.E
`

2,y3(v-i)}ts:;:
 (io)

  Larger the amount  of  investment to research,  larger the ahsolute value  of  cxpected  income
under  IAS. Note  that to have a positive income for Ksr  under  IAS  9, it should  hold that

      c
e>                                                                          (11)
    Kic -  d

  It is reasenably  assumed  that ke-d is positive. Otherwise the firm does net  incur the
development costs  to make  profits. Suppose K, the usefu1  lives of  products, varies  with  the

firm's quality of  research  and  development  and  the firm's marketing  etfbrts.  Then, higher the

quality of  R&D  is and/br  more  efficient the lirm's marketing  activities is, larger the expected
income under  IAS.

  The  variance  of  income T  years into the future is

Var( I,S fSt -r-i)=

  As in the

umecoverable

flow of  the

under  IAS  is the
.mvestment

 to

achieved  at e=

          case  of  the

IAS  increases with  the prediction intervals

            portion
          product

            research  in a  company,

            O.5 given that other  parameters are  same.

ilfe(1 
-e)I(r

 
-
 1)(x 

la
 Illr)2 l fo,. .  K

                                                          (12)

 
[Ci;e(1-e)(K(x-ft)2

 ) fore>K

    cash  flow and  the  income under  GAAP,  the variance  of  income under

                   upto  K  and  then  remains  constant.  Suppose that the

   of  development cost  d, the usefu1  life of  the product K  and  x, the cash

 per year, are  identical in the same  industry. Then, the variance  of  income

function of  M,  N  and  e in a  panicular industry. Larger the amount  of

               1arger the variance  of  income. In general, its minjmum  is

                      67
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  Suppose that the  unrecoverable  portion of  development costs  d  is varial)le  in ditiEerent

companies  in the same  industry. Ho!ding other  parameters constant,  smaller  the development

costs  (i.e. morc  efficient in the development activities given that cash  flow for each  year is larger

than  dlK.), larger the  variance  of  income.

  The  rate  ofchange  ofvariance  ofcash  flow with  usefu1  life ofthe  product K  is

`IV""(It,
S

tlk1 
S`
 
-'-

 
').-iilf]

 e(1-e)(x-;:)(x+lilf) (13)
Expression (13) is positive, because it could  be reasonal)ly  assumed  that cash  flow for each  year
is larger than d!K. And  variance  of  cash  fiow increases with  useful  lives of  the products.
  The  difference ofincome  between GAAP  and  IAS is

I,G -I,s .-  s,d .Il:  
,t7

'

.s,
 (14)

  The  diEference is caused  by the capitalization  (delayed expense)  of  development costs

incurred on  the project in the capitalizable  development stage.

  The  difference of  expected  income between GAAP  and  IAS  T  years into She futurc is

E( I,G 
-I,s

 ). ({ ,t7,isi+{tz  
-1)oMe

 
}-KflT-dMe

 tll;;;;fli
     (15a)
     (15b)
  Thc  expectcd  incomcs in two  accounting  methods  arc the same  in the long-run. Income  under

GAAP  is expected  to be larger, if the recent  research  activities produced more  development

projects than the average.  But in average  the two  terms in expression  (15a) cancels  out.

var. (I,G 1S, ..- i) -Var(  I,` ISt -T -･ i)

costs  diVid
IAS.

  Stock variables  under  two  accounting  rules  are  exarnined  next.  The
accounting  rules  also  influences the  asset  structure  in addition  to income.

  Under  IAS, the capitalized  value  of  assets  at the beginning of  period t is

A,S=d(St.i+ ' ' ' '+St-K) '[I:(Sr-2+2St.3+ ' ' ' '+(Krl)St-K)

The expected  value  of  capitalized  assets  T  years into the future is

il(;ea-e){2 + 
(T
 
-Ki)d

 (2x-[i:) } forT sK
                                                                    (16)

  il:;eame)Id2+d(2x-[i:) } forT>K

It is reasonably  assumed  that cash  fiow for each  year is larger than  one-year  development

      ed  by usefu1  years. And thc variance  of  income under  GAAP  is larger than that under

ctn4e  O 
m
 1)K2K

 
+22-T

 +dE.l. st-:(Kti+i) forT sK

difference in two

E(A,S1S,-.-,)=
    K+1
mue(
      2)

forT >  K

(17)

(18)

The  variance  bfcapitalized assets  T  years into the futurc is
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Var(A,S1S, -.-,)=fil
 -Cill e(i-e)2

i

 (K-i+i)2 forTsK
Me(1-e)dZ(K+1)(2K+1)  forr>K (19)

N 6K

  Uncertainty in capitalized  value  of  assets  under  IAS depends on  how much  research  prejects
are converted  into the development stage.  On  the other  hand, there is ne  capitalizcd  assets  with

respect  to R&D  activities  under  GAAP.

A,G .o  (20)
  Then, under  GAAP  there is no  uncertainty  about  the assets.  Holding other  variables  constant,

the assets  under  IAS  is larger than  the assets  under  GAAP,  of  course.  The  clifference  depends
on  parameters M,  e and  K  for prediction intervals longer than K. Larger each  parameter, larger
the  diiiference.

  The  efliect of  two  accounting  rules  on  returns  is analyzed  next. Denote the assets  of  the firm
other  than capitalized  development costs  as Bt. Then  the total assets  in period t are  (At+Bt) and
             b
return  on  assets  rs

      L
Rt

 
==
 A,.B, (21)

Under IAS, return  is R,S=i,S
A,S +B,

E(R,S)
                K+1

         
B,.dMe(

 2 )

  Under  GAAP,  return  is
                    t-K

  G I,G 
-Mc-Sthd+xi-2.ii

R, -'

M{c+(lkt-d)e  }

E(R

B, B,

  M{c+(Kiv-d)e}

- Mc  + (x - IZ,), tT, 
-

i

.s,

B, + d, t7
i

.s,
 - [ili 

,t.

'

.(t
 -l - 1)s,

tG
 )-

(22)

(23)

(24)

              B,

  Comparing  (23) and  (25), it is found that  the  latter is always  Iarger than  thc

assumption  of  steady-state  firm makes  incomes under  two  different accounting  rules  the same.

  And  capitalized  development costs  increase assets  under  IAS. The ratio  of  expected  returns

under  the two  different accounting  rules  is

E(R,S) B,

E(R
 tO )=B, .  dMe(K2' 

1)
 

(26)

  The  ratio  is always  smaller  than  1, because  parameters d, M,  e and  K･ are  positive. wren  the

firm's R&D  activities are  efiicjent (i.e. Me  is larger), the ratio  of  returns  under  two  accounting

rules  is smaller.  And  if the competitiveness  of  the product is sustained  for longer time  andlbr  the

quality of  marketing  is higher (i.e. K  is larger), the ratio  becomes  smaller.  And  if the size  of  Bt is
dominant with  respect  tp capitalized  development  costs,  expression  (26) moves  toward  1.

     (25)
former. The
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  Next Dupont Decomposition is considered.  Denote sales of  the firm for period t as  Si.

Then, Dupont  Decomposition is .

R,=ilii"XA, 
Si
 B, (27)

  Profit margin,  the first part of  expression  (27), is same  under  two  diiiferent accounting  rules.

But, the second  part, asset turnover,  is dillEerent under  two  rules. Asset turnover under  GAAP  is
higher than asset  turnover  under  IAS, because of  the capitalized  development costs.

  The  ncxt  issue is thc capital  structure  undcr  two  diliierent accounting  rules.  Denotc

Dt -  debt of  the firm at time  t

Et =  owner's  equity  at time  t under  Gnv

Thcn, the ewner's  equity  at tjme t under  IAS  is
         K+1
E,+ dMe(           2)  (28)

And  the  debt to equity,ratio  under  IAS, ESis

E(F,S). 
Dt
 
K.1

 (29)
       

E,+dMe(
 2)

The  debt to equjty  ratio  under  GAAP,  .PIG  is

Ea=ilil'- (3o)

  The  higher return  under  GAAP  is achieved  with  the  costs  of  lower debt to  equity  ratio.  There
is trade-off  of  benefits in financial disclosure between accounting  variables  under  two

accounting  rules.

  The  ratio of  the debt-to-equity ratios  under  two  accounting  rules  is

E(
 2; )= E, . ,vv

E

4e

'

 (K,' 
i) (3')

  As in the case  ofreturnofassets,  the ratio  depends on  the parameters d, M,  e  and  K. If
           K+1
E,

 
>>

 
cVS4e(

 2)  (32)
then,  expression  (30) is close  to 1. In the industry where  the research  activities are  less intensive
andlor  the  probabihty of  successfu1  research  is low, Me  wM  be relatively  small, the difiference of

debt-to-equity ratio is not  signdicant.  (Beverage manufacturers  might  fal1 into this category,  for
example.)  On  the other  hand, in the industry where  the research  costs  is large andlbr  the

probahMty of  successfu1  research  is high and  then  Me  is dominant in the assets  of  firms, the
difference of  debt-to-equity ratio is, relatively speaking,  significant. The ratio is useful, to

convert  the debt-to-equity ratio under  GAAP  into the ratio under  IAS.

  Finally, PfE ratio  is considered  for a steady-state  firm. Denote the stock  price for period t qs.
Pt, and  the number  ef  outstanding  shares  as Ht. Then, the PIE ratio  for period t is

       e eH,
PE,=

(fil,;)
=

 
I,
 

(33)

  The  PIE ratio  under  GAAP  and  IAS are  the same,  because income under  twe  accounting

rules is the same.  The  ratio under  either of  GAAP  and  IAS  is
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           RH,
REt=M

 ,.(,t<t-d)e}  
(34)

  Now  the  accounting  variables  for the  changing  firms are  examined  in the  next  section.

Dynamic  Models  for Changing Firms

  The  previous analysis  for the steady-state  firm is based on  the assumption  that the firm
conducts  the same  amount  of  R&D  investments. This assumption  is relaxed  in this section.

3.2. New  Firms

  First, new  firms are  examined.  New  firms are  delined as  fums investing the  same  amount  of

money  into R&D  prQjects but not  reaching  the steady-state.  Expected income and  return  on

assets  under  two  accounting  rules  are  compared.

  Consider new  firms that conduct  research  and  development activities  with  $M  for each

period. At t=K,  the firms R&D  activitics  reached  the steady  state.  After Ks  t, the previous
analysis  applies  to the  fum  and  no  .}onger a new  firm in terms of  research  and  development
activities. The  definition ofparameters  is same  as  before.
Yl=-Mc-S,d+(S,+S,+･･･+S,-,)x (35)
  Expectation and  variance  of  cash  fiow r  periods into the future is
                         t't

E(YYSt-v-i)=-Mc-Me.d+xZS,+(t-DMe.x
 forT<tsK (36)

              {dZ+tr-1)x2 }Me(1-e)Var(YtlSt-T-i)=                                    forT<tsK (37)
                        N
Income under  IAS  is

I,S---Mc+(x-[il):S,  fortsK (38)

Income under  GAAP  is
                t-1

I,a=-Mc-S,d+xZS,  fortsK (39)

The difiEerence of  expected  income under  two  accounting  rules  is

i,G -i,S=lll :s, -s,d  fort sK  (4o)

               t-1-K
E(I,G "I,S )- dMe(                      )fortsK . (41)
                 K

  In expression  (40), (t-1-K) is negatjve  for a  new  firm (t s  K). And  the expected  income under

GAAP  is smaller  than that under  IAS.

  The capitalized development costs  under  IAS  is

A,S --d(S, +S,+･･･+S,.,)-  [i: (S ,-,+2S,.,  +･･･+  (t-2)S,) (42)

E(A,S)=dMe(t-1)(1-I2(g-1)]  (43)

  Note that thcre is no  explicit condition  whethcr  the last part of  expression  (43) is posjtivc or

negative.  And  the rate  of  return  under  IAS  is
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On  the other  hand, the rate  ofreturn  under  GAAP  is

E(R,. ).-Mc-`Vt4'lii+
,
 
xMe(t-1)

 (4s)

  As  already  mentioned,  the numerator  of. (45) is smaller  than the numerator  of  (44) for new
firms. But the  size  of  denominators depcnds on  parameters.

3.3. Expanding Firms .

  Next, the expancling  firms are  examined.  The  expanding  firms are  defined as  those which  are

increasing their research  and  development activities. Expected income and  PIE ratios  under  two

accounting  rulcs  are  compared.

  Denote Mt  as  the ameunt  of  money  invested into research  activities in period t. In the
expanding  firms, the Mt increases as  follows;
M,=a+  bt '

 (46)
  Then, the amount  of  costs  for research  activities increasies $b rnillion from period t-1 to
period t. The net  cash  flow for expanding  firms is
Y, =-  M,., c-S,  d+(S,.,+S,.,+････+S,-,)x (47)
Here, St has binomial distribution with  parameters e and  Mt .
                         t"-t

E(Y,)= -M,.,c-M,
 .e.d+xe(  2M,)

                        i.t-K

    =-M,(c+de)-bc+M,Kice-xe.bK(K2'i)  (4s)

                                        K(K,+ 1)
  The  net  cash  fiow from expanding  liirm is bc+xeb                                                smaller  than  steady-state  firrn
                                           2

given Mt=M.  It indicates the extra  cash  need  of  expanding  firms. Suppose that the increased

R&D  amount  b, unrecoverable  portion of  research  costs  c and  the development costs  d are

constant.  Then, expression  (48) is the function of  e, x  and  K. Larger each  parameter, 1arger
the cash  shortage.  The  variance  of  the net  cash  fiow is

var(yi)= e(i- e) {M, (d2+kt2)- K(K2"  
i)
 bx2}  (4g)

Income  under  IAS  for period t is

I,S=-M,.,C+(X-[l:),tZi.S, (50)

E( i,S )= -M,c-bc+KMr,e.x-deM,  -be(x-lllr)  
K(K2"i)

 (si)
Income  under  GAAP  for period t (t .  2) is
                  t-1

I,G=-M,.,c-S,d+x  ]2 S, (52)
                 i-t7K  ,

E(i,G
 )=-(Mr, +b)c-M,e.d+xe(KM,  

-b
 
K(K2+i)

 l (s3)
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                                                                          K+1
 The expected  difference between incomes under  IAS and  GAAP  is E(I,S-I,G)=bde
                                                                            2

     (54)
  Here, all the parameters are  positive for expanding  firms. And  the expression  (54) is always
positive for expanding  firms. In other  words,  the expected  income under  IAS  is always  larger
than the expected  income under  GAAP  for expandmg  firms. The  amount  of  expensed

development costs  under  GAAP  is always larger than the charge  of  depreciation for the

capitalized  development cost  under  IAS  for the expandmg  im,  Note  that the difference of
expected  income between two  accounting  rules  does not  depend on  thc unrecoverable  portion
ofthe  research  costs  c.

  PIE ratio of  thc cxpanding  firm under  IAS  is

   s
 RHt

PE`

 -M,c-bc+KM,e.x-de.M,-be(x-f:)K(K2'i)  
(55)

  The  comparison  of  (34) and  (55) reveals  that PIE ratio  of  a  steady-state-firm  under  IAS  is
smaller  than  the PAi ratio of  an  expanding  firm with  the sarne  arnount  of  R&D  activities  under

the same  accounting  rule. The denominator of, (55) is smaller  than the denominator of  (34) by

b(c+  e.(x 
-{)

 
K(K2+

 
i)
 ) . This expression  is aiways  positive for expanding  firms.

  PIE ratio of  the expar!cling  fir.m under  GAAP  is

RE,G

      
-(M,+b)c-M,de+xe(KMr,-bK(K2'1)

 )
The  denominator of  (S6) is smaller  that the denominator of  (34) with  the amount  of

bk+xeK(K2'i)  }
  This expression  is negative  for the expanding  firms. Holding other  parameters
PIE ratio of  expanding  fiirm under  GAAP  is smaller  than that of  a  steady-state  firm.

  Expression (54) shows  the denominator of  (55) is larger than that of  (56). And  PIE

expandmg  firms under  IAS is smaller  than  PIE ratio under  GAAP.

eH,
(56)

constant,

(57)
  the

ratio  for

3.4. Shrinking firms
  The  same  analysis  applies  for the shrinking  firms. In the case  of  shrinking  firms, parameter b

in elxpression (46) is negative.  A  liirm shrinks  with  a 1inear rate until Mt moves  close  to zero. Net

cash  flow from a shrinking  firm is

-b(c+xe
 
K(K2'1)]

 (ss)

larger than the net cash  flow of  a  steady-state  firm. (diven b is negative  in a shrinkirtg firm, the

expression  is positive.) Under  the reasonable  assumption  that the second  item is much  larger
than the first item, larger parameters b, x, e and  K  are, 1arger the djfference is.

  PIE ratio of  the  shrir)king  firm under  IAS  is described as  expression  (55). Contrary te the case

of  the expanding  tim, P!E ratio of  the shrinking  firm is smaller  than  that of  a  steady-state  firm

under  IAS. The  comparison  between (34) and  (56) reveals  the similar  issue for PIE ratio under
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GAAP.  The  above  analysis  reveals  that PAi ratio  for an  expanding  firm is the  highest and  ratio

of  a shrinking  firm is lowest in three stages of  the firm.

4.Conclusions

  This paper deals with  the dilifereni accounting  variables  under  GAAP  and  IAS. The models
are  set  up  using  some  simple  assumptions.  Without  these  models,  it is difiicult to compare

accounting  varial)les  under  two  different accounting  rules.  In this regard,  this paper makes

progress to understand  and  compare  those  different accounting  variables  on  a  comparable  basis.

Expressions in this papcr are  aiso useful  to convert  the acceunting  numbers  under  one

accounting  rule  to those under  another  accounting  rule.

  I started  the analysis  with  steady-state  firms. Steady-state firms make  the same  incomes under
either  IAS  and  GAAP  in the long-run. Variance of  income either  under  GAAP  or  under  IAS

increases with  the  amount  ef  R&D  and  dec,reases with  the number  of  R&D  projects. This
characteristics  of  accounting  variables  is interesting and  usefUl, because we  have to consider

variance  as well  as  expected  value  ofvariables  to forecast them.

  The asset  of  steady-state  firms under  IAS is increased by the capitalized  portion of

development costs  than  the  assots  under  GAAP.  As  a  result,  for steady-state  firms, retUrn  on

assets  under  IAS  is smaller  than return  on  assets  undcr  GAAP.  On  the other  hand, debt to
equity  ratio  under  IAS  is smaller  than  the  ratio under  GAAP.  These characteristics  are  important

te compare  a company  under  IAS  and  another  companY  under  GAAP.

  New  fums are  defuied as  firms investing the same  amount  in R&D  but not  reaching  thc

stgady-state.  New  firms make  larger income under  IAS than under  GAAP.

  Expanding firms are  defined as firms increasing the amount  of  R&D  every  year. Expanding
firms make  !arger incomes under  IAS  than  under  GAAP.  PIE ratio  of  expanding  fums under
IAS  is smaller  than the ratio  under  GAAP.

  Shrinking firms are defined as firms as  firms decreasing the ainount  of  R&D.  Holding

parameters constant,  shrinking  tiirms make  larger cash  flow than stcady-state  fums do. PIE  ratio

of  expanding  firms under  IAS  is larger than  the ratio under･  GAAP.

  VVhen more  firms engage  in business globally, it is often  necessary  to analyze  and  compare

financial information under  different accounting  rules.  Fbr this purpose, the models  in this paper
provide the  basic tools for the analysis. FUrthermore, the models  are  also useful  to expect  the

theoretical diliference of  accounting  figures among  companies  whose  parameters of  R&D

activities are  different.

Appendix

Explanation of  expression  (4)

The  mean  of  the net  cash  flow T  years into the future is the expected  value  of  cash  fiow for year
t forecasted at time  of  t-z When  we  expeet  cash  flow at this time, we  make  expense  fbr

development cost  for dS,-. . We  do have cash  fiow for this development activity  with  certainty.

But we  do not  have cash  inftow for development activity  S,-(.-i) with  certainty. The same  is

true for the  cash  inflows for the fbllewing development activities upte  S,.i . Ifwe  have T  s  K  ,

then we  have expected  cash  inflow Me(T-1)x for development activities S,.(.-i)through S,.i･

For remaining  development activities  S,-. through  S,-K , we  alre,ady  kriow the cash  infiow for

certainty. Thus, we  leave the expression  (S,-. +･･･+S,.K)x  aS
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       ?reperties ofResearch  and  Development  Costing under  GAAP  and  Inteniational Accouming  Staridards

described in (4). If we  have T>K,  then  we  do  not  have cash  infiow for certainty  for S,-i

through  S,"K. Thus, we  have the expected  cash  inflow of  MKxe  for the entire development

activities.

Explanatiofi of  expression  (5)

Ifthe firm invests $M  in one  research  activity each  year, the variance  ofthe  cash  flow is Me(1-

e)x2 . But the firm invests $M  in N  research  each  year and  we  have to consider  granularity. The

                                       Me(1-e)x2
                                                 . Ifwe  TsK,  thcn  we  have thevariance  of  expected  cash  inflow for each  year is
                                           N
expected  cash  inflow for T-1  research  activities. The variance  of  expected  cash  inftow is

Me(1-eN/XZ@
 
-

 
1)
 . we  haye a granularity for cash  outflow  of development activity for e5ch

year too. The variance  ofthis  expected  cash  outflow  is 
Me(i;ie)d2

 . ifwe have r>K,  then  
'

we  estimate  the  expected  cash  inflow for entire  research  activities.  The  variance  of  the expected

         . Me(lme)x2K
cash  inflow is
                 N

'

Derivation of  expression  (18)

As  in the explanation  of  expression  (4), we  derive the expression for estimated  capitalized  costs

and  capitalized  costs  with  certainty  separately.  The capitalized  portion for S,-.-,through S,-!is

estimated  with  uncertainty:

E[  d(S,L, +S,.,  +･･･+S,-ge-,)  )-{, {S,-, +2S,-,  +･･･+  (t - 2)S,-(..,) } ]

..`ulfeh.K-1.K-2.....K-(v-2)

 }.dbdeCV-1){K-S(T-2) }
     

- K K  K "
 K

Thecapitalizedportionfor S,-.-ithrough S,HKwithcertainty:

cts,-. 
K
 
-K(T'

 
-

 
i)
 + cts,u(..,) 

KK-
 
T
 +･･ ･ + cts,.. 

K
 
-

 
(KK
 
-i)

 =  dii.l. s,.-, 
K
 tl 

+

 
i

Derivation of  expression  (19)
 'Since

 we  have variance  of  capitalized  costs  only  in the uncertain  prejects, we  only  consider  the

capitalizedportionfor  S,-.-,through S,-i･

l?Zlr[ d(S,-i +S,..2 +'''+S,-(.ni)  )- ftr { S,-2 'f' ZS,-3 + '''+ (ir - 2)S,"(.q) } ]
.d2  

Me
 
aN-

 
e)
 [ (:i)2 .(Ki  

1)2
 .(Ki  

2),
 .....{  

K-:-
 
2)
 } ]

=  ft
2,

 -il(I e(i-e)2
'

 (K-i+i)2
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                         Empftx#  eg loif  rg1e

Ifwe have T  >K,  then

Vdr[ d(S,., +S,-,  +･･･+S,-.)-  i: {S,-, +2S,u,  +･･･+(K  -1)S,-.  }]
.d2  

MeaN -e)[(illl)2.(Kil)2.(Ki2)2.....{

 
K-(KK-1)

 } ]
 Me(1  -e)  d2 (K +  1)(2K +  1)

    N  6K
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日本管理 会計学会誌

管理 会計 学2001 年 第 10巻 第 1号

フ ォ
ーラム 報 告要 旨

組織変革と管理会計
一

持株会社 を中心 とし 一

水野
一 郎 （関西大学）

　 1997 年 6 月 、 独 占禁止 法 の
一
部改正 で 純粋持株会社の 設立 が 原則 と し て 認 め られ る こ とに な り、

続 い て 12 月 、　 「銀行持株会社 創設 特例 法」 お よび 厂銀行持株会社整備法 」 が 成立 し 、 銀 行持株会社

も認 め られ る こ と にな っ た 。 また 、 1999 年 8 月 、 商法改正 で 株式交換 と株式移転制度が創設さ れ 、

そ して 2000 年 5 月 、 商法改正 で 会社分割制度も創設され 、 2001 年 4 月よ り施行さ れる こ とにな っ た 。

こ れ らに よ っ て 企 業の 組織改 革 と再編の 制度的 基盤 が整 っ て きた 。 実際 こ う した新 しい 法制度を活 用

して、現在多 くの 企業が 組織 の 改編 を進 めて お り、 企業組織は大 きな変革 の 時代 に突入 した とい え る 。

　報告 で は 、 まずわ が 国企 業 の 新 た な組 織改革 と再編の 核 に な る純粋持株 会社解禁の 意義 と背景を考

察 し、企業組織変革 の 有力な手段 となる株式交換 ・移転制度および 会社分割制度 の 意義 と内容 を検討

した e 続 い て海外の持株会社 と して純粋 持株会社形態 を取 る ABB と事業 持株会社形態 を取 る GE を

紹介 し、 と くに GE に つ いて は 同社 の ア ニ ュ アル レポー トよ りそ の 「コ ア ・コ ン ピ デ ン シ
ー

」 が世界

最高の 人材を グロ
ーバ ル に採用 し育成 し意欲 向上 させ て い る とこ ろに あ り、 また経営の ス ピー ドと迅

速 さをア ヅ プ させ るこ とに努 めて い るこ との重要性 を指 摘 した 。 そ して 純粋持株会社 を中心に して 企

業組織 の 変革 へ と踏み 出 したわが 国企業 の 実態 を明 らか にした 。 大和証券 、 NTT 、 ソ フ トバ ン ク 、

み ずほ フ ィ ナ ンシ ャ ル グル
ー

プ な どの持株会社は 、 そ の後続々 と採用 され て い る持株会社形態 の典型

的 な先行 事例 で あ っ た 。 野村 証券 、 日興証券 、 UFJ
、 日本ユ ニ パ ッ ク 、 住友化学 と三 井化学 、

　 NK

K と川崎製鉄 、 日清製粉な ども持株会社化 が予定 され て い る 。 さ らに純粋持株会社形 態で な く事業持

株会社の 本社機能の 強化 に よ っ て 組織 変革を進めて い る の が 、 ソ ニ ー
、 松下 、 東芝 、 日立など で ある。

　 こ の よ うに持株 会社 を軸 に して 企業 の 組織 変革 は大 き く変化 して き て い るが 、 現 代 管理会計 は こ れ

ら に 対応 した 管理 会計シ ス テ ム の 構築が 要請 さ れ て い る 。 報告で は こ の よ うな 新た な管理 会計の 展 開

方 向をと りあ えず戦略的管理会計 と理解 し、 そこ で の重要なポイン トと して 3点 をあげて 、 検討 した 。

第 1は 、 こ う した新た な管理 会計つ ま り戦略的な管理 会計の 担い 手 と して 、 CFO の 意義 と役割 に注

目した 。 CFO は 、 単なる経理 部や財務部の職責に と どまらず、 企業価値創造 とい う新 たな戦 略的経

営の 重大な役割 を担 うこ とが期待 され て い る 。 会計 と財務 、 企 業戦略を統合的 に理 解で きる人材が 求

め られ て い る の で ある 。

　 第 2 は、現代企業 の 業績評価尺度 として EVA ない しそれ と同様 な経 済付加価値 を導入す るこ とで

あ る 。 純粋持株 会社 の 経 営管 理 の 焦 点 は 、子 会社 へ の 投 資評価 に関す る意思決定 とそ の 迅速な実行 に

ある とい え、そ こ で の業績評価 は企業価値 の 増 減にポイ ン トがある 。 こ うした企 業価値 モ デ ル と整合

性が 高い 期間業績尺度で あ りなが ら 、 組織内で 階層的に展 開する の に 適 した業績評価指標と して EV

A ない しそれ と同様な経 済付加価値が 重要 とな っ て くる 。

　第 3は 、 企業 グル ープ の 資金管理 シ ス テ ム と して CMS に焦点 をあて るこ とで ある 。
　 CMS とは 、

コ ン ピ ュ
ータ

ー
や通信回線を利用 して 、 企業内や グル ープ 内の 資金 を一

元的に管理 する シス テ ム の こ

とで ある。 こ れ は ア メ リカ の 銀行が 先行 して 開発 して きたが 、 最近で は わ が国の 大手銀行も力を入 れ

て い る 。 CMS の 導入 によ り、事務処理負担の軽 減に加 え、余剰資金の 有効活用な ど資金効率を高め

られ る と期待 され て い る。こ の CMS が 注 目され て きた背景に は 、 グ ル ープ経営や連結経営の 重要性

が増大 して きた こ とがあ る 。 純粋持株会社 を中心 とす る グル
ープ 経営におい て は 、 グル

ープ内各社の

分権化 を進 め る と同時 に グ ル ープ戦 略の 強化が 求め られ 、 分権 と集権の バ ラ ン ス が課題 とな っ て い

る 。 今こそ資金を グル
ー

プ で統合的に管理 し 、 資金 の 蓄積 や流 れ の 無駄 を排除 し 、 最適な資金配分 を

作 り出す こ とが 求め られ て い る の で あ る。
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日本企 業 における予算管理の 分析

　一 1995 年の 調査結果を中心 に
一

　　　　　　　　　　　　　　　　浅田孝幸 （大阪大学 経済学研究科 〉

　　　　　　 朴　景淑 （大阪大学大学院 経済学研究科 博士 後期課程）

　本報告は
，
1995年 ，米 国と日本に おい て 実施 された予算管理 シ ス テ ム に関する調査 （米国企業 389社 ，

日本企業　500社）結果に関する もの で ある ．日米企 業の 予算管理 シ ス テ ム に つ い て の 調査 は 1988年度

にも行 われ ， 発表 されて い る （浅田孝幸 「予算管理 シ ス テ ム の 日米 比較に つ い て （1）（2）」
『企業会 計』

1989年 ， 第 41 巻 4 号 ， 5 号 ． 浅田孝幸 『現代 企業の戦略志向と予算管理シ ス テ ム 』 同文舎 ， 1993）．

本報告で は ， 1995年の 調査 デ ータ に も と づ き ， 予算管理 シ ス テム の運 用 方法 と 目的に つ い て 日米企業の

比較 を行い
， さ らに 1988年の 結果か らの変化 につ い て も考察 して い る．本調査 （1995）の 日本企業の

ヂー
タは既 に分析済み で あるが （浅田孝幸 ，

「グ ロ
ーバ ル 企業の 管理 システ ム （1）（2）」

『会計』 1996

年 ， 第 149巻 2号 ，3 号．） ， 日米間の 比較分析は まだ行わ れ て い な い ．本稿は ， 1995年度のデータに基

づ い て 日米企業の 比較 を行 うこ とに よ り，
1988年以 来の 実態 と日米企業間で の 予算管理の 差異にお ける

主要 な変化 を把握 し ， 本年度の 調査 ・研究に つ なげるための もの で ある ．

こ れ ま で の 、 予算管理 シ ス テ ム の 調査研究は 、 本邦で は 、 津曲直躬 ・松本譲吉 （1972）、柴 田典男 ・熊

谷靖久 （1988）それに 、 佐藤康 男 （1995）などが ある ．さらに 、 比較研究 と して は 、 Daley，L．Jimbalvo

e七 al ．（1985），
　 Hawkins．C．E．（1983），

　 Ueno　S．　 et ．al．， （1993）、 上埜 、 そ れ に Asada　 et ．al ．（1988）

などがあ る．と りわけ、注 目される Ueno（1993）で は、個 人主義 と集 団主義 の 2次元で 、 日米の 特徴が 明

示化 され て い る．そ の 研究で は 、 米国で の 予算の 調整機能の 重視 、 予算の公式化 の 重視、さ らに は、管

理可 能性尺 度の厳密な適用 に 、 欧米流の個人主義文化の影響が検証 されて い た．しか し、 われわれの 調

査i（1988＞で は、組 織の 上下の 予算編成で の 調整機能 とい う点で は 、 日米で 逆な結果 （E本が多い ）も観

察され て い る ．さらに 予 算編成での 部門闘での調 整回数に つ い て も、1988年調査で 、 日本の ほ うが 、 調

整頻度が高い とい う結果 （浅田 、 167頁、 1993年 、 T−testで 5％有意）もある．さらに、予 算に よる間

題解決 、 原価管理 へ の 有用性に つ い て は 、 逆に個別 情報が詳細に利 用 され 、 日本企業が利用 頻度 で高い

得点をあげて い る 。 集団主義の 現れ として 日本企 業の ス ラ ヅ ク 回避性向が もし強い とすれば 、 そ れを抑

える手段 が 、 組み込まれて い る との 解釈 も可能で あろ う．すなわち 、 業績評価 と財務尺度 が つ な が らな

い こ とで 、 よ りその ス ラ ッ クへ の 対応力を促進すると解釈で きる 。 そ の よ うなこ とか ら、 様々な課題や

矛 盾 した 結果を も っ て い る予算シ ス テ ム の機能に つ い て 、 さ らに 総合的な検討をする の が 、 今後の 課題

で あろうと思われ る．
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会計情報シ ス テ ム の 統合化 に つ い て

　　　　　　坂 手 啓介欄 西学院大学大学院 商学研 究科 博士 後期課 程）

1　会計情報に対する問題意識 と会計情報シ ス テ ム

ASOBAT 以来 、 今 日ま で 会 計の 世界 、 あ る い は会 計に携わ る者の 間に は共通 の 問題意識が あ る 。 それは、

日進月歩の発展を続 ける情報技術をどの ように駆使 し、 意思決定者に対 して 、 有用な会計情報を提供する

か とい う問題である 。 こ の 問題意識は 、 会計担当者に対する役割期待を拡大させ るためには 、 有用な会計

情報シ ス テ ム の構築 、 運用を会計担当者の 責務とする必要 があるこ とを意味して い るの で はない だろうか 。

　本報国は 、 会 計情報シ ス テム を会計担当者に対する役割期待の 増大 を果た すため の 手段と位置付け、ど

の ような会計情報シ ス テ ム を構築するこ とが 望ましい か につ い て 考察するこ とを目的と して い る 。

II 会計情報シ ス テ ム の 類型 と発展過程

　会計情報シ ス テ ムは情報技術の 進歩 と肩 を並 べ る形で そ の形態を変え て い るが 、

1
そ の 変化はお よそ以下

で 示すような順序にそ っ て い る と思われる 。 すなわち、まず、他業務情報シ ス テ ム との 連携がな い   単独

指向型会計情報システム か ら、 情報技術の進歩に よ り、 緩やか だが他業務との連携が とれ、 会計処理 の分

散化が可能とな っ た  分散ネ ッ トワ ーク型会計情報 シ ス テ ム へ と発展 した 。 そ して 、 近 年 で は 、 各業務情

報シ ス テ ムが統合型ヂータ ベ ース を介 して 結合され て い る統合型経営情報シ ス テ ムが注 目され 、 実際に企

業によ っ て運用 されてお り、 会計情報シ ス テ ムは  統合型経営情報シ ス テ ム内のサ ブシステム として機能

するに至 っ て い る 。

皿　サ ブシ ス テムか単
一

システムか

　サ ブシ ス テ ム としての会計情報 シ ス テ ム は、他業務情報シ ス テ ム との連携に より、経営環境の 変化が要

請 する組織の 変更や、 ビジネス ・プ ロ セ ス ・リエ ン ジ ニ ア リン グへ の 要請に ともなう新たな意思決定目的

に柔軟に対応する ことを 目的と して い る 。 ただ し、 今後、 新た な意思決定 目的が生 じた場合 、 新たな意思

決定 目的を支援するようなサブ シス テム を追加 しなくてはならない 。 サブシス テム の追加が コ ス トやその

他の運用上 の 理由に よ り果たせ なか っ た場合 、 サブシ ス テ ム として の 会計情報シ ス テ ム の 有用性は低下す

る と思われる 。

　で は、サブシ ス テム で はな く、単一
形 態の シ ス テ ム で全て の 情報利用 目的に応える こ との で きる会計情

報シ ス テ ムは存在する の だろうか 。 HoUander　et　al．［2000］で 提唱されて い る REAL （Resource　Event

Agent 　Location）シ ス テ ム はそ の 可能性 を持 っ て い る 。　RE 真L シ ス テ ム は Sorterの 事象理論か ら発展 して

い る会計データ ・モデル研究の
一

つ であ り、 データ ベ ース に ビジネス ・プ ロ セ ス に関するデー
タを保存 し、

情報の 生成に関 して は意思 決定者に そ の権限を与 えて い るシ ス テ ム で あ る 。

どの ような会計情報シ ス テ ム を構築するか は 、 様々な問題を同時に考慮せ ねばな らない ため 、

一
概に

言えない 。 しか し、単独指向ある い は分散ネ ッ トワ
ーク型の シス テ ム と して会計情報 システ ム が機能

する には限界があるため 、 今後は会計情報システ ムが統合型構報システ ム 内の サブシス テム として機

能すべ きか 、 単
一

の シス テ ム として 同様の機能を果た して い くシス テ ム を導入するか を比較検討する

必要が あるだ ろう。
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